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第一編 通則 

第一章 本法の趣旨，民事訴訟の目的，裁判所・当事者の責務 

 
第１条（本法の趣旨） 

 民事訴訟に関する手続は，他の法律に特別の定めがある場合のほか，この法律の定めるところによらなければならない。 

 

 

第２条（民事訴訟の目的，裁判を受ける権利） 

１ 民事訴訟は，裁判所が，私人の権利を保護するために，民事上の紛争を法の定めるところに従って解決することを目的とす

る。 

２ 何人も，民事上の紛争につき，裁判所において裁判を受ける権利を保障される。 

 

 

第３条（審問請求権，対審審理の原則） 

１ いかなる当事者も，聴聞され又は呼び出されることなしに，裁判されることはない。 

２ 裁判所は，いかなる場合においても，対審の原則を遵守しなければならない。 

 

 

第４条（裁判所及び当事者の責務） 

 裁判所は，民事訴訟が公正かつ迅速に行われるように努め，当事者は，信義に従い誠実に民事訴訟を追行しなければならな

い。 

 

 

第５条（裁判所の用語，当事者の通訳依頼権） 

１ 裁判所では，クメール語を用いる。 

２ クメール語を理解しえない当事者は，資格を有する通訳を依頼することができる。当事者が自らこれを依頼することができない

ときは，国がこれを付する。 

 

 

第６条（検察官の立会い） 

１ 裁判所は，公益上必要があると認めるときは，検察官に訴状が受理されたことを通知しなければならない。 

２ 検察官は，第１項の通知がない場合においても，公益上必要があると認めるときは，民事訴訟の手続に立ち会い，意見を述

べることができる。 

 

 

第二章 裁判所 

第一節 管轄 

 
第７条（管轄権を有する裁判所の意義） 

 管轄権を有する裁判所とは，訴えを適法に受理し，事件につき審理し，判決を下すことができる裁判所をいう。 

 

 

第８条（住所等によって定まる管轄） 

 次の各号に掲げる者を被告とする訴えは，それぞれ当該各号に定める地を管轄する始審裁判所に対してする。 

一 自然人 住所地，カンボジア国内に住所地がないとき又は住所地が知れないときは居所地，カンボジア国

内に居所地がないとき又は居所地が知れないときは最後の住所地 

二 内国の法人 主たる事務所又は営業所の所在地，事務所又は営業所がないときは代表者その他の主たる業

務担当者の住所地 

三 外国の法人 カンボジアにおける主たる事務所又は営業所の所在地，カンボジア国内に事務所又は営業所が

ないときはカンボジアにおける代表者その他の主たる業務担当者の住所地 

 

 

第９条（財産等によって定まる管轄） 

 次の各号に掲げる訴えは，訴えは第８条（住所等によって定まる管轄）に定める裁判所のほか，それぞれ当該各号に定める地

を管轄する裁判所に提起することもできる。 

一 債務の履行を請求する訴え 債務を履行すべき地 
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二 手形又は小切手による金銭の支払の請求を目的とす

る訴え 

手形又は小切手の支払地 

三 カンボジア国内に住所がない者又は住所が知れない

者に対する債務の履行を請求する訴え 

請求若しくはその担保の目的又は差し押さえることができ

る被告の財産の所在地 

四 カンボジア国内に事務所若しくは営業所がない法人又

は事務所若しくは営業所が知れない法人に対する債

務の履行を請求する訴え 

請求若しくはその担保の目的又は差し押さえることができ

る被告の財産の所在地 

五 事務所又は営業所を有する者に対する訴えでその事

務所又は営業所における業務に関するもの 

当該事務所又は営業所の所在地 

六 不法行為に関する訴え 不法行為があった地 

七 不動産に関する訴え 不動産の所在地 

八 登記又は登録に関する訴え 登記又は登録をすべき地 

九 相続財産に関する訴え 相続開始の時における被相続人の住所地，又は，カンボ

ジア国内に住所がないとき又は住所が知れないときは居

所，カンボジア国内に居所がないとき又は居所が知れない

ときは最後の住所地 

 

 

第１０条（離婚事件・親子関係事件に関する特別管轄） 

１ 離婚の訴え及び親子関係の存在又は不存在の確認の訴えは，当該訴えに関する身分関係の当事者の住所地又はその死亡

の時の住所地を管轄する始審裁判所の管轄に専属する。 

２ 第１項の住所地がカンボジア国内にないとき又はカンボジア国内における住所地が明らかでないときは，居所地による。居所

地がないとき又は居所地が明らかでないときは，最後の住所地による。 

 

 

第１１条（併合請求における管轄） 

 一つの訴えで異なる裁判所の管轄に属する複数の数個の請求をする場合には，一つの請求についての管轄権を有する裁判

所にその他の請求の訴えを合わせて提起することができる。 

 

 

第１２条（管轄権を有する裁判所の指定） 

 管轄権を有する裁判所が法律上又は事実上裁判権を行うことができないとき，又は管轄区域が明確でないため管轄権を有す

る裁判所が定まらないときは，申立てにより，最高裁判所が決定で，管轄権を有する裁判所を定める。 

 

 

第１３条（管轄の合意） 

１ 管轄権を有する裁判所を定める合意は，第一審に限り，かつ商人又は法人の間でなされたものに限り効力を有する。 

２ 第１項の合意は，一定の法律関係に基づく訴えに関し，かつ，書面でしなければ，その効力を生じない。 

 

 

第１４条（応訴管轄） 

 被告が第一審裁判所において管轄違いの抗弁を提出しないで弁論準備手続期日において本案について申述し，又は口頭弁

論期日において本案について弁論をしたときは，その裁判所は，管轄権を有する。 

 

 

第１５条（法定専属管轄の場合の適用除外） 

 第１３条（管轄の合意）及び第１４条（応訴管轄）の規定は，訴えについて法律に専属管轄の定めがある場合には，適用しない。 

 

 

第１６条（職権証拠調べ） 

 裁判所は，管轄に関する事項について，職権で証拠調べをすることができる。 

 

 

第１７条（管轄の標準時） 

 裁判所の管轄は，訴えの提起の時を標準として定める。 
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第１８条（管轄違いの場合の取扱い） 

１ 裁判所は，訴訟の全部又は一部がその管轄に属しないと認めるときは，申立てにより又は職権で，これを管轄裁判所に移送

する。 

２ 移送の申立ては，期日においてする場合を除き，書面でしなければならない。この申立てをするときは，申立ての理由を明ら

かにしなければならない。 

 

 

第１９条（遅滞を避ける等のための移送） 

１ 第一審裁判所は，訴訟がその管轄に属する場合においても，当事者及び尋問を受けるべき証人の住所，使用すべき検証物

の所在地その他の事情を考慮して，訴訟の著しい遅滞を避け，又は当事者間の衡平を図るため必要があると認めるときは，

申立てにより又は職権で，訴訟の全部又は一部を他の管轄裁判所に移送することができる。 

２ 第１項の申立てがあったときは，裁判所は，相手方の意見を聴いて決定をするものとする。裁判所が，職権により第１項の規

定による移送の決定をするときは，当事者の意見を聴くことができる。 

 

 

第２０条（法定専属管轄の場合の移送の制限） 

 第１９条（遅滞を避ける等のための移送）の規定は，訴訟が法律によりその係属する裁判所の専属管轄に属する場合には，適

用しない。 

 

 

第２１条（抗告） 

 移送の決定及び移送の申立てを却下した決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第２２条（移送の決定の拘束力等） 

１ 確定した移送の決定は，移送を受けた裁判所を拘束する。 

２ 移送を受けた裁判所は，更に事件を他の裁判所に移送することができない。 

３ 移送の決定が確定したときは，訴訟は，初めから移送を受けた裁判所に係属していたものとみなす。 

４ 移送の決定が確定したときは，移送の決定をした裁判所は，移送を受けた裁判所に対し，訴訟記録を送付しなければならな

い。 

 

 

第二節 裁判所の構成 

 
第２３条（第一審における単独制と合議制） 

１ 始審裁判所は，第２項に規定する場合を除き，１人の裁判官でその事件を取り扱う。 

２ 次の事件は，裁判官の合議体でこれを取り扱う。 

 一 訴訟の目的の価額が５００万リエル以上であり，かつ，当事者の人数その他の事情を勘案し，合議体で審理及び裁判をす

ることが適切と認められる事件 

 二 法律において合議体で審理及び裁判をすべきものと定められた事件 

３ 第２項の合議体の裁判官の員数は３人とし，そのうち１人を裁判長とする。 

４ 第２項第１号に基づき，合議体が審理及び裁判をするときは，合議体がその旨の決定をしなければならない。 

 

 

第２４条（合議体における評議） 

１ 合議体でする裁判の評議は，これを公開しない。 

２ 評議は，裁判長がこれを開き，かつ整理する。 

３ 各裁判官は，評議において，その意見を述べなければならない。 

４ 評議の経過並びに各裁判官の意見及びその多少の数については，秘密を守らなければならない。 

 

 

第２５条（合議体における評決） 

１ 裁判は，合議体を構成する裁判官の過半数の意見により決する。 

２ 合議体を構成する裁判官は，それぞれ同等の評決権を有する。 
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第三節 事件の分配及び裁判官等の除斥・忌避 

 
第２６条（事件の分配） 

１ 裁判所における事件の分配及び裁判官に差し支えのあるときの代理順序については，毎年あらかじめ，当該裁判所の所長

の決定により，これを定める。 

２ 事件は，第１項の規定により，自動的に各裁判官に分配しなければならない。 

３ 第１項の規定により定められた事件の分配及び裁判官に差し支えのあるときの代理順序は，一の裁判官の事務が多すぎる

場合，裁判官が退官若しくは転任した場合又は長期にわたる欠勤等のため裁判官に引き続き差し支えのある場合を除いては，

その年度中，これを変更してはならない。この場合の変更は，当該裁判所の所長の決定により，定める。 

 

 

第２７条（裁判官の除斥） 

１ 裁判官は，次に掲げる場合には，その職務の執行から除斥される。 

 一 裁判官又はその配偶者若しくは配偶者であった者が事件の当事者であるとき 

 二 裁判官が当事者と６親等内の血族の関係にあるとき又は３親等内の姻族の関係にあるとき若しくはあったとき 

 三 裁判官が当事者の後見人であるとき 

 四 事件を担当する裁判官が当事者のいずれかとの間で裁判上の争いがあるとき又はあったとき 

 五 裁判官が事件について証人又は鑑定人となったとき 

 六 裁判官が事件について当事者の代理人又は補佐人であるとき又はあったとき 

 七 裁判官が事件について仲裁判断に関与し，不服を申し立てられた裁判又はその前審の裁判に関与し，又は事件について

法的な助言をしたとき 

２ 第１項に規定する除斥の原因があるときは，裁判所は，申立てにより又は職権で，除斥の裁判をする。 

 

 

第２８条（裁判官の忌避） 

１ 裁判官について裁判の公正を妨げるべき事情があるときは，当事者は，その裁判官を忌避することができる。 

２ 当事者は，裁判官の面前において弁論をし，又は弁論準備手続で申述をしたときは，その裁判官を忌避することができない。

ただし，忌避の原因があることを知らなかったとき，又は忌避の原因がその後に生じたときは，この限りでない。 

 

 

第２９条（裁判官の回避） 

 裁判官は，第２７条（裁判官の除斥）第１項又は第２８条（裁判官の忌避）第１項に規定する場合には，所属する裁判所長の許

可を得て，回避することができる。 

 

 

第３０条（除斥又は忌避の裁判） 

１ 裁判官の除斥又は忌避については，その裁判官の所属する裁判所の合議体が，決定で，裁判をする。 

２ 裁判官は，自らの除斥又は忌避についての裁判に関与することができない。ただし，裁判官は，その申立てについての意見を

述べることができる。 

３ 除斥又は忌避の申立ては，書面により，その原因を疎明してしなければならない。 

４ 除斥又は忌避の申立てがあったときは，その申立てについての決定が確定するまで訴訟手続を停止しなければならない。た

だし，証拠保全その他急速を要する行為については，この限りでない。 

５ 除斥又は忌避を正当とする決定に対しては，不服を申し立てることができない。 

６ 除斥又は忌避を正当でないとする決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３１条（書記官への準用） 

 この節の規定は，書記官について準用する。この場合においては，除斥又は忌避の申立てに係る裁判は，書記官の所属する

裁判所がする。 

 

 

第三章 当事者 

第一節 当事者能力及び訴訟能力 

 
第３２条（当事者能力，訴訟能力，訴訟無能力者の法定代理） 

１ 民法その他の法律の規定により権利又は義務の主体となることができる者は，民事訴訟において，原告又は被告となること

ができる。 
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２ 民法その他の法律の規定により独立して行為をする能力を有する者は，自ら原告として訴えを提起し，被告として応訴し，又

はその他必要な訴訟行為をすることができる。 

３ 未成年者及び一般被後見人は，法定代理人によらなければ，有効な訴訟行為をすることができない。ただし，未成年者が独

立して行為をすることができる場合は，この限りでない。 

４ 法定代理人及びその代理権については，民法その他の法律の規定に従う。 

 

 

第３３条（被保佐人及び法定代理人の訴訟行為の特則） 

１ 被保佐人又は法定代理人が相手方の提起した訴え又は上訴について訴訟行為をするには，保佐人又は後見監督人の同意

その他の授権を要しない。 

２ 被保佐人又は法定代理人が次にかかげる訴訟行為をするには，特別の授権がなければならない。 

 一 訴えの取下げ，和解，請求の放棄又は請求の認諾 

 二 控訴又は上告の取下げ 

 

 

第３４条（外国人の訴訟能力の特則） 

 外国人は，その本国法によれば訴訟能力を有しない場合であっても，カンボジア王国の法律によれば訴訟能力を有すべきとき

は，訴訟能力者とみなす。 

 

 

第３５条（訴訟能力等を欠く場合の措置等） 

１ 訴訟能力，法定代理権又は訴訟行為をするのに必要な授権を欠くときは，裁判所は，期間を定めて，その補正を命じなけれ

ばならない。この場合において，遅滞のため損害を生ずるおそれがあるときは，裁判所は，一時訴訟行為をさせることができ

る。 

２ 訴訟能力，法定代理権又は訴訟行為をするのに必要な授権を欠く者がした訴訟行為は，これらを有するに至った当事者又は

法定代理人の追認により，行為の時にさかのぼってその効力を生ずる。 

３ 法定代理権又は訴訟行為をするのに必要な授権は，書面で証明しなければならない。 

 

 

第３６条（特別代理人） 

１ 法定代理人がない場合又は法定代理人が代理権を行うことができない場合において，訴訟能力を有しない者に対し訴訟行為

をしようとする者は，遅滞のため損害を受けるおそれがあることを疎明して，受訴裁判所に特別代理人の選任を申し立てること

ができる。 

２ 裁判所は，いつでも特別代理人を改任することができる。 

３ 特別代理人の選任及び改任の裁判は，特別代理人にも告知しなければならない。 

４ 特別代理人が訴訟行為をするには，後見人と同一の授権がなければならない。 

 

 

第３７条（法定代理権の消滅の通知） 

１ 法定代理権の消滅は，本人又は代理人から相手方に通知しなければ，その効力を生じない。 

２ 法定代理権の消滅の通知をした者は，その旨を裁判所に書面で届け出なければならない。 

 

 

第３８条（法人の代表者への準用） 

 この法律中の法定代理及び法定代理人に関する規定は，法人の代表者について準用する。 

 

 

第二節 共同訴訟 

 
第３９条（共同訴訟の一般的要件） 

 数人の者の間に次のいずれかの事由があるときは，その数人は共同訴訟人として訴え，又は訴えられることができる。 

 一 訴訟の目的である権利又は義務が共通であるとき 

 二 訴訟の目的である権利又は義務が同一の事実上及び法律上の原因に基づくとき 

 三 訴訟の目的である権利又は義務が同種であって，事実上及び法律上同種の原因に基づくとき 
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第４０条（通常共同訴訟における共同訴訟人の地位） 

 共同訴訟人の一人の訴訟行為，共同訴訟人の一人に対する相手方の訴訟行為及び共同訴訟人の一人について生じた事項は，

他の共同訴訟人に影響を及ぼさない。 

 

 

第４１条（必要的共同訴訟における審理の規律） 

１ 訴訟の目的である権利又は義務が共同訴訟人の全員について統一的にのみ確定されるべき場合には，第４０条（通常共同

訴訟における共同訴訟人の地位）の規定にかかわらず，共同訴訟人の一人の訴訟行為は，全員の利益においてのみその効

力を生ずる。 

２ 第１項に規定する場合には，共同訴訟人の一人に対する相手方の訴訟行為は，全員に対してその効力を生ずる。 

３ 第１項に規定する場合において，共同訴訟人の一人について訴訟手続の中断又は中止の原因があるときは，その中断又は

中止は，全員についてその効力を生ずる。 

 

 

第４２条（当事者の選定） 

１ 共同の利益を有する多数の者は，その中から，全員のために原告又は被告となるべき一人又は数人を選定することができ

る。 

２ 訴訟の係属中，第１項の規定により原告又は被告となるべき者を選定したときは，他の当事者は，当然に訴訟から脱退する。 

３ 第１項の規定により原告又は被告となるべき者を選定した者は，その選定を取り消し，又は選定された当事者を変更すること

ができる。 

４ 選定された当事者のうち死亡その他の事由によりその資格を喪失した者があるときは，他の選定された当事者において全員

のために訴訟行為をすることができる。 

 

 

第三節 訴訟参加 

 
第４３条（補助参加） 

 訴訟の結果について法律上の利害関係を有する第三者は，当事者の一方を補助するため，その訴訟に参加することができる。 

 

 

第４４条（補助参加の申出） 

１ 補助参加の申出は，どの訴訟のどの当事者のために参加するか，及び，参加の理由を明らかにして，補助参加により訴訟行

為をすべき裁判所にしなければならない。 

２ 補助参加の申出は，補助参加人としてすることができる訴訟行為とともにすることができる。 

 

 

第４５条（補助参加についての異議等） 

１ 当事者が補助参加について異議を述べたときは，裁判所は，補助参加の許否について，決定で裁判をする。この場合におい

ては，補助参加人は，参加の理由を疎明しなければならない。 

２ 第１項の異議は，当事者がこれを述べないで弁論準備手続において申述をし，又は口頭弁論において弁論をした後は，述べ

ることができない。 

３ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第４６条（補助参加人の訴訟行為） 

１ 補助参加人は，訴訟について，攻撃又は防御の方法の提出，異議の申立て，上訴の提起，再審の訴えの提起その他一切の

訴訟行為をすることができる。ただし，補助参加の時において被参加人がすることのできないものは，この限りでない。 

２ 補助参加人の訴訟行為は，被参加人の訴訟行為と抵触するときは，その効力を有しない。 

３ 補助参加人は，補助参加について異議があった場合においても，補助参加を許さない旨の裁判が確定するまでの間は，訴訟

行為をすることができる。 

４ 補助参加人の訴訟行為は，補助参加を許さない旨の裁判が確定した場合においても，当事者が援用したときは，その効力を

有する。 

 

 

第４７条（補助参加人に対する裁判の効力） 

 補助参加のあった訴訟において被参加人に対して不利な判決が確定したときは，次に掲げる場合を除き，補助参加人は，被参

加人との関係において，その判決の判断に拘束される。 
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 一 第４６条（補助参加人の訴訟行為）第１項第２文の規定により補助参加人が訴訟行為をすることができなかったとき。 

 二 第４６条（補助参加人の訴訟行為）第２項の規定により補助参加人の訴訟行為が効力を有しなかったとき。 

 三 被参加人が補助参加人の訴訟行為を妨げたとき。 

 四 被参加人が補助参加人のすることができない訴訟行為を故意又は過失によってしなかったとき。 

 

 

第４８条（共同訴訟的補助参加） 

１ 判決が補助参加人と被参加人の相手方との間で確定力を有するときは，補助参加人の訴訟上の地位は，第４１条（必要的共

同訴訟における審理の規律）における共同訴訟人のそれに準ずる。 

２ 第１項の場合，第４６条（補助参加人の訴訟行為）第２項並びに第４７条（補助参加人に対する裁判の効力）第二号及び第三

号は適用しない。 

 

 

第４９条（共同訴訟参加） 

１ 訴訟の目的である権利又は義務が当事者の一方及び第三者について統一的にのみ確定されるべき場合には，その第三者

は，共同訴訟人としてその訴訟に参加することができる。 

２ 第４４条（補助参加の申出）の規定は，第１項の規定による参加の申出について準用する。 

３ 第１項の規定による参加の申出は，書面でしなければならない。 

４ 第３項の書面は，他の共同訴訟人及び相手方に送達しなければならない。 

 

 

第５０条（訴訟告知） 

１ 当事者は，訴訟の係属中，参加することができる第三者にその訴訟の告知をすることができる。 

２ 訴訟告知は，その理由及び訴訟の進行の程度を記載した書面を裁判所に提出してしなければならない。裁判所は，訴訟告知

を受けるべき者及び訴訟の相手方に，この書面を送達しなければならない。 

３ 訴訟告知を受けた者が参加しなかった場合においても，第４７条（補助参加人に対する裁判の効力）の規定の適用については，

参加することができた時に参加したものとみなす。 

 

 

第５１条（原告・被告を共同被告とする訴え） 

１ 他人間の訴訟の目的である権利の全部又は一部が自己のものであることを主張する第三者は，その訴訟の係属中，当事者

双方を共同被告として，その訴訟の第一審の受訴裁判所に訴えを提起することができる。 

２ 第１項の規定による訴えの提起があった場合において，他人間の訴訟が第一審に係属中であるときは，受訴裁判所は両事

件を併合することができる。 

 

 

第四節 任意代理人及び補佐人 

 
第５２条（任意代理人による訴訟行為） 

１ 当事者は，訴訟に関する一切の行為を自ら行うか，又は，自らが選任した任意代理人を通じて行うことができる。 

２ 当事者は，任意代理人を選任した場合であっても，代理人とともに法廷に同席し，自ら口頭で弁論を行うことができる。 

３ 任意代理人が行った訴訟行為は，当事者本人が行った場合と同一の効果を生ずる。ただし，事実の自白その他の事実に関

する陳述は，当事者がただちに取消し又は訂正したときは，その効力を生じない。 

 

 

第５３条（任意代理人の資格） 

１ 第５２条（任意代理人による訴訟行為）に規定する任意代理人は，次の各号に掲げる場合を除き，弁護士でなければならな

い。 

 一 本法又はその他の法律により，弁護士以外の第三者が当事者に代わって訴訟行為を行うことが認められている場合 

 二 当事者が国，行政庁又はその他の国家機関である場合において，その機関又は機関の代表者がその機関の職員を代理

人として指定した場合 

 三 訴訟の目的の価額が１００万リエル未満の事件において，裁判所が弁護士以外の特定の第三者による代理を許可した場

合 

２ 任意代理人の権限は，書面をもって証明しなければならない。 

３ 裁判所は，第１項第三号の許可を，いつでも取り消すことができる。 
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第５４条（任意代理人の権限） 

１ 任意代理人は，委任を受けた事件について，訴えの提起，応訴，反訴，訴訟参加，上訴，和解，請求の放棄及び認諾を含め，

一切の訴訟行為を行う権限を有する。 

２ 訴訟のために付与された代理権は，保全処分，強制執行，復代理人の選任及び弁済の受領の権限を含む。 

３ 任意代理人が弁護士であるときは，当事者は，反訴の提起，訴えの取下げ，和解，請求の放棄，請求の認諾，訴訟脱退，上

訴及びその取下げ並びに復代理人の選任に関わる場合を除き，代理権の範囲を制限することができない。 

４ 任意代理人が弁護士でないときは，当事者は，個別に定めた訴訟行為についてだけ代理させることもできる。 

５ 前４項の規定は，法律により当事者に代わって訴訟行為を行うことが認められている代理人には適用しない。 

 

 

第５５条（任意代理権が消滅しない場合） 

 任意代理人の権限は，当事者の死亡若しくは訴訟能力の喪失又は法定代理人の交替等の事由があった場合でも，消滅しな

い。 

 

 

第５６条（任意代理権の消滅事由） 

１ 任意代理人の権限は，代理人の死亡，資格の喪失又は委任事務の終了等の事由により消滅する。 

２ 当事者はいつでも任意代理人を解任することができ，任意代理人はいつでも辞任することができる。 

３ 任意代理人の権限の消滅は，本人又は代理人から相手方に通知しなければ，その効力を生じない。 

 

 

第５７条（代理権を欠く場合の措置） 

１ 任意代理権を欠く疑いがあるときは，訴訟のいかなる段階であるかを問わず，裁判所は職権で代理権の有無を調査しなけれ

ばならない。 

２ 任意代理権を欠くときは，裁判所は，期間を定めて，その補正をうながさなければならない。この場合において，裁判所は，一

時的に訴訟行為をさせることができる。 

３ 任意代理権を欠く者がした訴訟行為は，当事者の追認により行為の時にさかのぼって効力を有する。 

 

 

第５８条（補佐人） 

１ 当事者又は任意代理人は，訴訟関係を明瞭にするために必要があるときは，裁判所の許可を得て，補佐人とともに出廷する

ことができる。 

２ 第１項の許可は，いつでも取り消すことができる。 

３ 補佐人の陳述は，当事者又は任意代理人がただちに取消し又は訂正しないときは，当事者又は任意代理人が自らしたものと

みなす。 

 

 

第四章 訴訟費用 

 

第一節 訴訟費用の意義及び種類 

 
第５９条（当事者その他の者が負担すべき民事訴訟の費用の範囲及び額） 

 当事者又はその他の者が，第６４条（負担割合及び費用償還）の規定に従い，第６１条（申立て手数料）及び第６２条（手数料以

外の裁判費用）が定める裁判費用並びに第６３条（当事者費用）が定める当事者費用を負担する。 

 

 

第６０条（訴訟の目的の価額の算定，併合請求の場合の価額の算定） 

１ 訴訟の目的の価額は，訴えで主張する利益によって算定する。一つの訴えで数個の請求をする場合には，その価額を合算し

たものを訴訟の目的の価額とする。ただし，その訴えで主張する利益が各請求について共通である場合におけるその各請求

については，この限りでない。 

２ 果実，損害賠償，違約金又は費用の請求が訴訟の附帯の目的であるときは，その価額は，訴訟の目的の価額に算入しない。 

３ 第１項の価額を算定することが困難である場合には，裁判所が合理的な裁量により定める。これを算定することができないと

きは，その価額は５５０万リエルとみなす。 

 

 

第６１条（申立て手数料） 

１ 訴えの提起をする場合には，以下の各号の定めるところにより訴訟の目的の価額に応じて算出した額の手数料を裁判所に納
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めなければならない。 

 一 訴訟の目的の価額が１０００万リエルまでの部分について，その価額１０万リエルまでごとに１０００リエル 

 二 訴訟の目的の価額が１０００万リエルを超え１億リエルまでの部分について，その価額１０万リエルまでごとに７００リエル 

 三 訴訟の目的の価額が１億リエルを超え１０億リエルまでの部分について，その価額１０万リエルまでごとに３００リエル 

 四 訴訟の目的の価額が１０億リエルを超える部分について，その価額１０万リエルまでごとに１００リエル 

２ 第１項において手数料の額の算出の基礎とされている訴訟の目的の価額は，第６０条（訴訟の目的の価額の算定，併合請求

の場合の価額の算定）の規定により算定する。 

３ 控訴の提起をする場合には，第１項及び第２項により算出した額の１．５倍の額の手数料を，上告の提起をする場合には，そ

の２倍の額の手数料を裁判所に納めなければならない。 

４ 再審の訴えの提起をする場合には，１万リエルを裁判所に納めなければならない。 

５ 督促決定の発付を求める申立てをする場合には，請求の目的の価額に応じ，第１項により算出して得た額の２分の１の額の

手数料を裁判所に納めなければならない。第３２７条（仮執行の宣言前になされた督促異議の申立ての効果）第２項又は第３３

１条（仮執行の宣言後になされた督促異議の申立てによる訴訟への移行）の規定により，訴えの提起があったものとみなされ

たときは，督促決定の発付を求める申立てをした者は，第１項により算出して得た手数料の額から督促決定の発付を求める申

立てについて納めた手数料の額を控除した額を納めなければならない。 

６ 第１項及び第３項から第５項に定めるものの他，裁判所の裁判を求める申立てをする場合には，５０００リエルを裁判所に納め

なければならない。 

７ 手数料は裁判所窓口において現金で納める。申立ての際に手数料の納付がない申立ては，不適法な申立てとする。 

８ 次に掲げる場合には，納付した者の申立てにより，各号に定める手数料を還付する。 

一 手数料が過大に納められた場合 過大に納められた手数料 

二 口頭弁論前に和解が成立した場合，最初の口頭弁論期日の終了前

に訴えが取り下げられた場合及び口頭弁論を経ない却下の裁判が

確定した場合 

納められた手数料の半額 

 

 

第６２条（手数料以外の裁判費用） 

１ 次に掲げるもののうち裁判所が定める金額は，費用として，当事者又は事件の関係人が納めるものとする。 

 一 裁判所が証拠調べ，書類の送達その他の民事訴訟における手続上の行為をするため必要な金額 

 二 証拠調べ又は事実の調査その他の行為を裁判所外でする場合に必要な裁判官及び書記官の旅費及び宿泊料に相当する

金額 

２ 第１項の費用を納めるべき当事者又は事件の関係人は，申立てによつてする行為に係る費用についてはその申立人とし，職

権でする行為に係る費用については裁判所が定める者とする。 

３ 第１項の費用を要する行為については，裁判所は，当事者又は事件の関係人にその額を予納させなければならない。 

４ 裁判所は，第３項の規定により予納を命じた場合においてその予納がないときは，当該費用を要する行為を行なわないことが

できる。 

５ 第１項の費用で予納のないものは，裁判所の決定にもとづき，第６４条（負担割合及び費用償還）により費用を負担すべき者

から取り立てることができる。 

 

 

第６３条（当事者費用） 

 第６１条（申立て手数料）及び第６２条（手数料以外の裁判費用）に定めるものの他，以下の各号に定めるもののうち裁判所が

事案の性質や当事者の資力等を考慮して相当と定める金額を訴訟費用とする。 

 一 訴状その他の申立書，準備書面等の書類の書記料及び裁判所に対する提出費用 

 二 当事者及び代理人が期日に出頭するための旅費，日当及び宿泊料 

 三 その他訴訟追行のために必要であると裁判所が認めた費用 

 

 

 

第二節 訴訟費用の負担 

 
第６４条（負担割合及び費用償還） 

１ 訴訟費用は，敗訴の当事者の負担とする。一部敗訴の場合における各当事者の訴訟費用の負担は，裁判所が，その裁量で

定める。 

２ 第１項にかかわらず，裁判所は，事情により，攻撃又は防御のために不要な訴訟行為をし，又は訴訟を遅滞させた勝訴の当

事者に訴訟費用の全部又は一部を負担させることができる。 

３ 共同訴訟人は，等しい割合で訴訟費用を負担する。ただし，裁判所は，事情により，共同訴訟人に連帯して訴訟費用を負担さ

せ，又は攻撃又は防御のために不要な訴訟行為をした当事者により多く訴訟費用を負担させることができる。 
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４ 法定代理人，任意代理人又は書記官が故意又は重大な過失によって無益な訴訟費用を生じさせたときは，受訴裁判所は，

申立てにより又は職権で，決定で，これらの者に対し，その費用額の償還を命ずることができる。 

５ 第４項の規定による決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第６５条（訴訟費用の負担の裁判） 

１ 裁判所は，事件を完結する裁判において，職権で，その審級における訴訟費用の全部について，その負担の裁判をしなけれ

ばならない。 

２ 上級の裁判所が本案の裁判を変更する場合には，訴訟の総費用について，その負担の裁判をしなければならない。事件の

差戻し又は移送を受けた裁判所がその事件を完結する裁判をする場合も，同様とする。 

３ 訴訟が裁判によらないで完結したときは，申立てにより，第一審裁判所は決定で訴訟費用の負担を命ずる。ただし和解の場

合には，当事者の定めに従い，定めがない場合には費用は各自が負担する。 

 

 

第６６条（訴訟費用額の確定手続） 

１ 訴訟費用の負担の額は，その負担の裁判が執行力を生じた後に，申立てにより，第一審裁判所の書記官が定める。 

２ 第１項の場合において，当事者双方が訴訟費用を負担するときは，各当事者の負担すべき費用は，その対当額について相殺

があったものとみなす。 

３ 第１項の申立てに関する処分は，相当と認める方法で告知することによって，その効力を生ずる。 

４ 第３項の処分に対する異議の申立ては，その告知を受けた日から一週間内にしなければならない。裁判所は，異議の申立て

を理由があると認める場合においては，自ら訴訟費用の負担の額を定めなければならない。 

５ 第４項の期間は，伸長することができない。 

 

 

第三節 訴訟費用の担保 

 
第６７条（担保の提供を命ずる決定） 

１ 原告がカンボジア国内に住所，事務所及び営業所を有しないときは，裁判所は，被告の申立てにより，決定で，訴訟費用の担

保を立てるべきことを原告に命じなければならない。その担保に不足を生じたときも，同様とする。 

２ 被告は，担保を立てるべき事由があることを知った後に弁論準備手続期日において本案について申述し，又は口頭弁論期日

において本案について弁論をしたときは，第一項の申立てをすることができない。 

３ 第一項の申立てをした被告は，原告が担保を立てるまで応訴を拒むことができる。 

４ 裁判所は，第一項の決定において，担保の額及び担保を立てるべき期間を定めなければならない。 

５ 担保の額は，被告が全審級において支出すべき訴訟費用の総額を標準として定める。 

６ 第一項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第６８条（担保不提供の効果） 

原告が担保を立てるべき期間内にこれを立てないときは，裁判所は，口頭弁論を経ないで，判決で，訴えを却下することができ

る。ただし，判決前に担保を立てたときは，この限りでない。 

 

 

第四節 訴訟上の救助 

 
第６９条（救助の付与） 

１ 訴訟の準備及び追行に必要な費用を支払う資力がない者又はその支払により生活に著しい支障を生ずる者に対しては，裁

判所は，申立てにより，訴訟上の救助の決定をすることができる。ただし，勝訴の見込みがないことが明らかであるときを除く。 

２ 訴訟上の救助の決定は，審級ごとにする。 

３ 訴訟上の救助の事由は，疎明しなければならない。 

 

 

第７０条（救助の内容） 

１ 訴訟上の救助の決定は，その定めるところに従い以下の各号の効力を有する。 

 一 裁判費用の支払いの猶予 

 二 裁判費用の支払いの免除。ただし猶予の効力が消滅した時点で，裁判所が，当事者の資力等を考慮して相当と認める場

合に限る。 

２ 訴訟上の救助の決定は，これを受けた者のためにのみその効力を有する。 
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３ 訴訟上の救助の決定を受けた者が第６９条（救助の付与）に規定する要件を欠くことが判明し，又はこれを欠くに至ったときは，

訴訟記録の存する裁判所は，利害関係人の申立てにより又は職権で，決定により，いつでも訴訟上の救助の決定を取り消し，

猶予又は免除した費用の支払を命ずることができる。 

４ 第６９条（救助の付与）及び本条に規定する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

 

第五章 訴訟上の担保 

 
第７１条（担保の提供方法及び担保の変換） 

１ 担保を立てるには，供託所に金銭又は裁判所が相当と認める有価証券を供託する方法，裁判所に金銭又は裁判所が相当と

認める有価証券を寄託する方法その他別に定める方法によらなければならない。 

２ 裁判所は，担保を立てた者の申立てにより，決定で，その担保の変換を命ずることができる。ただし，その担保を契約によって

他の担保に変換することを妨げない。 

 

 

第７２条（担保の提供を受けた者の権利） 

その者の利益のために担保の提供を受けた者は，被担保債権の弁済のために，第７１条（担保の提供方法及び担保の変換）

の規定により供託又は寄託した金銭又は有価証券について，他の債権者に先立ち弁済を受ける権利を有する。 

 

 

第７３条（担保の取消し） 

１ 本条において「担保権利者」とは，その者の利益のために担保の提供を受けた者をいう。 

２ 担保を立てた者が担保の事由が消滅したことを証明したときは，裁判所は，申立てにより，担保の取消しの決定をしなければ

ならない。 

３ 担保を立てた者が担保の取消しについて担保権利者の同意を得たことを証明したときも，第２項と同様とする。 

４ 担保権利者がその権利を行使できる事由が発生した後，裁判所が，担保を立てた者の申立てにより，担保権利者に対し，２

週間内にその権利を行使すべき旨を催告し，担保権利者がその行使をしないときは，担保の取消しについて担保権利者の同

意があったものとみなす。 

５ 第２項及び第３項の規定による決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第二編 第一審の訴訟手続 

第一章 訴え 

 
第７４条（訴えの利益） 

 訴えは，具体的な法律上の争いを対象とし，かつ判決によってその争いが解決される場合に提起することができる。 

 

 

第７５条（訴え提起の方式・訴状の記載事項） 

１ 訴えの提起は，訴状を裁判所に提出してしなければならない。 

２ 訴状には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 二 求める判決及び請求を特定するのに必要な事実 

３ 原告は，訴状に，第２項２号に掲げる事項のほか，請求を理由づける事実を具体的に記載し，かつ，立証を要する事由ごとに，

当該事実に関連する事実で重要なもの及び証拠を記載するよう努めなければならない。 

４ 攻撃又は防御の方法を記載した訴状は，準備書面を兼ねる。 

 

 

第７６条（将来の給付の訴え） 

 将来の給付を求める訴えは，あらかじめその請求をする必要がある場合に限り，提起することができる。 

 

 

第７７条（請求の併合） 

 数個の請求は，同種の手続による場合に限り，一つの訴えですることができる。 
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第７８条（訴状審査） 

１ 訴状が第７５条（訴え提起の方式・訴状の記載事項）第２項の規定に違反する場合には，裁判所は，相当の期間を定め，その

期間内に不備を補正すべきことを命じなければならない。第６１条（申立て手数料）の規定に従い納付すべき訴えの提起の手

数料を納付しない場合も，同様とする。 

２ 第１項の場合において，原告が不備を補正しないときは，裁判所は，決定で，訴状を却下しなければならない。 

３ 第２項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第７９条（訴状の送達） 

１ 訴状は，被告に送達しなければならない。 

２ 第７８条（訴状審査）の規定は，訴状の送達をすることができない場合について準用する。原告が訴状の送達に必要な費用を

予納しない場合も同様とする。 

 

 

第８０条（最初の弁論準備手続期日の指定） 

１ 訴えが提起されたときは，裁判所は，速やかに弁論準備手続の期日を指定し，当事者を呼び出さなければならない。 

２ 第１項の期日は，特別の事由がある場合を除き，訴えが提起された日から３０日以内の日に指定しなければならない。 

 

 

第８１条（口頭弁論を経ない訴えの却下） 

 訴えが不適法でその不備を補正することができないときは，裁判所は，口頭弁論を経ないで，判決で，訴えを却下することがで

きる。 

 

 

第８２条（呼出費用の予納がない場合の訴えの却下） 

１ 裁判所は，この法律の規定に従い当事者に対する期日の呼出しに必要な費用の予納を相当の期間を定めて原告に命じた場

合において，その予納がないときは，被告に異議がない場合に限り，決定で，訴えを却下することができる。 

２ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第８３条（重複する訴えの提起の禁止） 

 裁判所に係属する事件については，当事者は，更に訴えを提起することができない。 

 

 

第８４条（訴えの変更） 

１ 原告は，請求の基礎に変更がない限り，口頭弁論の終結に至るまで，訴えを変更することができる。ただし，これにより著しく

訴訟手続を遅滞させることとなるときは，この限りでない。 

２ 訴えの変更は，書面でしなければならない。 

３ 第２項の書面は，相手方に送達しなければならない。 

４ 裁判所は，訴えの変更を不当であると認めるときは，申立てにより又は職権で，その変更を許さない旨の決定をしなければな

らない。 

 

 

第８５条（中間確認の訴え） 

１ 裁判が訴訟の進行中に争いとなっている法律関係の成立又は不成立に係るときは，原告は請求の拡張により，また被告は反

訴の提起によって，裁判所が判決においてその争いとなっている法律関係の成立又は不成立を確認するよう求めることができ

る。ただし，その確認の請求が法律により他の裁判所の専属管轄に属するときは，この限りでない。 

２ 第８４条（訴えの変更）第２項及び第３項の規定は，第１項の規定による請求の拡張について準用する。 

 

 

第８６条（反訴） 

１ 被告は，本訴の目的である請求又は防御の方法と関連する請求を目的とする場合に限り，口頭弁論の終結に至るまで，本訴

の係属する裁判所に反訴を提起することかできる。ただし，反訴の目的である請求が法律により他の裁判所の専属管轄に属

するとき，又は反訴の提起により著しく訴訟手続を遅滞させることとなるときは，この限りでない。 

２ 反訴については，訴えに関する規定による。 
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第８７条（時効中断等の効力発生の時期） 

 時効の中断又は法律上の期間の遵守のために必要な裁判上の請求は，訴えを提起した時，第８４条（訴えの変更）第２項又は

第８５条（中間確認の訴え）第２項において準用する第８４条（訴えの変更）第２項の書面を裁判所に提出した時に，その効力を生

ずる。 

 

 

第８８条（係争物の譲渡等） 

１ 当事者は，訴訟の係属後においても，係争中の物又は訴訟の目的である権利若しくは義務を譲渡又は移転することを妨げら

れない。 

２ 第１項の譲渡又は移転は，訴訟に影響を及ぼさない。第１項の譲渡又は移転をした者は，その後も当事者としての地位を有

する。 

３ 第１項の譲渡又は移転を受けた者が補助参加人となるときは，第４８条（共同訴訟的補助参加）の規定を適用する。 

 

 

第二章 口頭弁論及びその準備 

第一節 通則 

 
第８９条（裁判長による訴訟指揮） 

１ 弁論準備手続及び口頭弁論は，裁判長が指揮する。 

２ 裁判長は，発言を許し，又はその命令に従わない者の発言を禁ずることができる。 

 

 

第９０条（釈明権等） 

１ 裁判所は，当該訴訟に関する事実上及び法律上の事項を明瞭にするため，弁論準備手続又は口頭弁論の期日において，それらの事項

に関し，当事者に対して問いを発し，又は主張若しくは立証を促すことができる。 

２ 当事者は，弁論準備手続又は口頭弁論の期日において，相手方に対して必要な問いを発するように，裁判所に求めることができる。 

３ 裁判所は，期日外において，釈明の必要があると認める事項を指示して，次回期日における釈明を準備するよう，当事者に命ずることが

できる。 

 

 

第９１条（訴訟指揮等に対する異議） 

 当事者が，弁論準備手続若しくは口頭弁論の指揮又は第９０条（釈明権等）第１項の規定による裁判所の処置に対し，異議を述べた

ときは，裁判所は，決定で，その異議について裁判をする。 

 

 

第９２条（当事者の調査義務） 

 当事者は，訴訟において主張及び立証を尽くすため，あらかじめ，証人その他の証拠について事実関係を詳細に調査しなければな

らない。 

 

 

第９３条（攻撃防御方法の提出時期） 

 攻撃又は防御の方法は，訴訟の進行状況に応じ適切な時期に提出しなければならない。 

 

 

第９４条（時機に後れた攻撃防御方法の却下） 

１ 当事者が故意又は重大な過失により時機に後れて提出した攻撃又は防御の方法については，これにより訴訟の完結を遅延させる

こととなると認めたときは，裁判所は，申立てにより又は職権で，却下の決定をすることができる。 

２ 攻撃又は防御の方法でその趣旨が明瞭でないものについて当事者が必要な釈明をせず，又は釈明をすべき期日に出頭しないとき

も，第１項と同様とする。 

 

 

第９５条（判決の基礎にすることのできる事実） 

 裁判所は，いずれの当事者も主張しない事実を，判決の基礎に採用することができない。 

第９６条（自白の擬制） 

１ 当事者が弁論準備手続及び口頭弁論において相手方の主張した事実を争う意思を明らかにしない場合は，その事実を自白

したものとみなす。ただし，審理の経緯及び内容を勘案し，当事者がその事実を争ったものと裁判所が認めるときは，この限り
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でない。 

２ 当事者が相手方の主張した事実を知らない旨の陳述をしたときは，その事実を争ったものと推定する。 

 

 

第９７条（和解の試み） 

 裁判所は，訴訟がいかなる段階にあるかを問わず，和解を試みることができる。 

 

 

第９８条（訴訟手続に関する異議権の喪失） 

１ 相手方又は裁判所が訴訟手続に関する規定に違反する訴訟行為をしたときは，当事者は，これについて裁判所に異議を述べ，無効を主

張することができる。 

２ 当事者が第１項に規定する違法を知り，又は知ることができた場合において，遅滞なく異議を述べないときは，これを述べる権利を失う。

ただし，放棄することができないものについては， 

この限りでない。 

 

 

第９９条（事件の分離・併合） 

１ 裁判所は，決定で，事件の分離若しくは併合を命じ，又はその決定を取り消すことができる。 

２ 裁判所は，口頭弁論において当事者を異にする事件の併合を命じた場合において，その前に尋問された証人について，尋問の機会

がなかった当事者が尋問の申出をしたときは，その尋問をしなければならない。 

 

 

第１００条（通訳人の立会い等） 

１ 民事訴訟の手続に関与する者が，クメール語に通じないとき，又は耳が聞こえない者若しくは口がきけない者であるときは，

裁判所は，資格を有する通訳人を立ち会わせる。ただし，耳が聞こえない者又は口がきけない者には，文字で問い，又は陳述

をさせることができる。 

２ 通訳人については，その性質に反しない限り，鑑定人に関する規定を準用する。 

 

 

第二節 準備書面 

 
第１０１条（準備書面） 

１ 裁判所は，弁論準備手続及び口頭弁論において，当事者に準備書面を提出させることができる。 

２ 準備書面には，攻撃又は防御の方法，及び，相手方の攻撃又は防御の方法に対する陳述を記載する。 

３ 被告が最初に提出する準備書面には，訴状に記載された判決の要求に対する答弁，並びに，訴状に記載された事実に対す

る認否及び抗弁事実等を記載する。 

 

 

第１０２条（準備書面等の提出期間） 

 裁判所は，被告の最初の準備書面若しくは特定の事項に関する主張を記載した準備書面の提出又は特定の事項に関する証

拠の申出をすべき期間を定めることができる。 

 

 

第三節 弁論準備手続 

 
第１０３条（弁論準備手続の目的） 

 弁論準備手続においては，裁判所は，当事者の主張を整理し，事件の争点を明らかにし，かつ，争点に関する証拠を整理して，口頭

弁論における集中的な審理が可能になるように努めなければならない。 

 

 

第１０４条（弁論準備手続における和解の試み） 

 弁論準備手続においては，裁判所は，相当でないと認める場合を除き，まず和解を試みなければならない。 

 

第１０５条（弁論準備手続の期日） 

１ 弁論準備手続は，当事者双方が立ち会うことのできる期日において行わなければならない。 

２ 弁論準備手続の期日は，公開することを要しない。但し，裁判所は，相当と認める者の傍聴を許すことができる。 
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第１０６条（弁論準備手続における訴訟行為等） 

 裁判所は，弁論準備手続の期日において，証拠の申出に関する決定その他口頭弁論の期日外においてすることができる決定

をすることができ，また，争点及び証拠の整理を行うのに必要な限度で，文書の証拠調べをすることができる。 

 

 

第１０７条（証明すべき事実の確認等） 

 裁判所は，争点及び証拠の整理が完了して弁論準備手続を終了するときは，その後の証拠調べにより証明すべき事実を当事

者との間で確認するものとする。 

 

 

第１０８条（弁論準備手続の終結の効果） 

 弁論準備手続の終結後は，新たな攻撃防御方法を提出することはできない。ただし，裁判所が職権で調査すべき事項に関する

ものである場合，訴訟手続を著しく遅滞させない場合又は当事者が重大な過失なくして手続の終結前に提出することができなか

ったことを疎明した場合は，この限りでない。 

 

 

第１０９条（弁論準備手続調書） 

 裁判所は，弁論準備手続について，期日ごとに，書記官に調書を作成させなければならない。 

 

 

第１１０条（弁論準備手続調書の形式的記載事項） 

１ 弁論準備手続の調書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 事件の表示 

 二 裁判官及び書記官の氏名 

 三 出頭した当事者，代理人，補佐人及び通訳人の氏名 

 四 日時及び場所 

２ 第１項の調書には，裁判長及び書記官が署名しなければならない。 

 

 

第１１１条（弁論準備手続調書の実質的記載事項） 

 弁論準備手続の調書には，期日になされた事柄の要領を記載し，特に，次に掲げる事項を明確にしなければならない。 

 一 原告による判決の要求及びこれに対する被告の答弁 

 二 主張事実の要旨及び証拠の申出 

 三 相手方の事実の主張に対する認否及び文書の成立の真正についての認否 

 四 訴えの取下げ，和解，請求の放棄及び請求の認諾 

 五 裁判所が記載を命じた事項及び当事者の請求により記載を許した事項 

 六 当該期日において書面を作成しないでした裁判 

 

 

第１１２条（弁論準備手続調書の記載についての異議等） 

１ 弁論準備手続の調書の記載内容について当事者その他の関係人が異議を述べたときは，調書にその旨を記載しなければならな

い。 

２ 弁論準備手続の方式に関する規定の遵守は，弁論準備手続の調書によってのみ証明することができる。ただし，調書が滅失

したときは，この限りでない。 

 

 

第四節 口頭弁論 

 
第１１３条（口頭弁論期日の指定） 

 弁論準備手続を終了するときは，裁判所は，口頭弁論期日を指定し，当事者を呼び出さなければならない。 

 

 

第１１４条（口頭弁論の必要性） 

１ 裁判所は，訴えについて判決をするには，口頭弁論を経なければならない。ただし，決定で裁判すべき事件又は事項については，裁

判所が口頭弁論をすべきか否かを定める。 

２ 第１項ただし書の規定により口頭弁論をしない場合には，裁判所は当事者を審尋することができる。 
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３ 第１項及び第２項の規定は，法律に特別の定めがある場合には，適用しない。 

 

 

第１１５条（口頭弁論） 

１ 口頭弁論は，当事者双方が立ち会うことのできる期日において行わなければならない。 

２ 口頭弁論は，公開の法廷で行わなければならない。ただし，公開することが公の秩序を害するおそれがあるとき，又は法律に

特別の定めがあるときは，この限りではない。 

 

 

第１１６条（弁論準備手続の結果の陳述及び弁論） 

１ 当事者は，口頭弁論において，弁論準備手続の結果を陳述しなければならない。 

２ 第１項の陳述は，口頭弁論におけるその後の証拠調べによって証明すべき事実を明らかにしてしなければならない。 

３ 当事者は，口頭弁論において，さらに，事実を主張し，証拠を提出することができる。ただし，それが第１０８条（弁論準備手続の終結

の効果）に違反するときは，この限りではない。 

４ 口頭弁論期日において証拠調べ等をした結果，特に必要と認めるときは，裁判所は，決定で，弁論準備手続を再開することができる。 

５ 裁判所は，口頭弁論を終結する前に，各当事者に最終弁論をすることを許すことができる。 

 

 

第１１７条（口頭弁論調書） 

１ 裁判所は，口頭弁論について，期日ごとに，書記官に調書を作成させなければならない。 

２ 第１１２条（弁論準備手続調書の記載についての異議等）の規定は，口頭弁論調書に準用する。 

 

 

第１１８条（口頭弁論調書の形式的記載事項） 

１ 口頭弁論の調書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 事件の表示 

 二 裁判官及び書記官の氏名 

 三 立ち会った検察官の氏名 

 四 出頭した当事者，代理人，補佐人及び通訳人の氏名 

 五 弁論の日時及び場所 

 六 弁論を公開したこと又は公開しなかったときはその旨及びその理由 

２ 第１項の調書には，裁判長及び書記官が署名しなければならない。 

 

 

第１１９条（口頭弁論調書の実質的記載事項） 

１ 口頭弁論の調書には，弁論の要領を記載し，特に，次に掲げる事項を明確にしなければならない。 

 一 訴えの取下げ，和解，請求の放棄，請求の認諾及び自白 

 二 証人，当事者本人及び鑑定人の陳述 

 三 証人，当事者本人及び鑑定人の宣誓の有無並びに証人及び鑑定人に宣誓をさせなかった理由 

 四 検証の結果 

 五 裁判所が記載を命じた事項及び当事者の請求により記載を許した事項 

 六 書面を作成しないでした裁判 

 七 裁判の言渡し 

２ 第１項の規定にかかわらず，訴訟が裁判によらないで完結した場合には，裁判所の許可を得て，証人，当事者本人及び鑑定

人の陳述並びに検証の結果の記載を省略することができる。ただし，当事者が訴訟の完結を知った日から１週間以内にその

記載をすべき旨の申出をしたときは，この限りでない。 

 

 

第１２０条（調書の記載に代わる録音テープ等への記録） 

１ 書記官は，第１１９条（口頭弁論調書の実質的記載事項）第１項の規定にかかわらず，裁判所の許可があったときは，証人，当事者

本人又は鑑定人の陳述を録音テープ又はビデオテープに記録し，これをもって調書の記載に代えることができる。この場合において，

当事者は，裁判所が許可をする際に，意見を述べることができる。 

２ 第１項の場合において，訴訟が完結するまでに当事者の申出があったときは，証人，当事者本人又は鑑定人の陳述を記載し

た書面を作成しなければならない。訴訟が上訴審に係属中である場合において，上訴裁判所が必要があると認めたときも，同

様とする。 
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第１２１条（書面等の引用添付） 

 口頭弁論の調書には，書面，写真，録音テープ，ビデオテープその他裁判所において適当と認めるものを引用し，訴訟記録に

添付して調書の一部とすることができる。 

 

 

第１２２条（法廷における写真の撮影等の制限） 

 法廷における写真の撮影，速記，録音，録画又は放送は，裁判所の許可を得なければすることができない。 

 

 

第三章 証拠 

第一節 通則 

 
第１２３条（証拠裁判主義） 

１ 裁判所は，証拠に基づいて事実を認定しなければならない。ただし，口頭弁論のときに顕れたすべての事情を斟酌することが

できる。 

２ 裁判所において当事者が自白した事実及び裁判所にその存在が顕著な事実は，証拠に基づいて認定することを要しない。 

３ 当事者は，以下に掲げる場合には，自白を撤回することができる。 

 一 相手方の異議がないとき 

 二 自白が真実に反し，かつ，錯誤に基づくとき 

 三 自白が他人の犯罪行為によってもたらされたとき 

 

 

第１２４条（証拠調べ） 

１ 証拠調べは，当事者の証拠の申出により，行う。 

２ 裁判所は，当事者の申し出た証拠によって事実についての主張を真実と認めるべきか否かを判断することができないときそ

の他必要があると認めるときは，職権で，証拠調べを行うことができる。 

 

 

第１２５条（証拠の申出） 

１ 証拠の申出をする当事者は，証明すべき事実を特定しなければならない。 

２ 証拠の申出をする当事者は，証明すべき事実及びこれと証拠との関係を具体的に明示するよう努めなければならない。 

３ 証拠の申出は，弁論準備手続の期日又は口頭弁論期日の前においてもすることができる。 

４ 証人及び当事者本人の尋問の申出は，できる限り，一括してしなければならない。 

 

 

第１２６条（証拠の採用） 

 裁判所は，当事者が申し出た証拠を取り調べなければならない。ただし，証明すべき事実と関連性のない証拠その他裁判所が

必要がないと認める証拠については，この限りでない。 

 

 

第１２７条（集中証拠調べ） 

１ 裁判所は，争点及び証拠の整理が終了した後における最初の口頭弁論期日において，直ちに証拠調べをすることができるよ

うにしなければならない。 

２ 証人及び当事者本人の尋問は，できる限り，集中して行わなければならない。 

３ 証人等の尋問において使用する予定の文書は，証人等の陳述の信用性を争うための証拠として使用するものを除き，その証

人等の尋問を開始する時の相当期間前までに，提出しなければならない。 

 

 

第１２８条（当事者の立会権） 

１ 裁判所は，当事者に証拠調べに立ち会う機会を保障しなければならない。 

２ 証拠調べは，当事者が期日に出頭しない場合においても，することができる。 

 

 

第１２９条（外国における証拠調べ） 

１ 外国においてすべき証拠調べは，裁判所がその国の管轄官庁又はその国に駐在するカンボジア王国の大使，公使若しくは

領事に嘱託してしなければならない。 

２ 外国においてした証拠調べは，その国の法律に違反する場合であっても，この法律に違反しないときは，その効力を有する。 



 

- 18 - 

 

 

第１３０条（調査の嘱託） 

 裁判所は，必要な調査を官庁又は外国の官庁に嘱託することができる。 

 

 

第１３１条（疎明） 

 疎明は，即時に取り調べることができる証拠によってしなければならない。 

 

 

第二節 証人尋問 

 
第１３２条（証人義務） 

１ 裁判所は，本法又はその他の法律に特別の定めがあるときを除き，何人でも証人として尋問することができる。 

２ 裁判所は，決定で，正当な理由なく出頭しない証人の勾引を命ずることができる。 

３ 証人が正当な理由なく出頭しないときは，裁判所は，決定で，１００万リエル以下の過料に処することができる。 

４ 第２項又は第３項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第１３３条（公務員の尋問） 

１ 公務員又は公務員であった者を証人として職務上の秘密について尋問する場合には，裁判所は，その者の監督官庁の承認

を得なければならない。 

２ 第１項の監督官庁は，上院議員又はその職にあった者については上院，国民議会の議員又はその職にあった者については

国民議会，政府のメンバー又はその職にあった者については内閣とする。 

３ 第１項の承認は，公共の利益を害し，又は公務の遂行に重大な支障を生ずるおそれがある場合を除き，拒むことができない。 

 

 

第１３４条（証言拒絶権） 

１ 証言が証人又は証人の配偶者その他の親族が刑事訴追を受け，又は有罪判決を受けるおそれがある事項に関するときは，

証人は，証言を拒むことができる。証言がこれらの者の名誉を害し，又はその家族関係を重大に害すべき事項に関するときも，

同様とする。 

２ 次に掲げる場合には，証人は，証言を拒むことができる。 

 一 第１３３条（公務員の尋問）第１項の場合 

 二 医師，歯科医師，助産師，看護師，薬剤師，弁護士，宗教の職にある者又はこれらの職にあった者が職務上知り得た事実

で黙秘すべきものについて尋問を受ける場合 

 三 技術又は職業の秘密に関する事項について尋問を受ける場合 

３ 第２項の規定は，証人が黙秘の義務を免除された場合には，適用しない。 

 

 

第１３５条（証言拒絶の決定） 

１ 証言拒絶の理由は，疎明しなければならない。 

２ 第１３４条（証言拒絶権）第２項第１号の場合を除き，証言拒絶の当否については，受訴裁判所が，当事者を審尋して，決定で，

裁判する。 

３ 第２項の決定に対しては，当事者及び証人は，抗告をすることができる。 

４ 第１３２条（証人義務）第３項の規定は，証言拒絶を理由がないとする決定が確定した後に証人が正当な理由なく証言を拒む

場合について準用する。 

 

 

第１３６条（裁判所外での証人尋問） 

１ 裁判所は，次に掲げる場合に限り，裁判所外で証人の尋問をすることができる。 

 一 証人が受訴裁判所に出頭する義務がないとき，又は正当な理由により出頭することができないとき。 

 二 証人が受訴裁判所に出頭するについて不相当な費用又は時間を要するとき。 

 三 当事者に異議がないとき。 

２ 第１項の場合においては，裁判所は，受命裁判官又は受託裁判官に裁判所外で証人の尋問をさせることができる。 

３ 受命裁判官又は受託裁判官が証人尋問をする場合には，裁判所及び裁判長の職務は，その裁判官が行う。 
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第１３７条（宣誓） 

１ 裁判所は，証人には，特別の定めがある場合を除き，宣誓をさせなければならない。 

２ 十六歳未満の者又は宣誓の趣旨を理解することができない者を証人として尋問する場合には，裁判所は宣誓をさせることが

できない。 

３ 第１３４条（証言拒絶権）の規定に該当する証人で証言拒絶の権利を行使しないものを尋問する場合には，宣誓をさせないこ

とができる。 

４ 証人の宣誓は，尋問の前にさせなければならない。ただし，特別の事由があるときは，尋問の後にさせることができる。 

５ 宣誓の方式については，本法の別表の定めるところによる。 

６ 裁判長は，宣誓の前に，宣誓の趣旨を説明し，かつ，偽証の罰を告げなければならない。 

 

 

第１３８条（証人尋問の方法） 

１ 証人尋問の申出は，証人を明確に指定してしなければならない。 

２ 証人尋問の申出をする者は，同時に尋問事項を記載した書面を提出しなければならない。 

３ 証人は，尋問の２週間前までに，呼出しを受けなければならない。 

４ 証人の呼出状には，次に掲げる事項を記載し，尋問事項を記載した書面を添付しなければならない。 

 一 当事者の氏名又は名称及び住所 

 二 出頭すべき日時及び場所 

 三 出頭しない場合における法律上の制裁 

５ 証人の尋問は，裁判長，その尋問の申出をした当事者，他の当事者の順序でする。陪席裁判官は，裁判長に告げて，証人を

尋問することができる。 

６ 裁判所は，適当と認めるときは，第５項の順序を変更することができる。 

７ 証人は，書類に基づいて陳述することができない。ただし，裁判所の許可を受けたときは，この限りでない。 

８ 裁判所は，必要があると認めるときは，既に尋問した証人又は後に尋問すべき証人に在廷を許すことができる。 

９ 裁判所は，証人が特定の傍聴人の面前においては威圧され十分な陳述をすることができないと認めるときは，その証人が陳

述する間，その傍聴人を退廷させることができる。 

１０ 裁判所は，必要があると認めるときは，証人と他の証人とを同時に尋問することを命ずることができる。 

 

 

第１３９条（質問の制限） 

１ 質問は，できる限り，個別的かつ具体的にしなければならない。 

２ 正当な理由がある場合を除き，次に掲げる質問をしてはならない。 

 一 証人を侮辱し，又は困惑させる質問 

 二 誘導質問 

 三 既にした質問 

 四 争点に関係のない質問 

 五 証人自身の意見の陳述を求める質問 

 六 証人が直接経験しなかった事実についての陳述を求める質問 

３ 裁判所は，当事者の質問が第２項の規定に違反するものであると認めるときは，申立てにより又は職権で，これを制限するこ

とができる。 

４ 当事者は，第３項の規定による制限に対し，異議を述べることができる。 

 

 

第三節 当事者尋問 

 
第１４０条（当事者本人の尋問） 

１ 裁判所は，当事者本人を尋問することができる。この場合においては，その当事者に宣誓をさせることができる。 

２ 当事者本人を尋問する場合において，その当事者が，正当な理由なく，出頭せず，又は宣誓若しくは陳述を拒んだときは，裁

判所は，尋問事項に関する相手方の主張を真実と認めることができる。 

３ 宣誓した当事者が虚偽の陳述をしたときは，裁判所は，決定で，２００万リエル以下の過料に処することができる。 

４ 第３項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第１４１条（証人尋問の規定の準用等） 

１ 第１３６条（裁判所外での証人尋問），第１３７条（宣誓）（第１項及び第３項を除く。），第１３８条（証人尋問の方法）（第８項及び

第１０項を除く。）及び第１３９条（質問の制限）の規定は，当事者本人の尋問について準用する。 

２ 裁判所は，必要があると認めるときは，当事者本人と他の当事者本人又は証人とを同時に尋問することを命ずることができ
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る。 

 

 

第１４２条（法定代理人の尋問） 

 この法律中当事者本人の尋問に関する規定は，訴訟において当事者を代表する法定代理人について準用する。ただし，当事

者本人を尋問することを妨げない。 

 

 

第四節 鑑定 

 
第１４３条（鑑定の申出，鑑定事項） 

１ 裁判所は，当事者の申出に基づいて，鑑定を命ずることができる。 

２ 鑑定の申出をするときは，申出をする当事者は，鑑定を求める事項を記載した書面を提出しなければならない。ただし，やむ

を得ない事由があるときは，裁判所の定める期間内に提出すれば足りる。 

３ 裁判所は，第２項の申出について，相手方の意見を聴かなければならない。 

４ 裁判所は，第２項の書面に基づき，第３項の意見も考慮して，鑑定事項を定める。この場合においては，鑑定事項を記載した

書面を鑑定人に送付しなければならない。 

 

 

第１４４条（鑑定人の指定，鑑定義務） 

１ 鑑定人は，裁判所が指定する。 

２ 鑑定に必要な学識経験を有する者は，鑑定をする義務を負う。 

３ 以下の者は鑑定人となることができない。 

 一 鑑定をすることによって，鑑定人又は鑑定人の配偶者その他の親族が刑事訴追を受け，又は有罪判決を受けるおそれが

あるとき。これらの者の名誉を害し，又はその家族関係を重大に害するおそれがあるときも同様とする。 

 二 鑑定事項が，公務員又は公務員であった者の職務上の秘密に関する事項に関するとき。ただし，その者の監督官庁の承

認があった場合はこの限りでない。監督官庁は，公共の利益を害し，又は公務の遂行に重大な支障を生ずるおそれがある

場合を除き，承認を拒むことができない。 

 三 医師，歯科医師，助産師，看護師，薬剤師，弁護士，宗教の職にある者又はこれらの職にあった者で，鑑定事項がその職

務上知りえた事実で黙秘すべきものに関するとき。 

 四 鑑定事項が，技術又は職業の秘密に関する事項に関するとき。 

４ 第３項第２号の監督官庁は，上院議員又はその職にあった者については上院，国民議会の議員又はその職にあった者につ

いては国民議会，政府のメンバー又はその職にあった者については内閣とする。 

５ 第３項第２号，第３号及び第４号の規定は，鑑定人が黙秘の義務を免除された場合には，適用しない。 

 

 

第１４５条（鑑定人の忌避） 

１ 鑑定人について誠実に鑑定をすることを妨げるべき事情があるときは，当事者は，その鑑定人が鑑定事項について陳述をす

る前に，これを忌避することができる。鑑定人が陳述をした場合であっても，その後に，忌避の原因が生じ，又は当事者がその

原因があることを知ったときは，同様とする。 

２ 忌避の申立ては，弁論準備手続の期日又は口頭弁論期日においてする場合を除き，書面でしなければならない。 

３ 忌避の申立てをする当事者は，忌避の原因を疎明しなければならない。 

４ 忌避を正当な理由があるとする決定に対しては，不服を申し立てることができない。 

５ 忌避を正当な理由がないとする決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第１４６条（鑑定人の陳述の方式，鑑定人の発問等） 

１ 裁判所は，鑑定人に，書面又は口頭で，意見を述べさせることができる。 

２ 鑑定人は，鑑定のため必要があるときは，審理に立ち会い，裁判所に証人若しくは当事者本人に対する尋問を求め，又は裁

判所の許可を得て，これらの者に対し直接に問いを発することができる。 

 

 

第１４７条（証人尋問の規定の準用，宣誓の方式） 

 第二編第三章第二節（証人尋問）の規定は，特別の定めがある場合を除き，鑑定について準用する。ただし，第１３２条（証人義

務）第２項の規定は，この限りでない。 
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第五節 書証 

 
第１４８条（書証の申出等） 

１ 書証の申出は，当事者が自己の所持する文書を提出し，又は文書の所持者にその提出を命ずることを裁判所に申し立ててし

なければならない。 

２ 書証の申出は，第１項の規定にかかわらず，文書の所持者にその文書の送付を嘱託することを裁判所に申し立ててすること

ができる。 

３ 裁判所は，必要があると認めるときは，提出又は送付に係る文書を留め置くことができる。 

 

 

第１４９条（訳文の添付等） 

１ 外国語で作成された文書を提出して書証の申出をするときは，申出をする当事者は，取調べを求める部分についてその文書

の訳文を添付しなければならない。 

２ 相手方は，第１項の訳文の正確性について意見があるときは，意見を記載した書面を裁判所に提出しなければならない。 

 

 

第１５０条（文書提出義務） 

１ 文書の所持者は，本法その他の法律に特別の定めがあるときを除き，その提出を拒むことができない。 

２ 文書の所持者は，文書が次の各号のいずれかに該当するときは，その提出を拒むことができる。 

 一 文書の所持者又は文書の所持者の配偶者その他の親族が刑事訴追を受け，若しくは有罪判決を受けるおそれがある事項，

又はこれらの者の名誉を害し，又はその家族関係を重大に害すべき事項が記載されている文書 

 二 公務員の職務上の秘密に関する文書でその提出により公務の遂行に重大な支障を生ずるおそれがあるもの 

 三 医師，歯科医師，助産師，看護師，薬剤師，弁護士，宗教の職にある者又はこれらの職にあった者が職務上知りえた事実

又は技術若しくは職業の秘密に関する事項で，黙秘の義務が免除されていないものが記載されている文書 

 

 

第１５１条（文書提出を命ずる決定の申立て） 

１ 文書提出を命ずる決定の申立ては，次に掲げる事項を明らかにしてしなければならない。 

 一 文書の表題及び趣旨 

 二 文書の所持者 

 三 証明すべき事実 

２ 文書提出を命ずる決定の申立ては，書面でしなければならない。 

３ 相手方は，第２項の申立てについて意見があるときは，意見を記載した書面を裁判所に提出しなければならない。 

 

 

第１５２条（文書提出を命ずる決定等） 

１ 裁判所は，文書提出を命ずる決定の申立てを理由があると認めるときは，決定で，文書の所持者に対し，その提出を命ずる。

この場合において，文書に取り調べる必要がないと認める部分又は提出の義務があると認めることができない部分があるとき

は，その部分を除いて，提出を命ずることができる。 

２ 裁判所は，第三者に対して文書の提出を命じようとする場合には，その第三者を審尋しなければならない。 

３ 文書提出を命ずる決定の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第１５３条（当事者が文書提出を命ずる決定に従わない場合等の効果） 

１ 当事者が文書提出を命ずる決定に従わないときは，裁判所は，当該文書の記載に関する相手方の主張を真実と認めること

ができる。 

２ 当事者が相手方の使用を妨げる目的で提出の義務がある文書を滅失させ，その他これを使用することができないようにした

ときも，第１項と同様とする。 

３ 第１項及び第２項に規定する場合において，相手方が，当該文書の記載に関して具体的な主張をすること及び当該文書によ

り証明すべき事実を他の証拠により証明することが著しく困難であるときは，裁判所は，その事実に関する相手方の主張を真

実と認めることができる。 

 

第１５４条（第三者が文書提出を命ずる決定に従わない場合の過料） 

１ 第三者が文書提出を命ずる決定に従わないときは，裁判所は，決定で，２００万リエル以下の過料に処することができる。 

２ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 



 

- 22 - 

第１５５条（文書の成立） 

１ 書証の申出をした当事者は，文書の成立が真正であることを証明しなければならない。 

２ 文書は，その方式及び趣旨により公務員が職務上作成したものと認めるべきときは，真正に成立した公文書と推定する。 

３ 公文書の成立の真否について疑いがあるときは，裁判所は，職権で，当該官庁に照会をすることができる。 

４ 私文書は，本人又はその代理人の署名があるときは，真正に成立したものと推定する。 

５ 第２項及び第３項の規定は，外国の官庁の作成に係るものと認めるべき文書について準用する。 

 

 

第１５６条（筆跡の対照による証明） 

１ 文書の成立の真否は，筆跡の対照によっても，証明することができる。 

２ 第１４８条（書証の申出等），第１５２条（文書提出を命ずる決定等），並びに第１５３条（当事者が文書提出を命ずる決定に従

わない場合等の効果）第１項及び第２項の規定は，対照の用に供すべき筆跡を備える文書その他の物件の提出又は送付につ

いて準用する。 

３ 対照をするのに適当な相手方の筆跡がないときは，裁判所は，決定で，対照の用に供すべき文字の筆記を相手方に命ずるこ

とができる。 

４ 相手方が正当な理由なく第３項の規定による決定に従わないときは，裁判所は，文書の成立の真否に関する挙証者の主張を

真実と認めることができる。書体を変えて筆記したときも，同様とする。 

５ 第三者が正当な理由なく第２項において準用する第１５３条（当事者が文書提出を命ずる決定に従わない場合等の効果）第１

項の規定による提出の命令に従わないときは，裁判所は，決定で，２００万リエル以下の過料に処することができる。 

６ 第５項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第１５７条（文書の成立の真正を争った者に対する過料） 

１ 当事者又はその代理人が故意又は重大な過失により真実に反して文書の成立の真正を争ったときは，裁判所は，決定で，１

００万リエル以下の過料に処することができる。 

２ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

３ 第１項の場合において，文書の成立の真正を争った当事者又は代理人が訴訟の係属中その文書の成立が真正であることを

認めたときは，裁判所は，事情により，同項の決定を取り消すことができる。 

 

 

第１５８条（文書に準ずる物件への準用） 

 この節の規定は，図面，写真，録音テープ，ビデオテープその他の情報を表すために作成された物件で文書でないものについ

て準用する。 

 

 

第１５９条（録音テープ等の反訳文書の書証の申出があった場合の取扱い） 

 録音テープ，ビデオテープ又はこれらに準ずる方法により一定の事項を記録することができる物の記録内容を反訳した文書を

提出して書証の申出をした当事者は，相手方がこれらの物の複製物の交付を求めたときは，相手方にこれを交付しなければなら

ない。 

 

 

第１６０条（録音テープ等の内容を説明した書面の提出等） 

１ 録音テープ，ビデオテープ又はこれらに準ずる方法により一定の事項を記録することができる物の証拠調べの申出をした当

事者は，裁判所又は相手方の求めがあるときは，その物の記録内容を反訳した書面又はその物の内容を説明した書面を提出

しなければならない。 

２ 相手方は，第１項の書面における説明の内容について意見があるときは，意見を記載した書面を裁判所に提出しなければな

らない。 

第六節 検証 

 
第１６１条（検証の申出） 

 検証の申出は，検証の対象を表示してしなければならない。 

 

第１６２条（検証の目的の提示等） 

１ 第１４８条（書証の申出等），第１５２条（文書提出を命ずる決定等），及び第１５３条（当事者が文書提出を命ずる決定に従わな

い場合等の効果）の規定は，検証の対象の提示又は送付について準用する。 

２ 第三者が正当な理由なく第１項において準用する第１５２条（文書提出を命ずる決定等）第１項の規定による提示の命令に従

わないときは，裁判所は，決定で，２００万リエル以下の過料に処することができる。 
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３ 第２項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第七節 証拠保全 

 
第１６３条（証拠保全） 

１ 裁判所は，あらかじめ証拠調べをしておかなければその証拠を使用することが困難となる事情があると認めるときは，申立て

により，この章の規定に従い，証拠調べをすることができる。 

２ 第１項によりされた証拠調べの結果は，本案の訴訟においてその効力を有する。 

３ 当事者は，本案の訴訟の口頭弁論において，第１項によりされた証拠調べの結果を陳述しなければならない。 

 

 

第１６４条（管轄裁判所） 

１ 訴えの提起後における証拠保全の申立ては，その証拠を使用すべき審級の裁判所にしなければならない。 

２ 訴えの提起前における証拠保全の申立ては，尋問を受けるべき者若しくは文書を所持する者の居所又は検証の対象の所在

地を管轄する始審裁判所にしなければならない。 

３ 急迫の事情がある場合には，訴えの提起後であっても，第２項の始審裁判所に証拠保全の申立てをすることができる。 

 

 

第１６５条（証拠保全の申立ての方式） 

１ 証拠保全の申立ては，書面でしなければならない。 

２ 第１項の書面には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 相手方の氏名又は名称及び住所 

 二 証明すべき事実 

 三 保全すべき証拠 

 四 証拠保全の事由 

３ 証拠保全の事由は，疎明しなければならない。 

 

 

第１６６条（相手方の指定ができない場合の取扱い） 

 証拠保全の申立ては，相手方を指定することができない場合においても，することができる。この場合においては，裁判所は，

相手方となるべき者のために特別代理人を選任することができる。 

 

 

第１６７条（職権による証拠保全） 

 裁判所は，必要があると認めるときは，訴訟の係属中，職権で，証拠保全の決定をすることができる。 

 

 

第１６８条（不服申立て） 

証拠保全の申立てを却下する決定に対しては，申立人は，抗告をすることができる。 

 

 

第１６９条（期日の呼出し） 

 証拠調べの期日には，申立人及び相手方を呼び出さなければならない。ただし，急速を要する場合は，この限りでない。 

 

 

第１７０条（証拠保全の費用） 

 証拠保全に関する費用は，訴訟費用の一部とする。 

 

 

第１７１条（口頭弁論における再尋問） 

 証拠保全の手続において尋問をした証人について，当事者が口頭弁論における尋問の申出をしたときは，裁判所は，その尋問

をしなければならない。 

 

 

第１７２条（証拠保全の記録の送付） 

 証拠保全のための証拠調べが行われた場合には，その証拠調べを行った裁判所は，本案の訴訟記録の存する裁判所に対し，
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証拠調べに関する記録を送付しなければならない。 

 

 

第四章 訴訟手続の中断及び中止 

 
第１７３条（訴訟手続の中断及び受継） 

１ 次の各号に掲げる事由があるときは，訴訟手続は中断する。 

 一 当事者の死亡 

 二 当事者である法人の合併による消滅 

 三 当事者の訴訟能力の喪失又は法定代理人の死亡若しくは代理権の消滅 

 四 一定の資格を有する者で自己の名で他人に代わって訴訟の当事者となるものの死亡その他の事由による資格の喪失 

 五 第４２条（当事者の選定）の規定により選定された当事者全員の死亡その他の事由による資格の喪失 

２ 第１項各号に掲げる事由があるときは，次の者が訴訟手続を受け継がなければならない。 

 一 当事者の死亡のときは，相続人その他法令により訴訟を続行すべきもの 

 二 当事者である法人の合併による消滅のときは，合併後に権利義務を承継する法人 

 三 当事者の訴訟能力の喪失又は法定代理人の死亡若しくは代理権の消滅のときは，法定代理人又は訴訟能力を有するに

至った当事者 

 四 一定の資格を有する者で自己の名で他人に代わって訴訟の当事者となるものの死亡その他の事由による資格の喪失のと

きは，同一の資格を有する者 

 五 第４２条（当事者の選定）の規定により選定された当事者全員の死亡その他の事由による資格の喪失のときは，同条により

選定していた者の全員又は同条により新たに選定された当事者 

３ 第１項の規定は任意代理人がある間は，適用しない。ただし，任意代理人は，第１項各号の事由が生じた旨を裁判所に届け

出なければならない。 

４ 第１項第１号に掲げる事由がある場合においても，相続人は，相続の放棄をすることができる間は，訴訟手続を受け継ぐこと

ができない。 

 

 

第１７４条（訴訟手続の当然終了） 

 当事者が死亡し又は合併により消滅した場合において，訴訟の目的である権利若しくは義務を承継する者がないとき又は当該

権利若しくは義務が同一人に帰属するに至ったときは，訴訟手続は終了する。この場合には，裁判所は訴訟の終了を宣言する

判決をしなければならない。 

 

 

第１７５条（受継の手続） 

１ 訴訟手続の受継の申立ては，手続を受け継ごうとする者及び相手方がすることができる。 

２ 訴訟手続の受継の申立てがあった場合には，裁判所は，受継の申立ての相手方に通知しなければならない。 

３ 訴訟手続の受継の申立てがあった場合には，裁判所は，職権で調査し，理由がないと認めるときは，決定で，その申立てを却

下しなければならない。その決定に対しては，抗告をすることができる。 

４ 第３項の場合において，裁判所は，受継の申立てに理由があると認めるときは，決定で，受継を許可しなければならない。 

５ 判決書の送達後に中断した訴訟手続の受継の申立てがあった場合には，その判決をした裁判所がその申立てについての裁

判をしなければならない。 

 

 

第１７６条（職権による続行命令） 

 当事者が訴訟手続の受継の申立てをしない場合においても，裁判所は，職権で，訴訟手続の続行を決定で命ずることができ

る。 

 

 

第１７７条（訴訟手続の中止） 

１ 天災その他の事由によって裁判所が職務を行うことができないときは，訴訟手続は，その事由が消滅するまで中止する。 

２ 終期を予測できない長期の支障により当事者が訴訟手続を続行することができないときは，裁判所は，決定で，その中止を命

ずることができる。この場合において，その支障が消滅したときは，裁判所はその決定を取り消すことができる。 

３ 民事訴訟事件に係る請求を理由付ける事実について刑事事件が係属しているときは，裁判所は，決定で，その民事訴訟事件

の訴訟手続の中止を命ずることができる。この場合において，当該刑事事件が終了したときは，裁判所はその決定を取り消す

ことができる。 
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第１７８条（中断及び中止の効果） 

１ 訴訟手続の中断又は中止があったときは，当事者及び裁判所は訴訟行為をすることができない。ただし，判決の言渡しは，訴

訟手続の中断中であっても，することができる。 

２ 訴訟手続の中断又は中止があったときは，期間は進行を停止する。この場合においては，訴訟手続の受継の通知又はその

続行の時から，新たに全期間の進行を始める。 

 

 

第五章 裁判 

第一節 裁判通則 
 

第１７９条（裁判の種類） 

１ 判決とは，裁判所が，本法又はその他の法律に別段の定めがある場合を除き，口頭弁論に基づいて法定の方式を具備した

判決書を作成してする裁判で，これに基づく言渡しによって効力を生じるものをいう。 

２ 決定とは，裁判所又は裁判官が，口頭弁論を経ないですることができる裁判で，判決以外のものをいう。 

 

 

第二節 判決通則 

 
第１８０条（終局判決） 

１ 裁判所は，弁論及び証拠調べの結果により審理を完了すべきときは，口頭弁論を終結して終局判決をしなければならない。 

２ 併合された複数の請求のうちの一について審理を完了すべきときは，その一について終局判決をすることができる。 

３ 裁判所は，終局判決をするために必要があると認めるときは，終結した口頭弁論の再開を命じることができる。 

 

 

第１８１条（中間判決） 

次の各号に定める事項につき争いがあるときは，裁判所はまずその事項についてのみ審理を完了して中間判決をすることが

できる。 

一 請求の存在及び数額について争いがある場合における請求の存在 

二 独立して判断することができる攻撃又は防御の方法 

三 訴訟要件の存否 

四 訴訟の終了に関する事項 

 

 

第１８２条（判決事項） 

１ 裁判所は，当事者が申し立てた請求のすべてにつき，判決をしなければならない。 

２ 裁判所は，当事者が申し立てていない事項について，判決をすることができない。 

３ 裁判所は，訴訟費用の負担義務については，当事者の申立てがなくても裁判しなければならない。 

 

 

第１８３条（判決の脱漏） 

裁判所が請求の一部について判決を脱漏したときは，訴訟は，その脱漏した請求の部分については，なおその裁判所に係属

する。 

 

 

第１８４条（自由心証主義） 

裁判所は，判決をするに当たり，証拠調べの結果並びに口頭弁論の経緯及び内容を慎重に考慮して，自由な心証により，事

実についての主張を真実と認めるべきか否かを判断する。 

 

 

第１８５条（直接主義） 

１ 判決は，その基礎となる口頭弁論に関与した裁判官によってのみ，これを行うことができる。 

２ 口頭弁論終結前に裁判官が代わった場合には，当事者は，従前の口頭弁論の結果を陳述しなければならない。 

３ 単独の裁判官が代わった場合又は合議体の裁判官の過半数が代わった場合において，その前に尋問をした証人について，

当事者が更に尋問の申出をしたときは，裁判所は，その尋問をしなければならない。 
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第三節 判決の言渡し 

 
第１８６条（判決の効力の発生） 

判決は，言渡しによってその効力を生ずる。 

 

 

第１８７条（言渡しの期日） 

 判決の言渡しは，口頭弁論の終結の日から１か月以内にしなければならない。ただし，事件が複雑であるときその他特別の事

情があるときはこの限りでない。 

 

 

第１８８条（言渡しの方式） 

１ 判決の言渡しは，期日に公開の法廷で，判決書の原本に基づいて，裁判長が主文を朗読してする。ただし，裁判長に支障が

ある場合は，陪席裁判官が代わって行うことができる。 

２ 判決の言渡しは，当事者が在廷しない場合においても，することができる。 

３ 裁判長は，相当と認めるときは，判決の理由を朗読し，又は口頭でその要旨を告げることができる。 

 

 

第１８９条（判決書） 

１ 判決書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 裁判所 

 二 口頭弁論の終結の日 

 三 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 四 事実及び争点 

 五 理由 

 六 主文 

２ 事実及び争点の記載は，当事者の陳述に基づきその要旨を摘示して，これをしなければならない。 

３ 判決書には，判決をした裁判官が署名しなければならない。 

４ 合議体の裁判官が判決書に署名することに支障があるときは，他の裁判官が判決書にその事由を付記して署名しなければ

ならない。 

 

 

第１９０条（判決書の送達） 

１ 判決書は，判決言渡しの日から２週間以内に，当事者に送達しなければならない。 

２ 第１項に規定する送達は，判決書の正本によってする。 

 

 

第四節 判決の効力 

 
第１９１条（判決の自己拘束力） 

判決をした裁判所は，第１９２条（更正決定）に定める場合を除き，これを取消又は変更することはできない。 

 

 

第１９２条（更正決定） 

１ 判決に計算違い，誤記その他これらに類する明白な誤りがあるときは，裁判所は，申立てにより又は職権で，いつでも更正決

定をすることができる。 

２ 更正決定に対しては，抗告をすることができる。ただし，判決に対し適法な控訴があったときは，この限りでない。 

３ 更正決定は，判決書の原本及び正本に付記しなければならない。ただし，裁判所は，相当と認めるときは，判決書の原本及び

正本への付記に代えて，決定書を作成し，その正本を当事者に送達することができる。 

 

 

第１９３条（判決の確定時期） 

１ 判決は，適法な上訴又は適法な故障の申立てについて定めた期間の満了前には，確定しないものとする。 

２ 判決の確定は，第１項の期間内にした上訴の提起又は故障の申立てにより遮断される。 
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第１９４条（判決で判断した事項の確定力） 

１ 判決が確定したときは，終局的な確定力が発生する。 

２ 第１項の確定力は，口頭弁論の終結時における権利又は法律関係を確定する。 

３ 第１項の確定力の範囲は，訴え又は反訴により申し立てた請求につき主文において判断をした範囲に限られ，判決の理由中

における判断には及ばない。 

４ 第３項の規定にかかわらず，被告が反対債権による相殺を主張したときは，確定判決における反対債権が存在しない旨の判

断につき，相殺をもって対抗した額について確定力が発生する。 

 

 

第１９５条（執行力の発生時期） 

判決は，法律に別段の定めがある場合を除き，第１９４条（判決で判断した事項の確定力）に定める確定力が発生したときから，

執行することができる。 

 

 

第１９６条（仮執行の宣言） 

１ 財産権上の請求に関する判決については，裁判所は，必要があると認めるときは，申立てにより又は職権で，勝訴した原告に

担保を立てさせて又は立てさせないで，その判決を仮執行することができることを宣言することができる。 

２ 裁判所は，申立てにより又は職権で，担保を立てて，仮執行を免れることができることを宣言することができる。 

３ 仮執行の宣言は，判決の主文に掲げなければならない。第２項の規定による宣言についても，同様とする。 

４ 仮執行の宣言の申立てについて裁判をしなかったとき，又は職権で仮執行の宣言をすべき場合においてこれをしなかったとき

は，裁判所は，申立てにより又は職権で，補充の決定をする。第２項の申立てについて裁判をしなかったときも，同様とする。 

 

 

第１９７条（仮執行の宣言の失効及び原状回復） 

１ 仮執行の宣言は，その宣言又は本案判決を変更する上訴裁判所の判決の言渡しにより，変更の限度においてその効力を失

う。 

２ 本案判決を変更する場合には，裁判所は，被告の申立てにより，その判決において，仮執行の宣言に基づき被告が給付した

ものの返還及び仮執行により又はこれを免れるために被告が受けた損害の賠償を原告に命じなければならない。 

３ 裁判所が，仮執行の宣言のみを変更したときは，後に本案判決を変更する判決について，第２項の規定を適用する。 

 

 

第１９８条（確定判決の効力が及ぶ者の範囲） 

確定判決は，次に掲げる者に対してその効力を有する。 

一 当事者 

二 当事者が他人に代わって原告又は被告となった場合のその他人 

三 前二号に掲げる者の訴訟係属後における権利又は義務の承継人 

四 前三号に掲げる者の利益のために請求の目的物を所持する者 

 

 

第１９９条（外国裁判所の確定判決の効力） 

外国裁判所の確定判決は，次に掲げる要件のすべてを具備する場合に限り，その効力を有する。 

一 法律又はカンボジア王国が締約国である条約により外国裁判所の裁判権が認められること。 

二 敗訴の被告が訴訟の開始に必要な呼出し若しくは命令の送達を受けたこと又はこれを受けなかったが応訴したこと。 

三 判決の内容及び訴訟手続がカンボジアにおける公の秩序又は善良な風俗に反しないこと。 

四 カンボジアと外国との間に相互の保証があること。 

 

 

第五節 欠席判決 

 
第２００条（原告に対する欠席判決） 

１ 原告が弁論準備手続の第１回期日に出頭しないときは，裁判所は，欠席判決によって原告の請求を棄却しなければならな

い。 

２ 原告が弁論準備手続の続行期日に出頭しないときは，裁判所は，弁論準備手続を直ちに打ち切って，口頭弁論の第１回期日

を指定することができる。 

３ 原告が口頭弁論期日に出頭しないときは，裁判所は，欠席判決によって原告の請求を棄却しなければならない。 
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第２０１条（被告に対する欠席判決） 

１ 被告が弁論準備手続の第１回期日に出頭しないときは，裁判所は，弁論準備手続を直ちに打ち切って，口頭弁論の第１回期

日を指定しなければならない。 

２ 被告が口頭弁論期日に出頭しないときは，裁判所は，被告が原告の事実上の陳述を自白したものとみなし，原告の請求を正

当とするときは欠席判決により原告の請求を認容し，正当としないときは原告の請求を棄却しなければならない。ただし，被告

がそれよりも前の弁論準備手続期日または口頭弁論期日で原告の主張を争っていた場合には，この限りではない。 

 

 

第２０２条（欠席判決が許されない場合） 

次の事由があるときは，裁判所は，欠席判決をしてはならない。 

一 出頭しなかった当事者が適法な呼び出しを受けていなかったとき。 

二 出頭しなかった当事者が，天災その他のやむを得ない事情により，出頭することができなかったと認めるに足る事情のある

とき。 

三 訴えが不適法なとき。 

四 被告が出頭しなかった口頭弁論期日における原告の陳述の内容が，被告に対して，その期日前に通知されていなかった

とき。 

 

 

第２０３条（期日の延期） 

１ 裁判所は，呼出期間が短すぎると認めるとき，又は当事者が過失なくして出頭できなかったと認めるときは，弁論準備期日又

は口頭弁論期日を延期することができる。 

２ 裁判所は，第１項により期日を延期したときは，出頭しなかった当事者を新期日に呼び出さなければならない。 

 

 

第２０４条（故障の申立て） 

１ 当事者が，予見することができなかった事由又は避けることができなかった事由のために，やむをえず適時に期日に出頭する

ことができず，欠席判決を受けた場合には，その判決に対して故障の申立てをすることができる。 

２ 第１項に定める故障の申立ては，欠席判決の送達を受けた日から２週間以内に，行わなければならない。この期間は，伸長

することができない。 

３ 欠席判決の送達を公示送達又は外国における送達によってなすべきときは，裁判所は，欠席判決の中で故障の申立期間を

定めなければならない。 

 

 

第２０５条（故障申立の方式） 

１ 故障の申立ては，欠席判決をした裁判所に故障申立書を提出することにより，これをなす。 

２ 故障申立書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 二 故障申立の対象である欠席判決の表示。 

 三 第二号の判決に対して故障を申し立てる旨。 

 四 期日に適時に出頭できなかった理由。 

 

 

第２０６条（故障申立書の審査及び送達） 

１ 故障申立書が第２０５条（故障申立の方式）の規定に違反する場合には，裁判所は，相当の期間を定め，その期間内に不備

を補正すべきことを命じなければならない。 

２ 第１項の場合において，故障の申立てをした当事者が不備を補正しないときは，裁判所は，決定で故障申立書を却下しなけ

ればならない。 

３ 第２項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

４ 故障申立書に不備がない場合には，裁判所は，故障申立書を相手方に送達し，かつ，故障申立の審理のための新たな期日

を指定して，当事者を呼び出さなければならない。 

 

 

第２０７条（故障申立についての審理と裁判） 

１ 裁判所は，職権をもって，故障の申立てが法定の方式及び期間を遵守して提起されたかどうか，並びに，故障の申立てに正

当な理由があるかどうかを調査しなければならない。 

２ 裁判所は，故障の申立てが不適法である場合は決定によってこれを却下し，故障の申立てに正当な理由がない場合は決定

によってこれを棄却しなければならない。 
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第２０８条（故障の効果） 

１ 故障の申立てが認められたときは，訴訟は，欠席前の状態に復する。 

２ 第１項の場合には，裁判所は，弁論準備手続又は口頭弁論を再開して新たな期日を指定し，これを当事者に通知しなければ

ならない。 

 

 

第２０９条（新判決） 

１ 再開後の審理に基づいてなすべき判決が欠席判決と一致するときは，裁判所は，欠席判決を維持する旨を宣言する判決をし

なければならない。 

２ 再開後の審理に基づいてなすべき判決が欠席判決と一致しないときは，裁判所は，新たな判決において欠席判決を取り消さ

なければならない。 

 

 

第２１０条（欠席により生じた費用） 

欠席判決が法定の方法でなされたときは，欠席によって発生した費用は，それが相手方の不当な訴訟行為によって発生したも

のでない限り，故障申立に基づいて欠席判決を取り消す場合においても欠席をした当事者の負担とする。 

 

 

第２１１条（再度の欠席判決） 

１ 故障の申立てをした当事者が再開後の最初の期日に出頭しないときは，第２０２条（欠席判決が許されない場合）及び第２０３

条（期日の延期）第２項に規定する場合を除き，裁判所は，再度の欠席判決により故障の申立てを棄却しなければならない。 

２ 第１項に定める再度の欠席判決に対しては，故障の申立てをすることができない。 

 

 

第２１２条（準用規定） 

１ 故障の申立ての取下げについては，控訴の取下げに関する規定を準用する。 

２ 本節の規定は，反訴について準用する。 

 

 

第六節 決定 

 
第２１３条（決定の告知） 

１ 決定は，相当と認める方法で告知することによって，その効力を生ずる。 

２ 書面で決定をする場合は，決定書には，決定をした裁判官が署名しなければならない。 

３ 決定の告知がされたときは，書記官は，その旨及び告知の方法を訴訟記録上明らかにしなければならない。 

 

 

第２１４条（訴訟指揮に関する決定の取消し） 

訴訟の指揮に関する決定は，いつでも取り消すことができる。 

 

 

第２１５条（書記官の処分に対する異議） 

書記官の処分に対する異議の申立てについては，その書記官の所属する裁判所が，決定で，裁判をする。 

 

 

第２１６条（判決に関する規定の準用） 

決定には，その性質に反しない限り，判決に関する規定を準用する。 

 

 

第六章 裁判によらない訴訟の完結 

 
第２１７条（訴えの取下げ） 

１ 原告は，判決が確定するまで，訴えの全部又は一部を取り下げることができる。 

２ 訴えの取下げは，被告が本案について準備書面を提出し，本案について弁論準備手続において申述をし，又は本案について

口頭弁論をした後にあっては，被告の同意を得なければ，その効力を生じない。ただし，本訴の取下げがあった場合における
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反訴の取下げについては，この限りでない。 

３ 訴えの取下げは，書面でしなければならない。ただし，弁論準備手続の期日，口頭弁論の期日又は和解の期日においては，

口頭ですることもできる。 

４ 第二項本文の場合において，訴えの取下げが書面でされたときはその書面を，訴えの取下げが弁論準備手続の期日，口頭

弁論の期日又は和解の期日において口頭でされたときはその期日の調書の謄本を被告に送達しなければならない。ただし，

訴えの取下げが弁論準備手続の期日，口頭弁論の期日又は和解の期日において口頭でされ，かつ被告がその期日に出頭し

たときはこの限りではない。 

５ 訴えの取下げの書面の送達を受けた日から二週間以内に被告が異議を述べないときは，訴えの取下げに同意したものとみ

なす。訴えの取下げが弁論準備手続の期日，口頭弁論の期日又は和解の期日において口頭でされた場合において，被告が

その期日に出頭したときは訴えの取下げがあった日から，被告がその期日に出頭しなかったときは第４項の謄本の送達があっ

た日から二週間以内に被告が異議を述べないときも，同様とする。 

 

 

第２１８条（訴えの取下げの効果） 

１ 訴訟は，訴えの取下げがあった部分については，初めから係属していなかったものとみなす。 

２ 本案について終局判決があった後に訴えを取り下げた者は，同一の訴えを提起することができない。 

 

 

第２１９条（訴えの取下げの擬制） 

当事者双方が，弁論準備手続の期日又は口頭弁論の期日に出頭しない場合において，一月以内に期日指定の申立てをしな

いときは，訴えの取下げがあったものとみなす。当事者双方が，連続して二回，口頭弁論の期日又は弁論準備手続の期日に出

頭しないときも，同様とする。 

 

 

第２２０条（裁判上の和解） 

１ 当事者は，弁論準備手続の期日，口頭弁論の期日又は和解の期日において和解をすることができる。 

２ 第１項の和解は，裁判所が相当と認めるときは，裁判所外においてもすることができる。 

 

 

第２２１条（請求の放棄又は認諾） 

 請求の放棄又は請求の認諾は，弁論準備手続の期日，口頭弁論の期日又は和解の期日においてする。 

 

 

第２２２条（和解調書等の効力） 

 和解，請求の放棄又は請求の認諾を調書に記載したときは，その記載は，確定判決と同一の効力を有する。 

 

 

第七章 少額事件の特則 

 
第２２３条（手続の目的） 

 少額事件の手続は，簡易な手続により迅速に紛争を解決することを目的とする。 

 

 

第２２４条（少額訴訟の要件等） 

１ 原告は，訴訟の目的の価額が１００万リエル以下の金銭の支払の請求を目的とする訴えについて，少額訴訟による審理及び

裁判を求めることができる。 

２ 少額訴訟による審理及び裁判を求める旨の申述は，訴えの提起の際にしなければならない。 

 

 

第２２５条（口頭による訴えの提起・訴え提起の際に明らかにすべき事項） 

１ 少額事件の訴えは，口頭で提起することができる。 

２ 少額事件の訴えの提起においては，第７５条（訴え提起の方式・訴状の記載事項）第２項第２号の規定にかかわらず，紛争の

要点を明らかにすれば足りる。 

３ 原告が口頭で訴えを提起するときは，書記官は，原告の陳述を調書に記載しなければならない。この場合の調書は，訴状と

みなす。 
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第２２６条（手続の教示） 

１ 書記官は，当事者に対し，少額訴訟における最初にすべき口頭弁論の期日の呼出しの際に，少額訴訟による審理及び裁判

の手続の内容を説明した書面を交付しなければならない。 

２ 裁判所は，第１項の期日の冒頭において，当事者に対し，次に掲げる事項を説明しなければならない。 

 一 特別の事情がある場合を除き，裁判所は，最初にすべき口頭弁論の期日において，審理を完了しなければならないこと。 

 二 故障の申立てを除いて少額訴訟の終局判決に対しては，不服申立てはできないこと。 

 三 証拠調べは，即時に取り調べることができる証拠に限りすることができること。 

 四 被告は，訴訟を通常の手続に移行させる旨の申述をすることができるが，被告が最初にすべき口頭弁論の期日において弁

論をし，又はその期日が終了した後は，この限りでないこと。 

 

 

第２２７条（反訴の禁止） 

 少額訴訟においては，反訴を提起することができない。 

 

 

第２２８条（口頭弁論期日の指定） 

１ 訴えが提起されたときは，裁判所は，速やかに口頭弁論の期日を指定し，当事者を呼び出さなければならない。 

２ 第１項の期日は，特別の事情がある場合を除き，訴えが提起された日から３０日以内の日にしなければならない。 

 

 

第２２９条（一期日審理の原則） 

１ 少額訴訟においては，特別の事情がある場合を除き，裁判所は，最初にすべき口頭弁論の期日において，審理を完了しなけ

ればならない。 

２ 当事者は，第１項の期日前又は期日において，すべての攻撃又は防御の方法を提出しなければならない。ただし，口頭弁論

が続行されたときは，この限りでない。 

 

 

第２３０条（当事者本人の出頭命令） 

裁判所は，任意代理人が選任されている場合であっても，当事者本人又はその法定代理人の出頭を命ずることができる。 

 

 

第２３１条（証拠調べの制限） 

証拠調べは，即時に取り調べることができる証拠に限りすることができる。 

 

 

第２３２条（証人尋問の申出及び証人の尋問） 

１ 当事者は，証人尋問の申出をするときは，尋問事項を記載した書面を提出することを要しない。 

２ 裁判所は，証人に宣誓させないで，尋問することができる。 

 

 

第２３３条（被告の申述による通常の手続への移行） 

１ 被告は，訴訟を通常の手続に移行させる旨の申述をすることができる。ただし，被告が最初にすべき口頭弁論の期日におい

て弁論をした後は，この限りでない。 

２ 第１項の申述は，期日においてする場合を除き，書面でしなければならない。 

３ 第１項の申述があったときは，書記官は，速やかに，その申述により訴訟が通常の手続に移行した旨を原告に通知しなけれ

ばならない。ただし，その申述が原告の出頭した期日においてなされたときは，この限りでない。 

 

 

第２３４条（裁判所の決定による通常の手続への移行） 

１ 次に掲げる場合には，裁判所は，訴訟を通常の手続により審理及び裁判をする旨の決定をしなければならない。 

 一 第２２４条（少額訴訟の要件等）第１項の規定に違反して少額訴訟による審理及び裁判を求めたとき。 

 二 公示送達によらなければ被告に対する最初にすべき口頭弁論の期日の呼出しをすることができないとき。 

 三 裁判所が少額訴訟により審理及び裁判をするのを相当でないと認めるとき。 

２ 第１項の決定があったときは，書記官は，速やかに，その旨を当事者に通知しなければならない。 
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第２３５条（通常の手続への移行の時期等） 

１ 訴訟は，第２３３条（被告の申述による通常の手続への移行）第１項の申述又は第２３４条（裁判所の決定による通常の手続

への移行）第１項の決定があった時に，通常の手続に移行する。 

２ 訴訟が通常の手続に移行したときは，少額訴訟のために既に指定した期日は，通常の手続の弁論準備手続の期日として指

定したものとみなす。 

 

 

第２３６条（判決及びその言渡し） 

１ 裁判所は，相当でないと認める場合を除き，口頭弁論の終結後直ちに判決を言い渡さなければならない。 

２ 第１項の場合には，判決の言渡しは，判決書の原本に基づかないですることができる。この場合においては，主文及び理由の

要旨を告げてする。 

３ 第２項の規定により判決の言渡しをしたときは，裁判所は，判決書の作成に代えて，書記官に次の各号に掲げる事項を，判決

の言渡しをした口頭弁論期日の調書に記載させなければならない。 

 一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 二 原告が求める判決 

 三 主文 

４ 少額訴訟の判決書又は判決書に代わる調書には，少額訴訟判決と表示しなければならない。 

 

 

第２３７条（判決による支払の猶予） 

１ 裁判所は，請求を認容する判決をする場合において，被告の資力その他の事情を考慮して特に必要があると認めるときは，

判決の言渡しの日から３年を超えない範囲内において，認容する請求に係る金銭の支払について，次の第一号若しくは第二

号の定めをし，又はこれと併せて，第三号の定めをすることができる。 

 一 支払の時期の定め 

 二 分割払の定め 

 三 第一号の定めに従い支払をしたとき又は第二号の定めによる期限の利益を第２項の規定による定めにより失うことなく支払

をしたときは，訴え提起後の遅延損害金の支払義務を免除する旨の定め 

２ 第１項第二号の分割払の定めをするときは，裁判所は，被告が支払を怠った場合における期限の利益の喪失についての定

めをしなければならない。 

 

 

第２３８条（不服申立ての禁止） 

 少額訴訟の終局判決に対しては，不服申立てをすることができない。ただし，故障の申立てはこの限りでない。 

 

 

第２３９条（適用除外規定） 

 第１０３条（弁論準備手続の目的）から第１１２条（弁論準備手続調書の記載についての異議等）までの規定は，第七章の少額

事件の手続には，適用しないものとする。 

 

 

第八章 期日，期間，送達 

第一節 期日，期間 

 
第２４０条（期日の指定） 

１ 期日は，申立てにより又は職権で，裁判所が指定する。ただし，受命裁判官又は受託裁判官が行う手続の期日は，その裁判

官が指定する。 

２ 期日は，やむを得ない場合に限り，土曜日，日曜日，その他の法令で定める休日に指定することができる。 

 

 

第２４１条（期日の変更） 

１ 当事者が期日の変更を申し立てるときは，期日の変更を必要とする事由を明らかにしてしなければならない。 

２ 弁論準備手続又は口頭弁論の期日の変更は，やむを得ない事由がある場合でなければ，許されない。 

３ 弁論準備手続の最初の期日の変更は，当事者の合意がある場合にも，許される。 

 

 

第２４２条（期日の呼出し） 

 期日の呼出しは，呼出状の送達又は当該事件について出頭した者に対する期日の告知によってする。 
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第２４３条（期間の計算） 

１ 期間の計算については，民法の期間に関する規定に従う。 

２ 期間を定める裁判において始期を定めなかったときは，期間は，その裁判が効力を生じた時から進行を始める。 

３ 期間の末日が土曜日，日曜日，法令で定める休日に当たるときは，期間は，その翌日に満了する。 

 

 

第２４４条（期間の伸長） 

１ 裁判所は，やむを得ない場合に限り，法定の期間又はその定めた期間を伸長することができる。ただし，法律に特別の定め

がある場合については，この限りでない。 

２ 受命裁判官又は受託裁判官は，やむを得ない場合に限り，その定めた期間を伸長することができる。 

 

 

第２４５条（訴訟行為の追完） 

１ 当事者が過失なくして第２４４条（期間の伸長）第１項但書の定めのある期間を遵守することができなかった場合には，その事

由が消滅した後１週間以内に限り，その期間内にすべき訴訟行為の追完をすることができる。ただし，外国に在る当事者につ

いては，この期間は，２月とする。 

２ 第１項の期間については，これを伸長することができない。 

 

 

第二節 送達 

 
第２４６条（職権送達の原則等） 

１ 送達は，法律に特別の定めがある場合を除き，職権でする。 

２ 送達に関する事務は，書記官が取り扱う。 

３ 送達は，郵便局員，執行官又は書記官がこれを実施する。 

 

 

第２４７条（交付送達の原則） 

１ 送達は，法律に特別の定めがある場合を除き，送達を受けるべき者に送達すべき書類を交付してする。 

２ 送達すべき書類は，法律に特別の定めがある場合を除き，当該書類の謄本とする。 

３ 送達を受けるべき者が文字を識らない場合は，送達担当官は，書類の交付に際して，その要旨を告げるよう努めなければな

らない。 

 

 

第２４８条（訴訟無能力者等に対する送達） 

１ 訴訟無能力者に対する送達は，その法定代理人にする。 

２ 数人が共同して代理権を行うべき場合には，送達は，その一人にすれば足りる。 

３ 在監者に対する送達は，監獄の長にする。 

 

 

第２４９条（送達場所） 

 送達は，送達を受けるべき者の住所，居所，営業所又は事務所においてする。ただし，法定代理人に対する送達は，本人の営

業所又は事務所においてもすることができる。 

 

 

第２５０条（送達場所等の届出） 

１ 当事者，法定代理人又は任意代理人は，カンボジア国内において送達を受けるべき場所又は送達受取人を受訴裁判所に届

け出ることができる。 

２ 当事者，法定代理人又は任意代理人は，送達を受けるべき場所として届け出た場所又は送達受取人として届け出た者を変

更する届出をすることができる。 

３ 第１項及び第２項の届出は，書面でしなければならない。 

４ 第１項の規定による送達を受けるべき場所の届出があった場合には，送達は，第２４９条（送達場所）の規定にかかわらず，

届け出られた場所においてする。 

 

 



 

- 34 - 

第２５１条（出会送達） 

 第２４９条（送達場所）の規定にかかわらず，送達を受けるべき者でカンボジア国内に住所，居所，営業所又は事務所を有する

ことが明らかでないものに対する送達は，第２５０条（送達場所等の届出）第１項の規定による届出をした者に対する場合を除き，

その者に出会った場所においてすることができる。カンボジア国内に住所，居所，営業所又は事務所を有することが明らかな者

又は同項の規定による届出をした者が送達を受けることを拒まないときも，同様とする。 

 

 

第２５２条（補充送達及び差置送達） 

１ 送達をすべき場所において送達を受けるべき者に出会わないときは，送達担当官は，使用人その他の従業者又は同居者で

あって，書類の受領について相当のわきまえのあるものに書類を交付することができる。 

２ 送達を受けるべき者又は第１項の規定により書類の交付を受けるべき者が正当な理由なくこれを受けることを拒んだときは，

送達をすべき場所に書類を差し置くことができる。 

 

 

第２５３条（外国における送達） 

１ 外国においてすべき送達は，裁判所がその国の管轄官庁又はその国に駐在するカンボジアの大使，公使若しくは領事に嘱

託してする。 

２ 受命裁判官又は受託裁判官が行う手続において外国における送達をすべきときは，その裁判官も第１項に規定する嘱託をす

ることができる。 

 

 

第２５４条（送達報告書等） 

１ 送達をした送達担当官は，その報告書を作成し，裁判所に提出しなければならない。 

２ 第１項の報告書には次の事項を記載しなければならない。 

 一 事件及び送達した書類の表示 

 二 送達名宛人 

 三 送達をした年月日及び場所 

 四 送達の方法 

 五 送達を受けるべき者が字を識らない場合において第２４７条（交付送達の原則）第３項の措置をとったこと 

 六 書類を受領した者の署名又は指印 

 七 送達名宛人又は第２５２条（補充送達及び差置送達）第１項の規定により書類の交付を受けるべき者が受領を拒んだときは

その事実 

 八 第２５２条（補充送達及び差置送達）により送達をしたときはその事実 

 九 送達を実施した者の署名 

３ 送達担当官は，送達を試みたがそれをすることができなかった場合は，その旨並びに第２項第１号から第４号まで及び第９号

に定める事項を記載した報告書を作成し，裁判所に提出しなければならない。 

 

 

第２５５条（公示送達の要件） 

１ 次に掲げる場合には，書記官は，申立てにより，裁判所の許可を得て，公示送達をすることができる。 

一 相当の調査を尽くしても当事者の住所，居所その他送達をすべき場所が知れない場合 

二 第２５２条（補充送達及び差置送達）の規定により送達をすることができなかった場合 

三 外国において送達をすべき場合において，第２５３条（外国における送達）の規定によることができず，又はこれによっても

送達をすることができないと認めるべきとき 

四 第２５３条（外国における送達）の規定により外国の管轄官庁に嘱託を発した後６月を経過してもその送達を証する書面の

送付がない場合 

２ 第１項の場合において，裁判所は，訴訟の遅滞を避けるため必要があると認めるときは，申立てがないときであっても，書記

官に公示送達をすべきことを命ずることができる。 

３ 第１項第２号の場合においては，書記官は，送達を受けるべき当事者に対して，公示送達をした旨を，相当の方法により通知

するよう努めなければならない。 

４ 同一の当事者に対する二回目以降の公示送達は，職権でする。ただし，第１項第３号に掲げる場合は，この限りでない。 

 

 

第２５６条（公示送達の方法） 

１ 公示送達は，書記官が送達すべき書類を保管し，いつでも送達を受けるべき者に交付すべき旨を裁判所の掲示場に掲示して

する。ただし，呼出状の公示送達は，呼出状を掲示場に掲示してする。 

２ 第２５５条（公示送達の要件）第１項第２号の規定に基づき公示送達をする場合には，第１項に定める掲示は，第１項に規定す
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る場所のほか，裁判所が相当と認める場所においてもすることができる。 

３ 裁判所は，公示送達があったことを官報又は新聞紙に掲載することができる。外国においてすべき送達については，書記官

は，官報又は新聞紙への掲載に代えて，公示送達があったことを通知することができる。 

 

 

第２５７条（公示送達の効力発生の時期） 

１ 公示送達は，第２５６条（公示送達の方法）の規定による掲示を始めた日から２週間を経過することによって，その効力を生ず

る。ただし，第２５５条（公示送達の要件）第４項の公示送達は，掲示を始めた日の翌日にその効力を生ずる。 

２ 外国においてすべき送達についてした公示送達にあっては，第１項の期間は，６週間とする。 

 

 

第九章 訴訟記録の閲覧 

 
第２５８条（訴訟記録の閲覧等の請求） 

１ 当事者及び利害関係を疎明した第三者は，裁判所に対し，手数料を納付して，訴訟記録の閲覧，謄写，その正本，謄本若しく

は抄本の交付又は訴訟に関する事項の証明書の交付を請求することができる。訴訟記録の正本，謄本又は抄本には，正本，

謄本又は抄本であることを記載し，書記官が署名しなければならない。 

２ 第１項の規定は，訴訟記録中の録音テープ，ビデオテープ又はこれらに準ずる方法により一定の事項を記録した物に関して

は，適用しない。この場合において，これらの物について当事者又は利害関係を疎明した第三者の請求があるときは，裁判所

は，その複製を許さなければならない。 

３ 訴訟記録の閲覧，謄写及び複製の請求は，訴訟記録の保存又は裁判所の執務に支障があるときは，することができない。 

 

 

第三編 上訴 

第一章 通則 

 
第２５９条（上訴の種類） 

１ 確定前の裁判に対する上級裁判所への不服申立ての種類は以下のとおりとする。 

 一 始審裁判所の判決に対しては控訴。ただし当事者間に第２６０条（控訴をすることができる判決等）第１項第１号の合意があ

る場合には上告。 

 二 控訴裁判所の判決に対しては上告 

三 決定に対しては抗告 

２ 抗告は，法律に定める場合に限りすることができる。 

３ 抗告に対する決定に対しては，重ねて抗告をすることができない。 

 

 

第二章 控訴 

 
第２６０条（控訴をすることができる判決等） 

１ 控訴は，以下の場合を除いて始審裁判所の終局判決に対してすることができる。 

一 終局判決後，当事者双方が共に上告をする権利を留保して控訴をしない旨の合意をしたとき 

二 終局判決が民事事件又は商事事件におけるもので訴訟の目的の価額が５００万リエル以下のとき 

２ 第１項第１号の合意は，書面でしなければ，その効力を生じない。 

 

 

第２６１条（訴訟費用の負担の裁判に対する控訴の制限） 

 訴訟費用の負担の裁判に対しては，独立して控訴をすることができない。 

 

第２６２条（控訴裁判所の判断を受ける裁判） 

 終局判決前の裁判は，控訴裁判所の判断を受ける。ただし，不服を申し立てることができない裁判及び抗告により不服を申し

立てることができる裁判は，この限りでない。 

 

 

第２６３条（控訴権の放棄） 

１ 当事者は，控訴をする権利を放棄することができる。 

２ 控訴の提起後における第１項の申述は，控訴の取下げとともにしなければならない。 
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第２６４条（控訴期間） 

１ 控訴は，判決書の送達を受けた日，又は欠席判決に対する故障申立てを棄却する決定若しくは却下する決定の告知がなさ

れた日から１か月内に提起しなければならない。ただし，その期間前に提起した控訴の効力を妨げない。 

２ 第１項の期間は，伸長することができない。 

 

 

第２６５条（控訴提起の方式） 

１ 控訴を提起するためには，当事者は，控訴状を原裁判所に提出しなければならない。この場合において，原裁判所は，控訴

状及び控訴記録を速やかに控訴裁判所に送付しなければならない。 

２ 控訴状には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

二 第一審判決の表示及びその判決に対して控訴をする旨 

３ 控訴状に，第一審判決の取消又は変更を求める具体的な事由の記載がないときには，控訴人は，控訴の提起後３０日以内

にこれらを記載した書面を控訴裁判所に提出するよう努めなければならない。 

 

 

第２６６条（控訴裁判所の控訴状審査権） 

１ 控訴状が第２６５条（控訴提起の方式）第２項の規定に違反する場合には，控訴裁判所は，相当の期間を定め，その期間内に

不備を補正すべきことを命じなければならない。第６１条（申立て手数料）第４項の規定に従い控訴の提起の手数料を納付しな

い場合も，同様とする。 

２ 第１項の場合において，控訴人が不備を補正しないときは，控訴裁判所は，決定で，控訴状を却下しなければならない。 

３ 第２項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第２６７条（控訴状の送達） 

１ 控訴状は，被控訴人に送達しなければならない。 

２ 第２６６条（控訴裁判所の控訴状審査権）の規定は，控訴状の送達に必要な費用を予納しない場合を含めて控訴状の送達を

することができない場合について準用する。 

 

 

第２６８条（口頭弁論を経ない控訴の却下） 

 控訴が不適法でその不備を補正することができないときは，控訴裁判所は，口頭弁論を経ないで，判決で，控訴を却下すること

ができる。 

 

 

第２６９条（控訴の取下げ） 

１ 控訴は，控訴審の終局判決の言渡しがあるまで，取り下げることができる。 

２ 控訴の取下げは，書面でしなければならない。ただし，弁論準備手続，口頭弁論又は和解の期日においては，口頭ですること

ができる。 

３ 訴訟は，控訴の取下げがあった部分については，初めから控訴審に係属していなかったものとみなす。 

４ 第２１９条（訴えの取下げの擬制）の規定は控訴の取下げの擬制について準用する。 

 

 

第２７０条（附帯控訴） 

１ 被控訴人は，控訴権が消滅した後であっても，口頭弁論の終結に至るまで，附帯控訴をすることができる。 

２ 附帯控訴は，控訴の取下げがあったとき，又は不適法として控訴の却下があったときは，その効力を失う。ただし，控訴の要

件を備えるものは，独立した控訴とみなす。 

３ 附帯控訴については，控訴に関する規定による。 

 

 

第２７１条（控訴審裁判所による仮執行宣言） 

１ 控訴裁判所は，第一審判決について不服の申立てがない部分に限り，申立てにより，決定で，仮執行の宣言をすることができ

る。 

２ 仮執行に関する控訴審の裁判に対しては，不服を申し立てることができない。 

 



 

- 37 - 

 

第２７２条（口頭弁論の範囲等） 

１ 口頭弁論は，当事者が第一審判決の変更を求める限度においてのみ，これをする。 

２ 当事者は，第一審における口頭弁論の結果を陳述しなければならない。 

 

 

第２７３条（第一審の訴訟手続の規定の準用） 

 第二編（第一審の訴訟手続）の規定は，特別の定めがある場合を除き，控訴審の訴訟手続について準用する。ただし，第８０条

（最初の弁論準備手続期日の指定），第１０４条（弁論準備手続における和解の試み），第二編第五章第五節（欠席判決）及び第

二編第七章（少額事件の特則）はこの限りでない。 

 

 

第２７４条（第一審の訴訟行為の効力等） 

１ 第一審においてした訴訟行為は，控訴審においてもその効力を有する。 

２ 第一審において行った弁論準備手続は控訴審においてもその効力を有する。 

 

 

第２７５条（第一審の管轄違いの主張の制限） 

 控訴審においては，当事者は，始審裁判所が管轄権を有しないことを主張することができない。ただし，専属管轄については，

この限りでない。 

 

 

第２７６条（反訴の提起） 

１ 控訴審においては，反訴の提起は，相手方の同意がある場合に限り，することができる。 

２ 相手方が異議を述べないで反訴の本案について弁論をしたときは，反訴の提起に同意したものとみなす。 

 

 

第２７７条（控訴棄却） 

１ 控訴裁判所は，第一審判決を相当とするときは，控訴を棄却しなければならない。 

２ 第一審判決の理由が不当である場合においても，他の理由に基づき判決の主文が正当であると認めるときは，控訴裁判所

は控訴を棄却しなければならない。 

 

 

第２７８条（第一審判決の変更の範囲） 

 第一審判決の変更は，控訴又は附帯控訴による不服申立ての限度においてのみ，これをすることができる。 

 

 

第２７９条（第一審判決の取消し） 

１ 控訴裁判所は，次の場合には，第一審判決を取り消さなければならない。 

 一 第一審判決を不当とするとき 

 二 第一審の手続に重大な法律違反があるとき 

２ 第１項の場合において，控訴裁判所は，第２８０条（事件の差戻し）又は第２８１条（第一審の専属管轄違いを理由とする移送）

に定める場合を除き，訴えについて裁判をしなければならない。 

 

 

第２８０条（事件の差戻し） 

１ 控訴裁判所は，訴えを不適法として却下した第一審判決を取り消す場合には，事件を始審裁判所に差し戻さなければならな

い。ただし，事件につき更に弁論をする必要がないときは，この限りでない。 

２ 第１項本文に規定する場合のほか，控訴裁判所が第一審判決を取り消す場合において，事件につき更に弁論をする必要が

あるときは，これを始審裁判所に差し戻すことができる。 

３ 始審裁判所における訴訟手続が法律に違反したことを理由として事件を差し戻したときは，その訴訟手続は，これによって取

り消されたものとみなす。 

 

 

第２８１条（第一審の専属管轄違いを理由とする移送） 

 控訴裁判所は，事件が専属管轄違いであることを理由として第一審判決を取り消すときは，判決で，事件を管轄裁判所に移送

しなければならない。 
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第２８２条（控訴審の判決における仮執行の宣言） 

 控訴裁判所は，金銭の支払の請求に関する判決については，申立てがあるときは，不必要と認める場合を除き，担保を立てな

いで仮執行をすることができることを宣言しなければならない。ただし，控訴裁判所が相当と認めるときは，仮執行を担保を立て

ることを条件とすることができる。 

 

 

第三章 上告 

 
第２８３条（上告裁判所） 

１ 上告は，控訴裁判所の終局判決に対して最高裁判所にすることができる。特別の法律により控訴裁判所が第一審としてした

終局判決についても同様とする。 

２ 始審裁判所が第一審としてした終局判決に対して，その判決後当事者双方が共に上告する権利を留保して控訴をしない旨の

合意をした場合には，最高裁判所に直ちに上告をすることができる。 

 

 

第２８４条（一般的上告理由） 

 上告は，判決に影響を及ぼす憲法又は法令の違反があることを理由とするときに，することができる。 

 

 

第２８５条（絶対的上告理由） 

１ 次の場合においては，常に上告の理由あるものとする。 

 一 法律に従って判決裁判所を構成しなかったこと。 

 二 法律により判決に関与することができない裁判官が判決に関与したこと。 

 三 専属管轄に関する規定に違反したこと。 

 四 法定代理権，任意代理権又は代理人が訴訟行為をするのに必要な授権を欠いたこと。 

 五 口頭弁論の公開の規定に違反したこと。 

 六 判決に理由を付せず，又は理由に食違いがあること。 

２ 第４号に掲げる事由については，第３５条（訴訟能力等を欠く場合の措置等）第２項又は第５７条（代理権を欠く場合の措置）第

３項の規定による追認があったときは，この限りでない。 

 

 

第２８６条（控訴の規定の準用） 

 第三編第二章の規定は，特別の定めがある場合を除き，上告及び上告審の訴訟手続について準用する。 

 

 

第２８７条（上告提起の方式） 

 上告を提起するためには，上告状を原裁判所に提出しなければならない。この場合において，原裁判所は，上告状及び訴訟記

録を速やかに上告裁判所に送付しなければならない。 

 

 

第２８８条（上告受理通知書の送達等） 

１ 上告の提起があった場合においては，上告裁判所は，上告状を却下するときを除き，当事者に上告受理通知書を送達しなけ

ればならない。 

２ 第１項の規定により被上告人に上告受理通知書を送達するときは，上告裁判所は，同時に，上告状を送達しなければならな

い。 

 

 

第２８９条（上告の理由の記載） 

１ 上告状に上告の理由の記載がないときは，上告人は，上告受理通知書の送達を受けた日から３０日以内に，上告理由書を上

告裁判所に提出しなければならない。 

２ 第２８４条（一般的上告理由）に掲げる理由で上告がなされる場合には，上告人は，憲法又は法令の規定及びこれに違反する

事由を示して上告の理由を記載しなければならない。この場合において，その事由が訴訟手続に関するものであるときは，こ

れに違反する事実を掲記しなければならない。 

３ 第２８５条（絶対的上告理由）に掲げる理由で上告がなされる場合には，上告人は，その条項及びこれに該当する事由を示し

て上告の理由を記載しなければならない。 
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第２９０条（上告の却下） 

 次の各号に該当することが明らかであるときは，上告裁判所は，決定で，上告を却下しなければならない。 

 一 上告が不適法でその不備を補正することができないとき。 

 二 第２８９条（上告の理由の記載）第１項の規定に違反して上告理由書を提出せず，又は上告の理由の記載が第２８９条（上

告の理由の記載）第２項及び第３項の規定に違反しているとき。 

 

 

第２９１条（補正を命ずる決定） 

１ 上告状又は第２８９条（上告の理由の記載）第１項の期間内に提出した上告理由書における上告のすべての理由の記載が第

２８９条（上告の理由の記載）第２項及び第３項の規定に違反することが明らかなときは，上告裁判所 は，決定で，相当の期

間を定め，その期間内に不備を補正すべきことを命じなければならない。 

２ 第２９０条（上告の却下）第２号の規定による上告却下の決定は，第１項の規定により定めた期間内に上告人が不備の補正を

しないときにするものとする。 

 

 

第２９２条（上告理由書の副本の送達） 

 上告裁判所が第２９０条（上告の却下）の規定による上告却下の決定をしないときは，被上告人に上告理由書の副本を送達し

なければならない。ただし，上告裁判所が口頭弁論を経ないで審理及び裁判をする場合において，その必要がないと認めるとき

は，この限りでない。 

 

 

第２９３条（準備書面の提出を命ずる決定） 

 上告裁判所は，相当の期間を定めて，被上告人に対して，この者が最初に提出する準備書面を提出させることができる。 

 

 

第２９４条（口頭弁論を経ない上告の棄却） 

 上告裁判所は，上告状，上告理由書，被上告人が最初に提出する準備書面その他の書類により，上告を理由がないと認める

ときは，口頭弁論を経ないで，判決で，上告を棄却することができる。 

 

 

第２９５条（調査の範囲） 

 上告裁判所は，上告の理由に基づき，不服の申立てがあった限度においてのみ調査をする。 

 

 

第２９６条（原判決の確定した事実の拘束） 

１ 原判決において適法に確定した事実は，上告裁判所を拘束する。 

２ 第２８３条（上告裁判所）第２項の規定による上告があった場合には，上告裁判所は，原判決における事実の確定が憲法又は

法令に違反したことを理由として，その判決を破棄することができない。 

 

 

第２９７条（職権調査事項についての適用除外） 

 第２９５条（調査の範囲）及び第２９６条（原判決の確定した事実の拘束）の規定は，裁判所が職権で調査すべき事項には，適用

しない。 

 

 

第２９８条（仮執行の宣言） 

 上告裁判所は，原判決について不服の申立てがない部分に限り，申立てにより，決定で，仮執行の宣言をすることができる。 

 

 

第２９９条（破棄差戻し等） 

１ 上告裁判所は，第２８４条（一般的上告理由）又は第２８５条（絶対的上告理由）に定める理由があるときは，原判決を破棄し，

第３００条（破棄自判）の場合を除き，事件を原裁判所に差し戻し，又はこれと同等の他の裁判所に移送しなければならない。 

２ 第１項の規定により差戻し又は移送を受けた裁判所は，新たな口頭弁論に基づき裁判をしなければならない。この場合にお

いて，上告裁判所が破棄の理由とした事実上及び法律上の判断は，差戻し又は移送を受けた裁判所を拘束する。 

３ 原判決に関与した裁判官は，第２項の裁判に関与することができない。 
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第３００条（破棄自判） 

 次に掲げる場合には，上告裁判所は，事件について裁判をしなければならない。 

 一 原審がその確定した事実に対する憲法及び法令の適用を誤ったことを理由として，原判決を破棄する場合において，上告

裁判所がその事実に基づき事件につき裁判をすることができるとき。 

 二 事件が裁判所の裁判権に属しないことを理由として原判決を破棄するとき。 

 

 

第四章 抗告 

 
第３０１条（抗告提起の方式） 

１ 抗告を提起するためには，抗告状を原裁判所に提出しなければならない。この場合において，原裁判所は，抗告状及び訴訟

記録を速やかに抗告裁判所に送付しなければならない。 

２ 抗告状に原決定の取消し又は変更を求める事由の具体的な記載がないときは，抗告人は，抗告の提起後２週間以内に，これ

らを記載した書面を抗告裁判所に提出するよう努めなければならない。 

 

 

第３０２条（受命裁判官又は受託裁判官の決定に対する不服申立て） 

１ 受命裁判官又は受託裁判官の決定に対して不服がある当事者は，その決定が受訴裁判所の決定であるとした場合に抗告を

することができる場合には，受訴裁判所に異議の申立てをすることができる。ただし，受訴裁判所が最高裁判所又は控訴裁判

所である場合には，その決定が始審裁判所の決定であるとした場合に抗告をすることができるものであるときにかぎり，受訴

裁判所に異議の申立てをすることができる。 

２ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３０３条（抗告期間） 

１ 抗告は，決定の告知を受けた日から１週間の期間内にしなければならない。 

２ 第１項の期間は，伸長することができない。 

 

 

第３０４条（控訴又は上告の規定の準用） 

１ 始審裁判所のした決定に対する抗告及び抗告裁判所の訴訟手続には，その性質に反しないかぎり，控訴及びその控訴審の

訴訟手続に関する規定を準用する。 

２ 控訴裁判所が第一審裁判所としてした決定に対する抗告及びこれに関する訴訟手続には，その性質に反しない限り，上告及

びその上告審の訴訟手続に関する規定を準用する。 

 

 

第３０５条（原決定の効力の停止） 

１ 抗告は，原決定の効力を停止させる。 

２ 抗告裁判所又は原決定をした裁判所は，抗告についての決定があるまで，原決定に基づく強制執行の一時停止その他必要

な処分を命ずることができる。 

 

 

第３０６条（裁量による口頭弁論・口頭弁論に代わる審尋） 

１ 抗告の裁判は，口頭弁論を経ずに行うことができる。 

２ 抗告裁判所は，抗告について口頭弁論をしない場合には，抗告人その他の利害関係人を審尋することができる。 

 

 

第四編 再審 

第一章 再審 
 

第３０７条（再審の事由） 

１ 次に掲げる事由がある場合には，確定した終局判決に対し，再審の訴えをもって，不服を申し立てることができる。 ただし，

当事者が上訴によりその事由を主張したとき，又はこれを知りながら主張しなかったときは，この限りでない。 

一 法律に従って判決裁判所を構成しなかったこと。 

二 法律により判決に関与することができない裁判官が判決に関与したこと。 
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三 法定代理権若しくは法定代理人が訴訟行為をするのに必要な授権を欠いたこと又は任意代理権を欠いたこと。 

四 判決に関与した裁判官が事件について職務に関する罪を犯したこと。 

五 他人の犯罪行為により，自白をするに至ったこと又は判決に影響を及ぼすべき攻撃若しくは防御の方法を提出することを

妨げられたこと。 

六 判決の証拠となった文書その他の物件が偽造又は変造されたものであったこと。 

七 証人，鑑定人，通訳人又は宣誓した当事者若しくは法定代理人の虚偽の陳述が判決の証拠となったこと。 

八 判決の基礎となった民事若しくは刑事の判決その他の裁判又は行政処分が後の裁判又は行政処分により変更されたこ

と。 

九 判決に影響を及ぼすべき重要な事項について判断の遺脱があったこと。 

十 再審の訴えの対象とする判決が前に確定した判決と抵触すること。 

２ 第１項第四号から第七号までに掲げる事由については，次のいずれかに該当するときに限り，再審の訴えを提起することがで

きる。 

一 罰すべき行為について，有罪の判決又は過料の裁判が確定したとき 

二 証拠がないという理由以外の理由により有罪の確定判決又は過料の確定裁判を得ることができないとき 

３ 控訴審において事件につき本案判決をしたときは，当事者は，第一審の判決に対し再審の訴えを提起することができない。 

 

 

第３０８条（再審の事由） 

 判決の基本となる裁判について第３０７条（再審の事由）第１項に規定する事由がある場合には，その裁判に対し独立した不服

申立ての方法を定めているときにおいても，その事由を判決に対する再審の理由とすることができる。 

 

 

第３０９条（再審裁判所） 

１ 再審の訴えは，その対象とする判決をした裁判所の管轄に専属する。 

２ 同一の事件について，審級を異にする複数の裁判所のした判決に対する再審の訴えは，上級の裁判所が併せて管轄権を有

する。 

３ 再審の訴えの対象とする判決に関与した裁判官は，その再審の訴えの審理及び裁判に関与することはできない。 

 

 

第３１０条（再審の訴訟手続） 

再審の訴訟手続には，その性質に反しない限り，各審級における訴訟手続に関する規定を準用する。 

 

 

第３１１条（再審期間） 

１ 再審の訴えは，当事者が，判決の確定した後，再審の事由を知った日から３０日の期間内に提起しなければならない。ただし，

第３０７条（再審の事由）第１項第三号及び第十号に掲げる事由を理由とする再審の訴えの場合は，この限りでない。 

２ 第１項の期間は，伸長することができない。 

３ 判決が確定した日，又は，再審の事由が判決の確定した後に生じた場合にあっては，その事由が発生した日から５年を経過

したときは，再審の訴えを提起することができない。ただし，第３０７条（再審の事由）第１項第三号及び第十号に掲げる事由を

理由とする再審の訴えの場合は，この限りでない。 

 

 

第３１２条（再審の訴状の記載事項） 

１ 再審の訴状には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 二 再審の訴えの対象とする判決の表示及びその判決に対して再審を求める旨 

 三 再審の事由に該当する事実 

２ 再審の訴状には，再審の訴えの対象とする判決の写しを添付しなければならない。 

 

第３１３条（再審の事由の変更） 

再審の訴えを提起した当事者は，再審の事由を変更することができる。 

 

 

第３１４条（再審の訴えの却下及び再審請求の棄却） 

１ 裁判所は，再審の訴えが不適法である場合には，決定で，これを却下しなければならない。 

２ 裁判所は，再審の事由がない場合には，決定で，再審の請求を棄却しなければならない。 

３ 第２項の決定が確定したときは，同一の事由に基づいて，更に再審の訴えを提起することができない。 
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４ 第１項及び第２項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３１５条（再審開始の決定） 

１ 裁判所は，再審の事由がある場合には，再審開始の決定をしなければならない。 

２ 裁判所は，第１項の決定をする場合には，その前に相手方を審尋しなければならない。 

３ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３１６条（本案の審理及び裁判） 

１ 裁判所は，再審開始の決定が確定した場合には，不服申立ての限度で，本案の審理及び裁判をする。 

２ 裁判所は，第１項の場合において，判決を正当とするときは，再審の請求を棄却しなければならない。 

３ 裁判所は，第２項の場合を除き，判決を取り消した上，新たに裁判をしなければならない。 

 

 

第３１７条（決定に対する再審の申立て） 

１ 抗告をもって不服を申し立てることができる決定で確定したものに対しては，再審の申立てをすることができる。 

２ 第３０７条（再審の事由）から第３１６条（本案の審理及び裁判）までの規定は，第１項の申立てについて準用する。 

 

 

第３１８条（第三者による再審の訴え） 

１ 原告及び被告が共謀により第三者の権利又は利益を損なう目的をもって判決を得たときは，その第三者は，確定の終局判決

に対し，再審の訴えをもって不服を申し立てることができる。 

２ 第１項による再審の訴えにおいては，原告及び被告を共同被告とする。 

３ 第４１条（必要的共同訴訟における審理の規律）の規定は，第２項により共同被告とされた者及び第１項により再審の訴えを

提起した第三者について準用する。 

 

 

第五編 督促手続 

第一章 督促手続 
 

第３１９条（督促決定の要件） 

 金銭の支払いを目的とする請求については，裁判所は，債権者の申立てにより，督促決定を発することができる。ただし，カン

ボジアにおいて公示送達によらないでこれを送達することができる場合に限る。 

 

 

第３２０条（督促決定の発付を求める申立て） 

１ 次の各号に定める債務者を相手方とする督促決定の発付を求める申立ては，それぞれ当該各号により定まる地を管轄する

始審裁判所に対してする。 

一 自然人 住所地，カンボジア国内に住所地がないとき又は住所地が知れないときは居所地 

二 内国の法人 主たる事務所又は営業所，事務所又は営業所がないときは代表者その他の主たる業務担当者

の住所地 

三 外国の法人 カンボジアにおける主たる事務所又は営業所，カンボジア国内に事務所又は営業所がないとき

はカンボジアにおける代表者その他の主たる業務担当者の住所地 

２ 次の各号に掲げる請求についての督促決定の発付を求める申立ては，それぞれ当該各号に定める地を管轄する始審裁判所

に対してもすることができる。 

一 事務所又は営業所を有する者に対する請求でその事務所又は営業所に

おける業務に関するもの 

当該事務所又は営業所の所在地 

二 手形又は小切手による金銭の支払の請求及びこれに附帯する請求 手形又は小切手の支払地 

３ 第一項又は第二項の規定による管轄は専属とする。 

 

 

第３２１条（訴えに関する規定の準用） 

 督促決定の発付を求める申立てには，その性質に反しない限り，訴えに関する規定を準用する。 
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第３２２条（申立ての却下） 

 督促決定の発付を求める申立てが第３１９条（督促決定の要件）若しくは第３２０条（督促決定の発付を求める申立て）の規定に

違反するとき，又は申立ての趣旨から請求に理由がないことが明らかなときは，裁判所は決定によりその申立てを却下しなけれ

ばならない。請求の一部につき督促決定を発することができない場合におけるその一部についても，同様とする。 

 

 

第３２３条（督促決定の発付等） 

１ 督促決定は，債務者を審尋しないで発する。 

２ 債務者は，督促決定に対し，これを発した裁判所に督促異議の申立てをすることができる。 

 

 

第３２４条（督促決定の記載事項） 

１ 督促決定には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

二 求める決定及び請求を特定するのに必要な事実 

三 一定額の金銭の支払いを命ずる旨 

２ 第１項の督促決定には，債務者が督促決定の送達を受けた日から二週間以内に督促異議の申立てをしないときは，職権に

より仮執行の宣言をする旨を付記しなければならない。 

 

 

第３２５条（督促決定の送達） 

１ 裁判所は督促決定を債権者に通知し，かつ債務者に送達しなければならない。 

２ 督促決定の効力は，債務者に送達された時に生ずる。 

３ 債権者が申し出た場所に債務者の住所，居所，営業所，事務所又は主たる業務担当者の住所がないため，督促決定を送達

することができないときは，裁判所は，その旨を債権者に通知しなければならない。この場合において，債権者が通知を受けた

日から二月の期間内にその申出に係る場所以外の送達をすべき場所の申出をしないときは，督促決定の発付を求める申立て

を取り下げたものとみなす。 

４ 第３項後段に規定する期間は伸長することができない。 

 

 

第３２６条（仮執行の宣言前になされた督促異議の申立ての却下） 

１ 裁判所が，仮執行の宣言前になされた督促異議の申立てを不適法であると認めるときは，決定で，その督促異議の申立てを

却下しなければならない。 

２ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３２７条（仮執行の宣言前になされた督促異議の申立ての効果） 

１ 仮執行の宣言前に適法な督促異議の申立てがあったときは，督促決定は，その督促異議の限度で効力を失う。 

２ 第１項の場合，督促異議に係る請求については，督促決定の発付を求める申立ての時に，第３２０条（督促決定の発付を求め

る申立て）に定める裁判所に訴えの提起があったものとみなす。この場合においては，督促手続の費用は，訴訟費用の一部と

する。 

 

 

第３２８条（仮執行の宣言） 

１ 債務者が督促決定の送達を受けた日から二週間以内に督促異議の申立てをしないとき又は仮執行の宣言前になされた督促

異議の申立てを却下する決定が確定したときは，裁判所は，職権により，督促決定に手続の費用額を付記して仮執行の宣言

をしなければならない。 

２ 仮執行の宣言は，督促決定に記載し，これを当事者に送達しなければならない。 

３ 第１９７条（仮執行の宣言の失効及び原状回復）及び第３２５条（督促決定の送達）第二項の規定は，第一項の仮執行の宣言

について準用する。 

第３２９条（仮執行の宣言後になされた督促異議の申立て） 

１ 仮執行の宣言を付した督促決定に対する第３２３条（督促決定の発付等）第２項の督促異議の申立ては，その送達を受けた

日から二週間以内にしなければならない。 

２ 第１項の期間は伸長することができない。 
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第３３０条（仮執行の宣言後になされた督促異議の申立ての却下） 

１ 裁判所が，仮執行の宣言後になされた督促異議の申立てを不適法であると認めるときは，決定で，その督促異議の申立てを

却下しなければならない。 

２ 第１項の決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３３１条（仮執行の宣言後になされた督促異議の申立てによる訴訟への移行） 

 仮執行の宣言後に，督促異議の申立てが適法になされたときは，督促異議に係る請求については，督促決定の発付を求める

申立ての時に，督促決定を発した裁判所に訴えの提起があったものとみなす。この場合においては，督促手続の費用は，訴訟費

用の一部とする。 

 

 

第３３２条（仮執行宣言後に移行した訴訟における判決） 

１ 第３３１条（仮執行の宣言後になされた督促異議の申立てによる訴訟への移行）の規定により移行した訴訟においてなされる

判決が，督促決定と符合するときは，裁判所は，仮執行の宣言を付した督促決定を認可しなければならない。ただし，督促手

続が法律に違反してなされたものであるときは，この限りでない。 

２ 第１項の規定により仮執行の宣言を付した督促決定を認可する場合を除き，第３３１条（仮執行の宣言後になされた督促異議

の申立てによる訴訟への移行）の規定により移行した訴訟においてなされる判決においては，仮執行の宣言を付した督促決定

を取り消さなければならない。 

 

 

第３３３条（督促決定の効力） 

 仮執行の宣言を付した督促決定に対する督促異議の申立てがないとき，又は仮執行の宣言を付した督促決定に対する督促異

議の申立てを却下する決定が確定したときは，督促決定は，確定判決と同一の効力を有する。 

 

 

第六編 強制執行 

第一章 通則 

第一節 趣旨 
 

第３３４条（趣旨） 

 民法その他の法律により定められた請求権又は担保権を有する者は，他の法律に特別の定めがある場合のほか，本編の定

めるところに従い，強制執行によってその実現を求めることができる。 

 

 

第３３５条（第二編から第四編の規定の準用） 

特別の定めのある場合を除き，強制執行の手続に関しては，第二編から第四編の規定を準用する。 

 

 

第二節 執行機関 
 

第３３６条（執行機関） 

１ 強制執行は，当事者の申立てにより，執行機関が行う。 

２ 執行機関は，執行裁判所又は執行官とする。 

３ 本編の規定により強制執行を行うべき始審裁判所を執行裁判所とする。 

４ 執行官が行う執行処分に対する不服申立てについての裁判は，その執行官の所属する始審裁判所が行う。 

 

 

第３３７条（執行裁判所等の裁判等） 

１ 執行裁判所の裁判は，決定でする。 

２ 執行裁判所は，執行処分をするに際し，必要があると認めるときは，利害関係を有する者その他参考人を審尋することができ

る。 

３ 執行官が行う執行処分に対する不服申立てについての裁判を始審裁判所がする場合も，第１項及び第２項と同様とする。 

 

 

第３３８条（執行官等の職務の執行の確保） 

１ 執行官は，職務の執行に際し抵抗を受けるときは，その抵抗を排除するために，威力を用い，又は警察その他の秩序維持機
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能を担当する国家機関の援助を求めることができる。 

２ 執行官以外の者で執行裁判所の命令により強制執行に関する職務を行う者は，職務の執行に際し抵抗を受けるときは，執行

官に対し，援助を求めることができる。 

 

 

第３３９条（立会人） 

 執行官又は執行裁判所の命令により強制執行に関する職務を行う者は，人の住居に立ち入つて職務を執行するに際し，住居

主，その代理人又は同居の親族若しくは使用人その他の従業者で相当のわきまえのあるものに出会わないときは，コミューンの

職員，警察官その他証人として相当と認められる者を立ち会わせなければならない。執行官が第３３８条（執行官等の職務の執

行の確保）第１項の規定により威力を用い，又は警察その他の秩序維持機能を担当する国家機関の援助を受けるときも，同様と

する。 

 

 

第３４０条（休日又は夜間の執行） 

１ 執行官又は執行裁判所の命令により強制執行に関する職務を行う者は，日曜日，法令で定めるその他の休日又は午後６時

から翌日の午前６時までの間に人の住居に立ち入つて職務を執行するには，その所属する始審裁判所又はその命令を発した

執行裁判所の許可を受けなければならない。 

２ 執行官又は執行裁判所の命令により強制執行に関する職務を行う者は，職務の執行に当たり，第１項の規定により許可を受

けたことを証する文書を提示しなければならない。 

 

 

第３４１条（身分証明書等の携帯） 

 執行官又は執行裁判所の命令により強制執行に関する職務を行う者は，職務を執行する場合には，その身分又は資格を証す

る文書を携帯し，利害関係を有する者の請求があつたときは，これを提示しなければならない。 

 

 

第３４２条（官庁に対する援助請求） 

 強制執行のため必要がある場合には，執行裁判所は，所管の官庁に対し，援助を求めることができる。 

 

 

第３４３条（強制執行の手続における抗告の特則） 

１ 本編に定める抗告は，第３０５条（原決定の効力の停止）の規定にもかかわらず，原決定の効力を停止させない。 

２ 抗告裁判所は，抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間，次の各号に定める決定をすることができる。 

 一 担保を立てさせ，又は立てさせないで，原決定の効力の停止を命ずること 

 二 担保を立てさせ，又は立てさせないで，強制執行の手続の全部又は一部の停止を命ずること 

 

 

第３４４条（執行異議） 

１ 執行裁判所の執行処分で抗告をすることができないものに対しては，執行裁判所に執行異議を申し立てることができる。 

２ 執行官の執行処分及びその遅怠に対しては，その所属する始審裁判所に執行異議を申し立てることができる。 

３ 第３４３条（強制執行の手続における抗告の特則）第２項の規定は，執行異議の申立てがあつた場合について準用する。 

 

 

第３４５条（取消決定等に対する抗告） 

１ 次に掲げる決定に対しては，抗告をすることができる。 

 一 強制執行の手続を取り消す旨の執行裁判所の決定 

 二 執行官に強制執行の手続の取消しを命ずる始審裁判所の決定 

 三 強制執行の手続を取り消す執行官の処分に対する執行異議の申立てを却下する始審裁判所の決定 

２ 第１項の規定により抗告をすることができる決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

第３４６条（専属管轄） 

 本編に規定する裁判所の管轄は，専属とする。 

 

 

第三節 執行当事者及び代理人 
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第３４７条（当事者の呼称） 

 本編においては，強制執行の申立てをした者を執行債権者，その相手方とされた者を執行債務者という。 

 

 

第３４８条（強制執行に関する手続における任意代理人） 

１ 強制執行に関する手続における任意代理については，次に定めるところによる。 

 一 第六編に定める訴え又は抗告に関する手続については，第５３条（任意代理人の資格）第１項の規定による。 

 二 第一号に定める場合を除き，強制執行に関して執行裁判所又は始審裁判所がする手続においては，第５３条（任意代理人

の資格）第１項により任意代理人となることができる者以外の者は，執行裁判所又は始審裁判所の許可を受けて任意代理

人となることができる。 

 三 執行官の行う手続においては，何ぴとも任意代理人となることができる。 

２ 執行裁判所又は始審裁判所は，第１項第二号の許可をいつでも取り消すことができる。 

 

 

第四節 強制執行の要件 
 

第３４９条（強制執行の申立ての方式） 

１ 強制執行の申立ては，書面でしなければならない。 

２ 強制執行の申立書には，次に掲げる事項を記載し，執行名義の執行力ある正本を添付しなければならない。 

一 執行債権者及び執行債務者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

二 執行名義の表示 

三 直接強制，代替執行又は間接強制のいずれを求めるかの区別 

四 直接強制の場合には，強制執行の目的とする財産の表示と執行債権者が求める強制執行の方法 

五 代替執行又は間接強制の場合には，執行債権者が求める裁判の内容 

３ 金銭の支払を命ずる執行名義に記載された請求権の一部について執行債権者が強制執行を求めるときは，その旨及びその

範囲を，強制執行の申立書に記載しなければならない。 

 

 

第３５０条（執行名義） 

１ 強制執行は，執行名義により行う。 

２ 執行名義とは，次に掲げるものをいう。 

 一 確定した給付判決 

 二 仮執行の宣言を付した給付判決 

 三 給付を命ずる決定。但し，確定しなければその効力を生じない決定にあっては，確定したものに限る。 

 四 仮執行の宣言を付した督促決定 

 五 第６６条（訴訟費用額の確定手続）第１項に規定する書記官の処分 

 六 一定額の金銭の支払を目的とする請求について公証人が作成した公正証書。但し，債務者が直ちに強制執行に服する旨

の陳述が記載されているものに限る。 

 七 第３５２条（外国裁判所の判決の執行判決）により確定した執行判決がなされた外国裁判所の判決 

 八 第３５３条（仲裁判断の執行決定）により確定した執行決定がなされた仲裁判断 

 九 第２２２条（和解調書等の効力）に定める調書その他確定判決と同一の効力を有する調書 

 

 

第３５１条（強制執行をすることができる者の範囲） 

１ 強制執行は，次に掲げる者を執行債権者又は執行債務者として，することができる。 

 一 執行名義に記載された当事者 

 二 執行名義に記載された当事者が他人のために当事者となつた場合のその他人 

 三 第一号及び第二号に掲げる者の執行名義成立後における権利又は義務の承継人。但し，第３５０条（執行名義）第一号，

第二号，第七号又は第八号に掲げる執行名義にあっては，訴訟係属後における権利又は義務の承継人 

２ 第３５０条（執行名義）第２項第一号ないし第三号及び第七号ないし第九号の執行名義による強制執行は，第１項各号に掲げ

る者のために請求の目的物を所持する者に対しても，することができる。 

第３５２条（外国裁判所の判決の執行判決） 

１ 外国裁判所の判決に基づいて強制執行をするには，カンボジアの裁判所の執行判決を得なければならない。 

２ 外国裁判所の判決についての執行判決を求める訴えは，執行債務者の第８条（住所等によって定まる管轄）所定の地を管轄

する裁判所が管轄し，同条によっては管轄裁判所が定まらないときは，請求の目的又は差し押さえることができる執行債務者

の財産の所在地を管轄する始審裁判所が管轄する。 

３ 第２項の訴えは，外国裁判所の判決が，確定したことが証明されないとき，又は第１９９条（外国裁判所の確定判決の効力）各
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号に掲げる要件を具備しないときは，却下しなければならない。 

４ 執行判決は，外国裁判所の判決の当否を調査せずに，しなければならない。 

５ 執行判決においては，外国裁判所の判決による強制執行を許す旨を宣言しなければならない。 

 

 

第３５３条（仲裁判断の執行決定） 

１ 仲裁判断に基づいて強制執行をするには，内国仲裁判断であると外国仲裁判断であるとを問わず，裁判所の執行決定を得

なければならない。 

２ 仲裁判断の執行決定を申し立てる当事者は，次に掲げる書類を提出しなければならない。 

 一 正当に認証された仲裁判断の原本又は正当に証明されたその謄本 

 二 仲裁契約の原本又は正当に証明されたその謄本 

３ 裁判所は，仲裁判断が不利益に援用される当事者が次に掲げる事実を証明したときは，仲裁判断の執行を拒むことができ

る。 

 一 仲裁契約の当事者が無能力であったこと又はその仲裁契約が両当事者がその準拠法として指定した法令により若しくはそ

の指定がなかったときは判断がなされた国の法令により無効であったこと 

 二 仲裁判断が不利益に援用される当事者が仲裁人の選定若しくは仲裁手続について適当な告知を受けなかったこと又はそ

の他の理由により防禦することが不可能であったこと 

 三 仲裁判断が仲裁付託の条項に定められていない紛争若しくはその条項の範囲内にない紛争に関するものであること又は

仲裁に付託された事項の範囲をこえる事項に関する判断を含むこと 

 四 仲裁廷の構成又は仲裁手続が当事者の合意に従っていなかったこと又はそのような合意がないときは仲裁が行われた国

の法令に従っていなかったこと 

 五 仲裁判断が未だ当事者を拘束するものとなるに至っていないこと又はその判断がされた国若しくはその判断の基礎となっ

た法令の属する国の裁判所により取消され若しくは停止されたこと 

４ 裁判所は，次に掲げる事実を認めるときは，仲裁判断の執行を拒むことができる。 

 一 紛争の対象事項が仲裁により解決することができないものであること 

 二 仲裁判断の承認又は執行が公の秩序に反すること 

５ 内国仲裁判断についての執行決定を求める申立ては，執行債務者の第８条（住所等によって定まる管轄）所定の地を管轄す

る裁判所が管轄し，同条によっては管轄裁判所が定まらないときは，請求の目的又は差し押さえることができる債務者の財産

の所在地を管轄する始審裁判所が管轄する。 

６ 外国仲裁判断についての執行決定を求める申立ては，控訴裁判所が管轄する。 

７ 執行決定は，第３項及び第４項に掲げる場合を除き，仲裁判断の当否を調査せずにしなければならない。 

８ 執行決定においては，仲裁判断による強制執行を許す旨を宣言しなければならない。 

９ 執行決定を求める申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

１０ 執行決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第３５４条（執行文の必要性及び付与機関） 

１ 強制執行は，執行文の付された執行名義の正本に基づいて実施する。ただし，以下に掲げる執行名義により，これに記載さ

れた当事者を執行債権者及び執行債務者とする強制執行は，その正本に基づいて実施する。 

 一 少額訴訟における確定判決 

 二 仮執行の宣言を付した少額訴訟の判決 

 三 仮執行の宣言を付した督促決定 

２ 執行文は，事件の記録の存する裁判所の書記官が，申立てにより，付与する。ただし，第３５０条（執行名義）第２項第６号に

定める執行名義については，その原本を保存する公証人が，これを付与する。 

 

 

第３５５条（執行文付与の申立て） 

１ 執行文付与の申立ては，次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

 一 執行債権者及び執行債務者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 二 執行名義の表示 

 三 第３５６条（特別執行文）又は第３５８条（執行文の数通付与等）第１項の規定による執行文の付与を求めるときは，その旨

及びその事由 

２ 執行名義が確定しなければその効力を生じない裁判である場合において，執行債権者がその執行名義について執行文の付

与の申立てをするときは，申立書にその裁判の確定を証する文書を添付しなければならない。ただし，その裁判が確定したこと

が記録上明らかであるときはこの限りでない。 

３ 第１項の規定は，執行債権者が第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第１項但書に定める執行名義の正本の交付を更

に求める場合について準用する。 
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第３５６条（特別執行文） 

１ 執行名義に記載された請求権が停止条件付又は不確定期限付であるときは，書記官又は公証人は，執行債権者がその条件

の成就又は不確定期限の到来を証明したときに限り，執行文を付与することができる。 

２ 執行名義に記載された当事者以外の者を執行債権者又は執行債務者として強制執行をするには，執行債権者は，そのこと

を記載した執行文の付与を受けなければならない。 

３ 第２項に規定する執行文は，執行名義に記載された当事者以外の者を執行債権者若しくは執行債務者として強制執行をする

ことができることが明白であるとき，又は執行債権者が文書をもってそのことを証明するときに，書記官又は公証人が，付与す

ることができる。 

４ 書記官が，第１項又は第３項により執行文を付与するときは，その所属する裁判所の許可を得なければならない。 

 

 

第３５７条（執行文の記載事項） 

１ 執行文の付与は，以下の各号に掲げる事項を執行名義の正本の末尾に付記する方法により行う。 

 一 その執行名義により強制執行の実施を求めることができる者及びその相手方 

 二 第３５６条（特別執行文）の規定により執行文を付与した場合には，その旨 

 三 執行名義に記載された請求権の一部について執行文を付与するときは，強制執行をすることができる範囲 

 四 第３５８条（執行文の数通付与等）第１項の規定により執行文を付与するときは，その旨 

２ 執行文には，付与の年月日を記載して書記官又は公証人が署名しなければならない。 

 

 

第３５８条（執行文の数通付与等） 

１ 執行文は，請求権の完全な弁済を得るため執行文の付された執行名義の正本が数通必要であるとき，又はこれが滅失したと

きに限り，更に付与することができる。 

２ 書記官又は公証人は，第１項の規定にしたがい執行文を付与した場合は，執行債務者に対し，その旨，その事由及び執行文

を付与した正本の数を通知しなければならない。 

３ 第１項及び第２項の規定は，第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第１項但書に定める執行名義の正本を更に交付する

場合について準用する。 

 

 

第３５９条（執行名義の原本への記入） 

１ 書記官又は公証人は，執行文を付与したときは，執行名義の原本に以下の事項を記載しなければならない。 

 一 執行文を付与したこと，付与の年月日及び執行文を付与した正本の数 

 二 執行名義に記載された請求権の一部について付与したときは，強制執行をすることができる範囲 

 三 第３５６条（特別執行文）第２項の規定により執行文を付与したときは，その旨及び執行債権者又は執行債務者の氏名又は

名称 

２ 書記官は，第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第１項但書に定める執行名義の正本を更に交付したときは，当該判決

又は当該督促決定の原本にその旨，交付の年月日及び交付した正本の数を記載しなければならない。 

 

 

第３６０条（執行名義等の送達） 

 強制執行は，執行名義又は確定により執行名義となるべき裁判の正本又は謄本があらかじめ執行債務者に送達されたときに

限り，開始することができる。第３５６条（特別執行文）の規定により執行文が付与された場合においては，執行文及び同条の規

定により執行債権者が提出した文書の謄本も，あらかじめ送達されなければならない。 

 

 

第３６１条（執行機関が調査すべき執行開始の要件） 

１ 執行名義に記載された請求権が確定期限付である場合においては，執行機関は，その期限の到来後に限り，強制執行を開

始することができる。 

２ 担保を立てることを強制執行の実施の条件とする執行名義による強制執行については，執行機関は，執行債権者が担保を

立てたことを証する文書を提出したときに限り，強制執行を開始することができる。 

３ 執行債務者の給付が執行債権者の反対給付と引換えにすべきものである場合においては，執行機関は，執行債権者が反対

給付又はその提供のあつたことを証明したときに限り，強制執行を開始することができる。 
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第３６２条（執行文の付与等に関する異議の申立て） 

１ 執行文の付与の申立てに関する処分に対しては，書記官の処分にあってはその書記官の所属する裁判所に，公証人の処分

にあってはその公証人の役場の所在地を管轄する始審裁判所に異議を申し立てることができる。 

２ 第１項の規定による申立てについての裁判は，決定でする。 

３ 第１項及び第２項の規定は，第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第１項但書に定める執行名義の正本を更に交付する

ことが申し立てられた場合に準用する。 

 

 

第五節 執行関係訴訟 
 

第３６３条（請求異議の訴え） 

１ 執行名義に記載された請求権の存在又は内容について異議のある執行債務者は，その執行名義による強制執行の不許を

求めるために，請求異議の訴えを提起することができる。ただし，第３５０条（執行名義）第２項第二号又は第四号に掲げる執

行名義で確定前のものについては，この限りでない。 

２ 確定判決についての異議の事由は，口頭弁論の終結後に生じたものに限る。 

３ 第１項の訴えは，次の各号に掲げる執行名義の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める裁判所が管轄する。 

一 第３５０条（執行名義）第２項第一号から第四号まで

又は第七号から第九号までに掲げる執行名義 

当該裁判手続の始審裁判所 

二 第３５０条（執行名義）第２項第五号に掲げる執行名

義 

同号の処分をした書記官の所属する裁判所 

三 第３５０条（執行名義）第２項第六号に掲げる執行名

義 

被告の第８条（住所等によって定まる管轄）所定の地を管轄する

裁判所。同条による管轄裁判所がないときは，請求の目的又は

差し押さえることができる執行債務者の財産の所在地を管轄す

る始審裁判所 

 

 

第３６４条（執行文付与に対する異議の訴え） 

１ 第３５６条（特別執行文）の規定により執行文が付与された場合において，条件が成就したこと，不確定期限が到来したこと又

は執行名義に記載された当事者以外の者を執行債権者若しくは執行債務者として強制執行をすることができることについて異

議のある執行債務者は，その執行文の付された執行名義の正本に基づく強制執行の不許を求めるために，執行文付与に対

する異議の訴えを提起することができる。 

２ 第３６３条（請求異議の訴え）第４項の規定は，第１項の訴えについて準用する。 

 

 

第３６５条（第三者異議の訴え） 

１ 強制執行の目的物について所有権その他目的物の譲渡又は引渡しを妨げる権利を有する第三者は，執行債権者に対し，そ

の強制執行の不許を求めるために，第三者異議の訴えを提起することができる。 

２ 第１項の訴えは，執行裁判所が執行機関となる強制執行については執行裁判所が，執行官が執行機関となる強制執行につ

いてはその執行官の所属する始審裁判所が管轄する。 

 

 

第六節 強制執行の停止・取消し 
 

第３６６条（再審の訴えの提起等に伴う執行停止の裁判） 

１ 次に掲げる場合には，裁判所は，申立てにより，担保を立てさせて，又は立てさせないで強制執行の一時の停止を命じること

ができる。 

一 再審の訴えの提起があった場合において，不服の理由として主張した事情が法律上理由があるとみえ，事実上の点につ

いて疎明があったとき。 

二 仮執行の宣言を付した判決に対する上告の提起があった場合において，原判決の破棄の原因となるべき事情について疎

明があったとき。 

三 仮執行の宣言を付した判決に対する控訴の提起又は仮執行の宣言を付した督促決定に対する督促異議の申立てがあっ

た場合において，原判決又は督促決定の取消し又は変更の原因となるべき事情について疎明があったとき。 

四 仮執行の宣言を付した欠席判決に対する故障の申立てがあった場合において，欠席判決の取消し又は変更の原因となる

べき事情について疎明があったとき。 

２ 第１項各号の場合には，裁判所は，申立てにより，強制執行の一時の停止とともに，担保を立てさせて既にした執行処分の取

消しを命ずることができる。 

３ 仮執行の宣言を付した判決に対する上告の提起又は仮執行の宣言を付した判決に対する控訴の提起があった場合において，
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訴訟記録が原裁判所に存するときは，その裁判所が，第１項及び第２項に規定する申立てについての裁判をする。 

 

 

第３６７条（請求異議の訴え等の提起に伴う執行停止の裁判） 

１ 請求異議の訴え，執行文付与に対する異議の訴え又は第三者異議の訴えの提起があった場合において，主張した異議事由

について疎明があったときは，受訴裁判所は，申立てにより，終局判決において第３６８条（終局判決における執行停止の裁判

等）第１項の裁判をするまでの間，担保を立てさせ，若しくは立てさせないで強制執行の一時の停止を命じることができる。 

２ 第１項の場合には，受訴裁判所は，申立てにより，強制執行の一時の停止とともに，担保を立てさせて既にした執行処分の取

消しを命ずることができる。 

３ 請求異議の訴え又は執行文付与に対する異議の訴えが提起された場合において，主張した異議事由について疎明があり，

かつ急迫の事情があるときは，執行裁判所又は執行官の所属する始審裁判所は，申立てにより，第１項の規定による裁判の

正本を提出すべき期間を定めて，第１項又は第２項に規定する決定をすることができる。この裁判は，第１項に定める訴えの提

起前においてもすることができる。 

４ 第３項の規定により定められた期間を経過したとき，又はその期間内に第１項又は第２項の規定による裁判が執行裁判所若

しくは執行官に提出されたときは，第３項の決定は，その効力を失う。 

 

 

第３６８条（終局判決における執行停止の裁判等） 

受訴裁判所は，請求異議の訴え，執行文付与に対する異議の訴え又は第三者異議の訴えについての終局判決において，第

３６７条（請求異議の訴え等の提起に伴う執行停止の裁判）第１項又は第２項に規定する処分を命じ，又は既にした第１項又は第

２項の規定による裁判を取り消し，変更し，若しくは認可することができる。この裁判は，本条が定める訴えについての終局判決

の言渡しの時から効力を生ずる。 

 

 

第３６９条（執行文の付与等に関する異議の申立てに伴う執行停止の裁判等） 

 執行文の付与等に関する異議の申立てがあった場合において，裁判所は，必要と認めるときは，申立てにより，異議について

の裁判をするまでの間，担保を立てさせ，又は立てさせないで強制執行の停止を命じることができる。 

 

 

第３７０条（強制執行の停止及び取消し） 

１ 次に掲げる文書の提出があつたときは，執行裁判所又は執行官は，強制執行を停止し，かつ既にした執行処分を取り消さな

ければならない。 

一 第３５０条（執行名義）第２項第六号の公正証書を除く執行名義を取り消す旨を記載した裁判の正本又は仮執行の宣言を

取り消す旨を記載した裁判の正本 

二 強制執行を許さない旨を記載した裁判の正本 

三 執行名義に係る和解又は認諾の効力がないことを宣言する確定判決の正本 

四 第３５０条（執行名義）第２項第二号から第五号までに掲げる執行名義が訴えの取下げその他の事由により効力を失ったこ

とを証する調書の正本その他の書記官の作成した文書 

五 強制執行をしない旨又はその申立てを取り下げる旨を記載した裁判上の和解の調書の正本 

六 強制執行を免れるための担保を立てたことを証する文書 

七 強制執行の停止及び執行処分の取消しを命ずる旨を記載した裁判の正本 

２ 次に掲げる文書の提出があつたときは，執行裁判所又は執行官は，強制執行を停止しなければならない。ただし，第二号の

場合には停止の効力は２か月に限る。 

一 強制執行の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判の正本 

二 債権者が，執行名義の成立後に，弁済を受け，又は弁済の猶予を承諾した旨を記載した文書 

３ 第３４５条（取消決定等に対する抗告）の規定は，第１項の規定により執行処分を取り消す場合については適用しない。 

 

 

第七節 執行費用・執行記録の閲覧 
 

第３７１条（執行費用及び手続費用の意義） 

 次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 執行費用 第第３７２条（申立て手数料）に定める申立て手数料，第３７３条（手数料以外の費用）に定める手

数料以外の費用及び第３７４条（当事者費用）に定める当事者費用をいう。 

二 手続費用 第一号に定める執行費用のうち共益費用であるものをいう。 
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第３７２条（申立て手数料） 

１ 執行債権者は，執行裁判所に対して強制執行の申立てをする場合には，１万リエルの手数料を裁判所に納めなければならな

い。 

２ 執行債権者は，執行官に対して強制執行の申立てを行う場合には，別に定めるところにより，手数料を納めなければならな

い。 

 

 

第３７３条（手数料以外の費用） 

 裁判所が書類の送達その他の強制執行における手続上の行為をするため必要な費用として裁判所が定める金額は，費用とし

て，執行債権者が納めるものとする。 

 

 

第３７４条（当事者費用） 

第３７２条（申立て手数料）及び第３７３条（手数料以外の費用）に定めるものの他，強制執行の実施のために必要であると裁判

所が認めた費用を当事者費用とする。 

 

 

第３７５条（予納） 

１ 執行裁判所に対し強制執行の申立てをするときは，申立人は，強制執行の手続に必要な費用として執行裁判所の定める金

額を予納しなければならない。予納した費用が不足する場合において，執行裁判所が不足する費用の予納を命じたときも，同

様とする。 

２ 申立人が費用を予納しないときは，執行裁判所は，強制執行の申立てを却下し，又は強制執行の手続を取り消すことができ

る。 

３ 第２項の規定により申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３７６条（執行費用の負担） 

１ 執行費用は，執行債務者の負担とする。 

２ 金銭の支払を目的とする債権についての強制執行にあっては，執行費用は，その執行手続において，執行名義を要しないで，

同時に，取り立てることができる。 

 

 

第３７７条（担保の提供） 

この編の規定により担保を立てるには，当事者は，担保を立てるべきことを命じた裁判所又は執行裁判所に，金銭又は裁判所

が相当と認める有価証券を寄託する方法によらなければならない。 

 

 

第３７８条（強制執行の事件の記録の閲覧等） 

１ 執行裁判所の行う強制執行について，利害関係を疎明した者は，裁判所に対し，手数料を納付して事件の記録の閲覧若しく

は謄写，その正本，謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。 

２ 執行官の行う強制執行について，利害関係を疎明した者は，執行官に対し，手数料を納付して事件の記録の閲覧若しくは謄

写，その正本，謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。 

 

 

第二章 金銭の支払を目的とする請求権についての強制執行 

第一節 差押可能財産 
 

第３７９条（原則） 

 差押えは，本法又はその他の法律に別段の定めがある場合を除き，執行債務者に帰属する有形又は無形のすべての財産に

対して行うことができる。 

 

 

第３８０条（差押禁止動産） 

 次に掲げる動産は，差し押さえてはならない。 

 一 執行債務者及び執行債務者と生計を共通にする同居の親族の生活に欠くことができない衣服，寝具，家具，台所用具及び

建具 

 二 執行債務者及び執行債務者と生計を共通にする同居の親族の生活に必要な二月間の食料及び燃料 
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 三 生活扶助，教育扶助，医療扶助，その他執行債務者の生活の保護のために国又は地方から給付を受けた金銭又は物品 

 四 第三号に定める金銭のほか，１００万リエルに達するまでの金銭 

 五 主として自己の労力により農業を営む者の農業に欠くことができない器具，肥料，労役の用に供する家畜及びその飼料並

びに次の収穫まで農業を続行するために欠くことができない種子その他これに類する農産物 

 六 主として自己の労力により漁業を営む者の水産物の採捕又は養殖に欠くことができない魚網その他の漁具，えさ及び稚魚

その他これに類する水産物 

 七 技術者，職人，労務者その他の主として自己の知的又は肉体的な労働により職業又は営業に従事する者のその業務に欠

くことができない器具その他の物。ただし，販売又は賃貸することを目的として所持する物は差し押さえることができる。 

 八 仏像，教典その他礼拝又は祭祀に直接用いるため欠くことができない物 

 九 執行債務者に必要な系譜，日記，商業帳簿及びこれらに類する書類 

 十 執行債務者又はその親族が受けた勲章その他の名誉を表章する物 

 十一 執行債務者及び執行債務者と生計を共通にする同居の親族の学校その他の教育施設における学習に必要な書類及び

器具 

 十二 発明又は著作に係る物で，まだ公表していないもの 

 十三 執行債務者及び執行債務者と生計を共通にする同居の親族に必要な義手，義足，義耳，義眼その他の身体の補足に用

いる物及び執行債務者又は同居の親族で病気の者の看護のために必要な物 

 十四 建築その他の工作物について，災害の防止又は保安のため，法令の規定により設備しなければならない消防用の機械，

器具，避難器具又はその他の備品 

 

 

第３８１条（差押禁止動産の範囲の変更） 

１ 執行官が所属する始審裁判所は，申立てにより，執行債務者及び執行債権者の生活の状況その他の事情を考慮して，執行

官がなした差押えの全部若しくは一部の取り消しを命じ，又は第３８０条（差押禁止動産）各号に掲げる動産の差押えを許すこ

とができる。 

２ 事情の変更があったときは，執行官が所属する始審裁判所は，申立てにより，第１項の規定により差押えが取り消された動産

の差押えを許し，又は同項の規定による差押えの全部若しくは一部の取消しを命ずることができる。 

３ 第１項又は第２項の規定により差押えの取消しの決定を求める申立てがあったときは，執行官が所属する始審裁判所は，そ

の決定が効力を生ずるまでの間，担保を立てさせ，又は立てさせないで，強制執行の停止を命ずることができる。 

４ 第１項又は第２項の申立てを却下する決定及びこれらの規定により差押えを許す決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第３８２条（差押禁止債権） 

１ 給料，賃金，その他給与の性質を有する債権は，執行債務者がその支払期に支払を受けるべき金額から租税及び社会保険

料を控除した残額について，次に掲げる各号に従ってのみ差押えをすることができる。 

 一 一月当たり２０万リエルに達するまでの部分は，その全額を差し押さえることができない。 

 二 一月当たり２０万リエルを超え６０万リエルまでの部分は，その四分の一に相当する金額を超えて差し押さえることができな

い。 

 三 一月当たり６０万リエルを超え２００万リエルまでの部分は，その三分の一に相当する金額を超えて差し押さえることができ

ない。 

 四 一月当たり２００万リエルを超え４００万リエルまでの部分は，その二分の一に相当する金額を超えて差し押さえることがで

きない。 

 五 一月当たり４００万リエルを超え６００万リエルまでの部分は，その三分の二に相当する金額を超えて差し押さえることがで

きない。 

 六 一月当たり６００万リエルを超える部分は，その全額を差し押さえることができる。 

２ 生活扶助，教育扶助，医療扶助，その他執行債務者の生活の保護の趣旨を有する債権は，差し押さえてはならない。 

 

 

第３８３条（差押禁止債権の範囲の変更） 

１ 執行裁判所は，申立てにより，執行債務者及び執行債権者の生活の状況その他の事情を考慮して，差押決定の全部若しく

は一部を取り消し，又は第３８２条（差押禁止債権）の規定により差し押さえてはならない債権の全部又は一部について，差押

決定をすることができる。 

２ 事情の変更があったときは，執行裁判所は，申立てにより，第１項の規定により差押決定が取り消された債権を差し押さえ，

又は同項の規定による差押決定の全部若しくは一部を取り消すことができる。 

３ 第１項又は第２項の申立てがあったときは，執行裁判所は，その決定が効力を生ずるまでの間，担保を立てさせ，又は立てさ

せないで，第４０２条（債権執行の意義・執行裁判所）第２項に定める第三債務者に対し，支払その他の給付の禁止を命ずるこ

とができる。 

４ 第１項又は第２項の規定による差押決定の取消しの申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 
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第二節 動産執行 
 

第３８４条（動産執行の開始） 

１ 動産に対する強制執行の申立ては，目的物の所在地を管轄する始審裁判所に所属する執行官に対してしなければならな

い。 

２ 動産執行の申立書には，第３４９条（強制執行の申立ての方式）第２項各号に掲げる事項のほか，差し押さえるべき動産が所

在する場所を記載しなければならない。 

３ 動産に対する強制執行は，執行官の目的物に対する差押えにより開始する。 

４ 本編にいう動産には，土地から分離する前の天然果実で一月以内に収穫することが確実であるものを含む。 

５ 執行官は，差押えの場所において執行債務者に出会ったときは，差押えの着手に先立って，任意の弁済を催告しなければな

らない。 

６ 動産執行においては，執行官は，執行債権者のために，その債権及び執行費用の弁済を受領することができる。 

 

 

第３８５条（執行債務者の占有する動産の差押え） 

１ 執行債務者の占有する動産の差押えは，執行官がその動産を占有して行う。 

２ 執行官は，第１項の差押えをするに際し，執行債務者の住居その他執行債務者の占有する場所に立ち入り，差し押さえられ

る動産を捜索することができる。この場合において，必要があるときは，閉鎖した戸及び金庫その他の容器を開くために必要な

処分をすることができる。 

３ 執行官は，差し押さえるべき動産の選択に当たっては，執行債権者の利益を害しない限り，執行債務者の利益を考慮しなけ

ればならない。 

４ 執行官は，相当であると認めるときは，執行債務者に差し押さえた動産を保管させることができる。この場合においては，差押

えは，差し押さえた動産について封印その他の方法で差押えの表示をしたときに限り，その効力を有する。 

５ 執行官は，第４項の規定により執行債務者に差し押さえた動産を保管させる場合において，相当と認めるときは，その使用を

許可することができる。 

６ 執行官は，必要があると認めるときは，第４項の規定により執行債務者に保管させた動産を自ら保管し，又は第５項の規定に

よる許可を取り消すことができる。第２項の規定は，執行官が執行債務者に保管させた動産を自ら保管する場合に準用する。 

 

 

第３８６条（執行債務者以外の者の占有する動産の差押え） 

第３８５条（執行債務者の占有する動産の差押え）第１項，第３項，第４項，第５項及び第６項の規定は，執行債権者の占有す

る動産又は第三者の占有する動産で第三者が提出を拒まないものの差押えについて準用する。 

 

 

第３８７条（登録された自動車等に関する特則） 

１ 差し押さえた自動車又は自動二輪車が，登録簿に登録されたものであるときは，執行官は，その登録簿に差押えがあった旨

を記載するよう所管官庁に嘱託しなければならない。 

２ 第１項の自動車又は自動二輪車に対する差押えの効力は，登録簿に差押えがあった旨の記載があったときに生ずる。 

３ 第１項及び第２項の規定は，自動車又は自動二輪車以外の登録を必要とする動産に対しても，同様に適用される。 

 

 

第３８８条（事件の併合） 

１ 差押えを受けた執行債務者に対し，その差押えの場所についてさらに動産執行の申立てがあった場合においては，執行官は，

まだ差し押さえていない動産があるときはこれを差し押さえ，差し押さえるべき動産がないときはその旨を明らかにして，その動

産執行事件と先の動産執行事件とを併合しなければならない。仮差押えの執行を受けた執行債務者に対し，その執行の場所

についてさらに動産執行の申立てがあったときも，同様とする。 

２ 第１項前段の規定により２個の動産執行事件が併合されたときは，後の事件において差し押さえられた動産は，併合の時に，

先の事件において差し押さえられたものとみなし，後の事件の申立ては，配当要求の効力を生ずる。先の執行債権者が動産

執行の申立てを取り下げたとき，又はその申立てにより開始された手続きが停止され，若しくは取り消されたときは，先の事件

において差し押さえられた動産は，併合の時に，後の事件のために差し押さえられたものとみなす。 

３ 第１項後段の規定により仮差押執行事件と動産執行事件とが併合されたときは，仮差押えの執行がされた動産は，併合の時

に，動産執行事件において差し押さえられたものとみなし，仮差押執行事件の申立ては，配当要求の効力を生ずる。執行債権

者が動産執行の申立てを取り下げたとき，又はその申立てにより開始された手続きが取り消されたときは，動産執行事件にお

いて差し押さえられた動産は，併合の時に，仮差押執行事件において仮差押えの執行がされたものとみなす。 

４ 執行官は，事件を併合したときは，執行債権者，仮差押執行債権者及び執行債務者に対し，その旨を通知しなければならな
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い。 

 

 

第３８９条（差押えの効力が及ぶ範囲） 

差押えの効力は，差し押さえた動産から生ずる天然の産出物に及ぶ。 

 

 

第３９０条（差し押さえた動産の引渡を命ずる決定） 

１ 差し押さえた動産を第三者が占有することとなったときは，執行官の所属する始審裁判所は，執行債権者の申立てにより，そ

の第三者に対し，差し押さえた動産を執行官に引き渡すべき旨を，決定によって命ずることができる。 

２ 第１項の申立ては，差し押さえた動産を第三者が占有していることを知った日から１週間以内にしなければならない。 

３ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

４ 第１項の規定による決定は，申立人に告知された日から二週間を経過したときは，執行してはならない。 

５ 第１項の規定による決定は，差し押さえた動産を占有する第三者に送達される前であっても，執行することができる。 

６ 第１項の規定による決定に要した費用は，その動産に対する強制執行の手続きにおいては，共益費用とする。 

 

 

第３９１条（超過差押えの禁止） 

１ 動産の差押えは，執行債権者の債権及び執行費用の弁済に必要な限度を超えてはならない。 

２ 差押えの後にその差押えが第１項の限度を超えることが明らかとなったときは，執行官は，その超える限度において差押えを

取り消さなければならない。 

 

 

第３９２条（剰余を生ずる見込みのない場合の差押えの禁止） 

１ 差し押さえるべき動産の売得金で手続費用を弁済して剰余を生ずる見込みがないときは，執行官は，差押えをしてはならな

い。 

２ 差し押さえた動産の売得金で執行債権者の債権に優先する債権及び手続費用を弁済して剰余を生ずる見込みがないときは，

執行官は，差押えを取り消さなければならない。 

 

 

第３９３条（売却の見込みのない場合の差押えの取消し） 

差し押さえた動産について，相当な方法による売却の実施をしたが，売却できず，かつ将来の売却の見込みがないときは，執

行官は，その動産の差押えを取り消すことができる。 

 

 

第３９４条（先取特権者等の配当要求） 

先取特権又は質権を有する者は，その権利を証する文書を提出して，配当要求をすることができる。 

 

 

第３９５条（売却の方法） 

１ 執行官は，差し押さえた動産を売却するには，競り売り又は入札の方法によらなければならない。 

２ 第１項の規定にかかわらず，執行官は，動産の種類，数量等を考慮して相当と認めるときは，その所属する始審裁判所の許

可を受けて，競り売り若しくは入札以外の方法によって差し押さえた動産の売却を実施し，又は，執行官以外の者に差し押さえ

た動産の売却を実施させることができる。 

３ 執行官は，売却すべき動産及び売却の方法を掲示場に掲示して公告しなければならない。 

４ 執行債務者は，買い受けの申し出をすることができない。 

５ 執行官が買受けを許したときは，買受人は，直ちに代金を支払わなければならない。 

６ 買受人が代金を支払わなかったために更に動産を売却するときは，前の買受人は，買受けの申出をすることができない。 

７ 執行官は，高価な動産を差し押さえたときは，評価人を選任し，その動産の評価をさせなければならない。 

 

 

第３９６条（売却場所の秩序の維持） 

執行官は，他の者の買受けの申出を妨げ若しくは不当に価額を引き下げる目的をもって談合するなど売却の適正な実施を妨

げる行為をした者又はその行為をさせた者に対し，売却の場所に入ることを制限し，若しくはその場所から退場させ，又は買受け

の申出をさせないことができる。 
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第３９７条（執行停止中の売却） 

１ 第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第２項第一号又は第二号に掲げる文書の提出があった場合において，差し押さえた

動産について著しい価額の減少を生ずるおそれがあるとき，又はその保管のために不相応な費用を要するときは，執行官は，

その差し押さえた動産を売却することができる。 

２ 執行官は，第１項の規定により差し押さえた動産を売却したときは，その売得金を執行官の所属する始審裁判所に寄託しな

ければならない。 

 

 

第３９８条（金銭の配当を受けるべき債権者の範囲） 

配当を受けるべき債権者は，以下の各号に掲げる者とする。 

一 執行債権者 

二 売得金については執行官がその交付を受けるまでに配当要求をした債権者 

三 差し押さえた金銭についてはその差押えをするまでに配当要求をした債権者 

 

 

第３９９条（執行官による配当の実施） 

１ 債権者が一人である場合，又は債権者が二人以上であって売得金若しくは差し押さえた金銭で各債権者の債権及び執行費

用の全部を弁済することができる場合には，執行官は，債権者に対して配当を実施し，剰余金を執行債務者に交付する。 

２ 第１項に規定する場合を除き，執行官は，売得金の交付を受けたとき又は金銭を差し押さえたときは，二週間以内の日を売得

金又は差し押さえた金銭の配当に関する協議の日と定め，各債権者に対し，その日時及び場所を通知しなければならない。債

権者間に協議が整ったときは，執行官はその協議に従って配当を実施する。 

３ 買受人が代金を納付した後に，第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第１項第一号から第七号までに掲げる文書の提出が

あった場合において，執行債権者以外に配当を受けるべき債権者があるときは，執行官は，その債権者のために配当を実施

しなければならない。 

４ 買受人が代金を納付した後に，第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第２項第一号又は第二号に掲げる文書の提出があっ

た場合においても，執行官は，配当を実施しなければならない。 

５ 確定期限の到来していない債権は，配当については，弁済期が到来したものとみなす。 

 

 

第４００条（執行官による裁判所への寄託） 

１ 第３９９条（執行官による配当の実施）第１項又は第２項の規定に従って配当を実施する場合において，その配当を受けるべ

き債権者の債権について次に掲げる事由があるときは，執行官は，その配当の額に相当する金額をその所属する始審裁判所

に寄託し，その事情を届け出なければならない。 

一 その債権が停止条件付き又は不確定期限付きであるとき。 

二 その債権が仮差押債権者の債権であるとき。 

三 第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第２項第一号に掲げる文書が提出されているとき。 

四 その債権に関する先取特権又は質権の実行を一時禁止する裁判の正本が提出されているとき。 

２ 執行官は，配当の受領のために出頭しなかった債権者に対する配当の額に相当する金銭をその所属する始審裁判所に寄託

しなければならない。 

 

 

第４０１条（始審裁判所への届出） 

 第３９９条（執行官による配当の実施）第２項に定める協議が整わないときは，執行官は，その事情をその所属する始審裁判所

に届け出なければならない。 

 

 

第三節 債権及びその他の財産権に対する執行 
 

第４０２条（債権執行の意義・執行裁判所） 

１ 金銭の支払又は動産の引渡しを目的とする債権に対する強制執行を債権執行という。 

２ 差し押さえるべき債権の債務者を第三債務者という。 

３ 債権執行については，執行債務者の第８条（住所等によって定まる管轄）所定の地を管轄する始審裁判所が，この地がないと

きは第三債務者の第８条（住所等によって定まる管轄）所定の地を管轄する始審裁判所が，執行裁判所として管轄する。 

４ 差し押さえられた債権について更に差押決定が発せられた場合において，差押決定を発した執行裁判所が異なるときは，執

行裁判所は，事件を他の執行裁判所に移送することができる。 
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第４０３条（差押決定） 

１ 債権執行の申立ては，執行裁判所に対してしなければならない。 

２ 債権執行の申立書には，第３４９条（強制執行の申立ての方式）第２項各号に掲げる事項のほか，第三債務者を表示しなけれ

ばならない。 

３ 債権の一部の差押えを申し立てるときは，執行債権者は，債権執行の申立書において，その範囲を明らかにしなければなら

ない。 

４ 債権執行は，執行裁判所の差押決定により開始する。 

５ 執行裁判所は，差押決定において，執行債務者に対し債権の取立てその他の処分を禁止し，第三債務者に対し執行債務者

への弁済を禁止しなければならない。 

６ 差押決定は，執行債務者及び第三債務者を審尋しないで発しなければならない。 

７ 差押決定は，執行債務者及び第三債務者に送達しなければならない。 

８ 差押えの効力は，差押決定が第三債務者に送達された時に生ずる。 

９ 差押決定が債務者及び第三債務者に送達されたときは，書記官は，執行債権者に対し，その旨及び送達の年月日を通知し

なければならない。 

１０ 登記のされた抵当権その他の担保権によって担保される債権に対する差押決定が効力を生じたときは，書記官は，執行債

権者の申立てにより，その債権について差押えがされた旨の登記を所管官庁に嘱託しなければならない。 

１１ 差押決定の申立てについての裁判に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第４０４条（差押えの範囲） 

１ 執行裁判所は，差し押さえるべき債権の全部について差押決定を発することができる。 

２ 差し押さえた債権の価額が執行債権者の債権及び執行費用の額を超えるときは，執行裁判所は，他の債権を差し押さえては

ならない。 

３ 債権の一部が差し押さえられ，又は仮差押えの執行を受けた場合において，その残余の部分を超えて他の差押決定が発せ

られたときは，各差押え又は仮差押えの執行の効力は，その債権の全部に及ぶ。債権の全部が差し押さえられ，又は仮差押

えの執行を受けた場合において，その債権の一部について他の差押決定が発せられたときのその差押えの効力も，同様とす

る。 

 

 

第４０５条（第三債務者の陳述の催告） 

１ 執行債権者の申立てがあるときは，執行裁判所は，差押決定を送達するに際し，第三債務者に対し，差押決定の送達の日か

ら２週間以内に，次に掲げる事項について陳述すべき旨を催告しなければならない。 

 一 差し押さえられた債権の存否並びにその債権が存在するときは，その種類，額及び内容 

 二 弁済の意思の有無及び弁済する範囲又は弁済しない理由 

 三 当該債権について執行債権者に優先する権利を有する者があるときは，その者の表示並びにその権利の種類及び優先す

る範囲 

 四 当該債権に対する他の債権者の差押え又は仮差押えの執行の有無 

２ 第三債務者は，第１項の規定による催告に対して，故意又は過失により，陳述をしなかったとき，又は不実の陳述をしたときは，

これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。 

 

 

第４０６条（債権証書の引渡し） 

１ 差し押さえられた債権について証書があるときは，執行債務者は，執行債権者に対し，その証書を引き渡さなければならな

い。 

２ 執行債権者は，差押決定に基づいて，第５２５条（動産の引渡しの強制執行）に規定する動産の引渡しの強制執行の方法に

より，第１項の証書の引渡しを受けることができる。 

 

 

第４０７条（継続的給付の差押え） 

 給料その他の継続的給付に係る債権に対する差押えの効力は，執行債権者の債権及び執行費用の額を限度として，差押えの

後に受けるべき給付に及ぶ。 

第４０８条（申立ての取下げ等の通知） 

１ 債権執行の申立てが取り下げられたときは，書記官は，差押決定の送達を受けた第三債務者に対しても，その旨を通知しな

ければならない。 

２ 債権執行の手続を取り消す旨の決定がされたときは，書記官は，差押決定の送達を受けた第三債務者に対し，その旨を通知

しなければならない。 
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第４０９条（配当要求） 

１ 執行力のある執行名義の正本を有する債権者及び文書により先取特権を有することを証明した債権者は，配当要求をするこ

とができる。 

２ 第１項の配当要求があったときは，執行裁判所は，その旨を記載した文書を第三債務者に送達しなければならない。 

３ 配当要求を却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第４１０条（金銭の支払を目的とする債権の取立て） 

１ 金銭の支払を目的とする債権を差し押さえた債権者は，執行債務者に対して差押決定が送達された日から１週間を経過した

ときは，その債権を取り立てることができる。ただし，執行債権者の債権及び執行費用の額を超えて支払を受けることができな

い。 

２ 執行債権者が第三債務者から支払を受けたときは，その債権及び執行費用は，支払を受けた額の限度で，弁済されたものと

みなす。 

３ 執行債権者は，第２項の支払を受けたときは，直ちに，その旨を執行裁判所に届け出なければならない。 

４ 執行債権者は，執行債務者に対し，差し押さえた債権の行使を怠ったことによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。 

 

 

第４１１条（第三債務者の寄託） 

１ 金銭の支払を目的とする債権が差し押さえられたときは，第三債務者は，その債権のうち差し押さえられた額又はその債権の

全額に当たる金銭を執行裁判所に寄託することができる。 

２ 第三債務者は，以下に掲げる場合には，以下に定める額に当たる金銭を執行裁判所に寄託しなければならない。 

一 第４１２条（取立訴訟）第１項に規定する訴えの訴状を受ける時までに，その

債権のうち差し押さえられていない部分を超えて差押決定又は仮差押決定

が発せられ，その送達を受けたとき 

債権の全額 

二 配当要求があった旨を記載した文書の送達を受けたとき 債権の差し押さえられた部分 

３ 第三債務者は，第１項又は第２項による寄託をしたときは，その事情を執行裁判所に届け出なければならない。 

 

 

第４１２条（取立訴訟） 

１ 執行債権者が第三債務者に対し差し押さえた債権に係る給付を求める訴えを提起したときは，受訴裁判所は，第三債務者の

申立てにより，他の債権者で訴状の送達の時までにその債権を差し押さえたものに対し，決定で，共同訴訟人として原告に参

加すべきことを命ずることができる。 

２ 第１項の訴訟に係る判決の効力は，第１項の規定により参加すべきことを命じられた執行債権者で参加しなかったものにも及

ぶ。 

３ 第４１１条（第三債務者の寄託）第２項の規定により寄託の義務を負う第三債務者に対する第１項の訴訟において，原告の請

求を認容するときは，受訴裁判所は，請求に係る金銭の支払は寄託の方法によりすべき旨を判決の主文に掲げなければなら

ない。 

 

 

第４１３条（売却を命ずる決定） 

１ 差し押さえられた債権が，条件付若しくは期限付であるとき，又は反対給付に係ることその他の事由によりその取立てが困難

であるときは，執行裁判所は，執行債権者の申立てにより，執行裁判所の定める方法によりその債権を売却し，売得金を執行

裁判所に提出すべき旨を執行官に命ずる決定を発することができる。 

２ 執行裁判所は，第１項の規定による決定をする場合には，執行債務者を審尋しなければならない。但し，執行債務者が外国

にあるとき又はその住所が知れないときは，この限りでない。 

３ 執行裁判所は，差し押さえた債権の売得金で執行債権者の債権に優先する債権及び手続費用を弁済して剰余を生ずる見込

みがないと認めるときは，第１項の決定を発してはならない。 

４ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 第１項の申立てについての決定は，確定しなければその効力を生じない。 

６ 執行裁判所は，第１項に規定する決定を発する場合において，必要があると認めるときは，評価人を選任し，債権の評価を命

ずることができる。 

７ 執行官は，執行債権者の債権に優先する債権及び手続費用を弁済して剰余のある価額でなければ，債権を売却してはなら

ない。 

８ 第１項の売却において，執行債務者は買受けの申出をすることができない。 

９ 執行官は，差し押さえられた債権を売却したときは，執行債務者に代わり，第三債務者に対し，確定日付のある証書による譲

渡通知をしなければならない。 
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１０ 第４０３条（差押決定）第１０項に規定する債権について，第１項の売却が終了したときは，裁判所は，その債権を取得した買

受人の申立てにより，買受人のために抵当権その他の担保権の移転の登記を所管官庁に嘱託し，及び第４０３条（差押決

定）第１０項の規定による登記の抹消を所管官庁に嘱託しなければならない。 

 

 

第４１４条（動産の引渡請求権の差押決定の執行） 

１ 動産の引渡請求権を差し押さえた債権者は，執行債務者に対して差押決定が送達された日から１週間を経過したときは，第

三債務者に対し，執行債権者の申立てを受けた執行官にその動産を引き渡すべきことを請求することができる。 

２ 執行官は，動産の引渡しを受けたときは，動産執行の売却の手続によりこれを売却し，その売得金を執行裁判所に提出しな

ければならない。 

 

 

第４１５条（配当を受けるべき債権者の範囲） 

 配当を受けるべき債権者は，次に掲げる時までに差押え，仮差押えの執行又は配当要求をした債権者とする。 

 一 第三債務者が第４１１条（第三債務者の寄託）第１項又は第２項の規定による寄託をした時 

 二 取立訴訟の訴状が第三債務者に送達された時 

 三 売却を命ずる決定により執行官が売得金の交付を受けた時 

 四 動産引渡請求権の差押えの場合にあっては，執行官がその動産の引渡しを受けた時 

 

 

第４１６条（その他の財産権に対する強制執行） 

 不動産，船舶，動産及び債権以外の財産権に対する強制執行については，特別の定めがあるもののほか，債権執行の例によ

る。 

 

 

第四節 不動産執行 
第一款 不動産執行の対象，執行機関，執行方法，差押えの方法・公示手段，保全処分 

 

第４１７条（不動産に対する強制執行の対象・方法） 

１ 本節において不動産とは，土地，登記された建物，これらの共有持分，登記された永借権及び用益権並びにこれらの権利の

共有持分をいう。 

２ 不動産に対する強制執行は，強制売却の方法により行う。 

３ 不動産に対する強制執行の申立書には，執行力のある執行名義の正本のほか，次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

 一 登記がされた不動産については，登記簿の謄本及び登記簿に執行債務者以外の者が所有者として記載されている場合に

あっては，執行債務者の所有に属することを証する文書 

 二 登記がされていない土地については，執行債務者の所有に属することを証する文書 

 

 

第４１８条（執行裁判所） 

 不動産に対する強制執行については，以下に定める裁判所が執行裁判所として管轄する。 

 一 土地又は登記された建物を対象とするときは，その所在地を管轄する始審裁判所 

 二 土地若しくは登記された建物の共有持分又は登記された永借権，用益権，若しくはこれらの権利の共有持分を対象とする

ときは，登記すべき地を管轄する始審裁判所 

 

 

第４１９条（開始決定等） 

１ 執行裁判所は，強制売却の手続を開始するには，強制売却の開始決定をし，その開始決定において，執行債権者のために

不動産を差し押さえる旨を宣言しなければならない。 

２ 第１項の開始決定は，執行債務者に送達しなければならない。 

３ 不動産に対する強制執行の申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

第４２０条（差押えの登記の嘱託等） 

１ 強制売却の開始決定がされたときは，書記官は，直ちに，その開始決定に関わる差押えの登記を所管官庁に嘱託しなければ

ならない。 

２ 所管官庁は，第１項の規定による嘱託に基づいて差押えの登記をしたときは，その登記簿の謄本を書記官に送付しなければ

ならない。 
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第４２１条（差押えの効力） 

１ 不動産の差押えの効力は，不動産に付加してこれと一体を構成している物，その従物及び従たる権利に及ぶ。 

２ 差押えの効力は，強制売却の開始決定が執行債務者に送達された時に生ずる。ただし，差押えの登記がその開始決定の送

達前にされたときは，登記がされた時に生ずる。 

３ 差押えは，執行債務者が通常の用法に従って不動産を使用し，又は収益することを妨げない。ただし，第５１６条（不動産の賃

料債権の差押え）の規定により不動産の賃料の支払いを目的とする債権が差し押さえられた場合，及び第４２９条（保全処分）

の規定により保全処分が発せられた場合は，この限りでない。 

 

 

第４２２条（配当要求の終期及びその変更） 

１ 強制売却の開始決定に基づく差押えの効力が生じた場合は，第４２４条（二重開始決定）１項により二重に強制売却の開始決

定をした場合を除き，執行裁判所は，物件明細書の作成に要する期間を考慮して，配当要求の終期を定めなければならない。 

２ 配当要求の終期が定められたときは，執行裁判所は，開始決定がされた旨及び配当要求の終期を公告し，かつ，次に掲げる

者に対し，債権の存否並びにその原因及び額を配当要求の終期までに執行裁判所に届け出るべき旨を催告しなければならな

い。 

 一 その不動産につき，最初の強制売却の開始決定に基づく差押えの登記前に登記された仮差押えの債権者 

 二 その不動産につき，最初の強制売却の開始決定に基づく差押えの登記前に登記された担保権を有する債権者 

 三 租税その他の公課を所管する官庁 

３ 第２項に定める場合において，執行裁判所は，第２項第２号に定める者に対して，次の各号に定める事項を催告しなければな

らない。 

 一 配当要求の終期までに担保権を実行する意思の有無につき届け出ること 

 二 担保権を実行する意思を有する場合には，配当要求の終期までに担保権の実行の申立てをすべきこと 

４ 配当要求の終期から３月以内に売却許可決定がされないときは，執行裁判所は，配当要求の終期を変更することができる。 

５ 第４項の規定により配当要求の終期を変更したときは，執行裁判所は，その旨を公告しなければならない。 

 

 

第４２３条（催告を受けた者の債権の届出義務） 

１ 第４２２条（配当要求の終期及びその変更）第２項又は第３項の規定による催告を受けた同項第１号，第２号又は第３号に掲

げる者は，配当要求の終期までに，その催告に定める事項について届出をしなければならない。 

２ 第１項の届出をした者は，その届出に係る債権の元本の額に変更があったときは，その旨の届出をしなければならない。 

３ 第１項及び第２項の規定により届出をすべき者は，故意又は過失により，その届出をしなかったとき，又は不実の届出をしたと

きは，これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。 

 

 

第４２４条（二重開始決定） 

１ 強制売却の開始決定がされた不動産について更に強制執行の申立てがあり，これを認容するときは，執行裁判所は，更に強

制売却の開始決定をするものとする。この場合においては，先の開始決定に係る執行債権者に対し，その旨を通知しなければ

ならない。 

２ 先の開始決定に係る強制売却の申立てが取り下げられたとき，又は先の開始決定に基づく強制売却の手続が取り消されたと

きは，執行裁判所は，後の強制売却の開始決定に基づいて手続を続行しなければならない。 

３ 第２項の場合において，後の強制売却の開始決定が配当要求の終期後の申立てに基づくものであるときは，執行裁判所は，

新たに配当要求の終期を定めなければならない。この場合において，既に第４２３条（催告を受けた者の債権の届出義務）第１

項の届出をした者に対しては，第４２２条（配当要求の終期及びその変更）第２項の規定による催告は，要しない。 

４ 先の開始決定に基づく強制売却の手続が停止されたときは，執行裁判所は，後の開始決定に係る執行債権者に対し，その

旨を通知しなければならない。この場合において，執行裁判所は，申立てにより，後の開始決定で，配当要求の終期までにさ

れた強制執行の申立てに基づくものに基づいて，手続を続行する旨の決定をすることができる。ただし，先の開始決定に係る

強制売却が取り消されたとすれば，第４３１条（売却後に存続する権利及び消滅する権利）第１項から第３項までに掲げる事項

について変更が生ずるときは，この限りでない。 

５ 第４項に定める決定があったときは，執行裁判所は，執行債務者に対し，その旨を通知しなければならない。 

６ 第４項の申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

第４２５条（担保権実行と不動産執行との二重開始決定） 

 第４２４条（二重開始決定）第１項から第３項までの規定は，担保権実行としての強制売却の開始決定がされた不動産について，

強制執行の申立てがあった場合に，準用する。 
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第４２６条（配当要求） 

１ 次に掲げる者は，配当要求をすることができる。 

 一 第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第１項の規定により強制執行を実施することができる執行名義の正本を有する

債権者。ただし，第４３１条（売却後に存続する権利及び消滅する権利）第１項により不動産の売却後も存続する担保物権を

有する債権者はこの限りでない。 

 二 強制売却の開始決定に基づく差押えの登記後に登記された仮差押債権者 

 三 文書により一般の先取特権を有することを証明した債権者 

２ 配当要求は，債権（利息その他の附帯の債権を含む。）の原因及び額を記載した書面でしなければならない。 

３ 配当要求があったときは，執行裁判所は，執行債権者及び執行債務者に対し，その旨を通知しなければならない。 

４ 配当要求を却下する裁判に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第４２７条（不動産の滅失等による強制売却の手続の取消し） 

 不動産の滅失その他売却による不動産の移転を妨げる事情が明らかとなったときは，執行裁判所は，強制売却の手続を取り

消さなければならない。 

 

 

第４２８条（差押えの登記の抹消の嘱託） 

１ 強制売却の申立てが取り下げられたとき，又は強制売却の手続を取り消す決定が効力を生じたときは，書記官は，その開始

決定に関する差押えの登記の抹消を所管官庁に嘱託しなければならない。 

２ 第１項の規定による嘱託に要する費用は，その取下げをした執行債権者又は取消決定を受けた執行債権者の負担とする。 

 

 

第４２９条（保全処分） 

１ 債務者又は不動産の占有者が不動産の価格を著しく減少する行為又は不動産の売却若しくは引渡しを困難にする行為をし，

又はこれらの行為をするおそれがあるときは，執行裁判所は，執行債権者，最高価買受申出人又は買受人の申立てにより，

担保を立てさせ，又は立てさせないで，それらの行為をし，又はそれらの行為をするおそれがある者に対し，決定で，それらの

行為を禁止し，一定の行為を命じ，又は不動産に対する占有を解いて執行官に保管させるべきことを命ずることができる。ただ

し，執行官に保管させるべきことを命ずることができるのは，不動産の占有者がその占有の権原を買受人に対抗することがで

きない場合に限る。 

２ 執行裁判所は，債務者以外の占有者に対し第１項の規定による決定をする場合には，その者を審尋しなければならない。た

だし，急を要する場合は，この限りでない。 

３ 事情の変更があったときは，執行裁判所は，申立てにより，第１項の規定による決定を取り消し，又は変更することができる。 

４ 第１項又は第３項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 第１項の規定による決定は，相手方に送達される前であっても，執行することができる。 

６ 第１項の規定による申立て又は決定の執行に要した費用は，その不動産に対する強制売却の手続においては，共益費用と

する。 

 

 

第二款 売却条件 

 

第４３０条（評価） 

１ 執行裁判所は，評価人を選任し，不動産の形状，占有関係その他の現況についての調査に基づく評価を命じなければならな

い。 

２ 評価人は，第３３８条（執行官等の職務の執行の確保）第２項の規定により執行官に対し援助を求めるには，執行裁判所の許

可を受けなければならない。 

３ 評価人は，評価のための調査をするに際し，不動産に立ち入り，又は執行債務者若しくはその不動産を占有する第三者に対

し，質問をし，若しくは文書の提示を求めることができる。 

４ 評価人から第３３８条（執行官等の職務の執行の確保）第２項の規定により援助を求められた執行官は，評価人が第３項の規

定により不動産に立ち入る場合において，必要があるときは，閉鎖した戸を開くため必要な処分をすることができる。 

５ 評価人は，不動産の現況の調査の結果及び評価を書面で執行裁判所に提出しなければならない。 

 

第４３１条（売却後に存続する権利及び消滅する権利） 

１ 不動産の上の担保物権，用益物権及び賃借権で執行債権者の差押えに対抗できるものは，売却後も存続する。 

２ 不動産の上の権利は，第１項に定めるもの以外は，売却により消滅する。 

３ 不動産に係る差押え，仮差押えの執行及び執行債権者又は仮差押えをした債権者に対抗することができない仮処分の執行

は，売却によりその効力を失う。 
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４ 利害関係を有する者が最低売却価額が定められる時までに第１項及び第２項の規定と異なる合意をした旨の届出をしたとき

は，売却による不動産の上の権利の変動は，その合意に従う。 

 

 

第４３２条（最低売却価額の決定等） 

１ 執行裁判所は，評価人の評価に基づいて最低売却価額を定めなければならない。 

２ 執行裁判所は，必要があると認めるときは，最低売却価額を変更することができる。 

 

 

第４３３条（一括売却） 

 執行裁判所は，相互の利用上不動産を他の不動産と一括して同一の買受人に買い受けさせることが相当であると認めるとき

は，不動産が執行債権者又は執行債務者を異にするものであっても，これらの不動産を一括して売却することを定めることがで

きる。ただし，一個の申立てにより強制売却の開始決定がされた数個の不動産のうち，あるものの最低売却価額で各執行債権者

の債権及び執行費用の全部を弁済することができる見込みがある場合には，執行債務者の同意があるときに限る。 

 

 

第４３４条（物件明細書） 

１ 執行裁判所は，物件明細書を作成し，一般の閲覧に供するために，その写しを評価人の評価書の写しと共に，執行裁判所に

備え置かなければならない。物件明細書には，次の事項を記載するものとする。 

 一 不動産の表示 

 二 第４３１条（売却後に存続する権利及び消滅する権利）１項の規定により売却後も存続する不動産上の権利及び仮処分の

執行で売却によりその効力を失わないもの 

２ 第１項に定める物件明細書を作成するため，必要があると認めるときは，執行裁判所は，執行官に対し，不動産の形状，占有

の状況，建物が存するとき又は執行の対象が建物であるときはその構造など不動産の現況を調査し，その結果を書面によっ

て報告するよう命じることができる。 

３ 執行官は，第２項の命令により不動産の現況を調査するに際しては，第４３０条（評価）第３項に定める評価人の権限と同一の

権限を有する。執行官は，必要があるときは，閉鎖した戸を開くため必要な処分をすることができる。 

 

 

第４３５条（無剰余のおそれがある場合の措置） 

１ 執行裁判所は，不動産の最低売却価額で手続費用を弁済して剰余を生ずる見込みがないと認めるときは，その旨を執行債

権者に通知しなければならない。 

２ 執行裁判所は，執行債権者が次の各号に定めることをしない場合には，執行債権者の申立てに係る強制売却の手続を取り

消さなければならない。 

 一 執行債権者が，申出額に達する買受けの申出がないときは自ら申出額で不動産を買い受ける旨の申出。ただし，その申出

は，第１項の規定による通知を受けた日から１週間以内にしなければならず，また申出額は，手続費用の見込額を超えなけ

ればならない。 

 二 第一号の申出額に相当する保証金の提供 

 

 

第三款 売却の方法 

 

第４３６条（売却の方法等） 

１ 不動産の売却は，入札又は競り売りの方法により行う。 

２ 執行裁判所は，入札又は競り売りの方法により売却することができなかったときに限り，自らの定める入札又は競り売り以外

の方法によることができる。 

３ 入札又は競り売りの方法により売却をするときは，執行裁判所は，売却の日時及び場所を定め，執行官に売却を実施させな

ければならない。 

４ 第３項の場合においては，書記官は，売却すべき不動産の表示，最低売却価額並びに売却の日時及び場所を公告しなけれ

ばならない。 

５ 第３項の場合においては，第３９６条（売却場所の秩序の維持）を準用する。 

 

第４３７条（買受けの申出の保証） 

１ 不動産の買受けの申出をしようとする者は，最低売却価額の１０分の１に相当する額の保証金を提供しなければならない。た

だし，執行裁判所は，相当と認めるときは，この額を超える保証金の額を定めることができる。 

２ 執行裁判所は，最高価買受申出人以外の者から申出があったときは，第４３６条（売却の方法等）に基づいて行われる売却の

終了後，速やかに，第１項の規定により提供された保証金を返還しなければならない。 
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第４３８条（執行債務者の買受けの申出の禁止） 

執行債務者は，買受けの申出をすることができない。 

 

 

第４３９条（最高価買受申出人の決定等） 

１ 入札又は競り売りが終わったときは，執行官は，最高価買受申出人を定め，その氏名又は名称及び入札価額を告げた後，入

札又は競り売りの期日の終了を宣言しなければならない。 

２ 最高の価額で買受けの申出をした入札人が二人以上あるときは，執行官は，これらの者に更に入札をさせて最高価買受申出

人を定める。この場合においては，入札人は，先の入札価額に満たない価額による入札をすることができない。 

３ 第２項の入札人の全員が入札をしないときは，くじで最高価買受申出人を定める。同項の入札において最高の価額で買受け

の申出をした入札人が二人以上あるときも，同様とする。 

４ 執行官は，入札又は競り売りを実施したときは，速やかに，次に掲げる事項を記載した入札調書又は競り売り調書を作成し，

執行裁判所に提出しなければならない。 

一 不動産の表示 

二 入札又は競り売りの日時 

三 最高価買受申出人及び代理人の表示 

四 最高価買受申出人の買受価額 

五 最高価買受申出人を定めることができなかったときは，その旨及びその事情 

六 第３９６条（売却場所の秩序の維持）に規定する措置を採ったときは，その理由及び採った措置 

５ 執行官は，最高価買受申出人又はその代表者若しくは代理人に，入札調書又は競り売り調書に署名させなければならない。 

 

 

第４４０条（売却決定のための期日） 

１ 執行裁判所は，売却決定のための期日を開き，売却の許可又は不許可を言い渡さなければならない。 

２ 執行裁判所は，売却決定のための期日を定めたときは，利害関係人に対し，その旨を通知しなければならない。 

 

 

第４４１条（売却の許可又は不許可に関する意見の陳述） 

不動産の売却の許可又は不許可に関し利害関係を有する者は，第４４２条（売却の許可又は不許可）第２項各号に掲げる事

由で自己の権利に影響のあるものについて，売却決定のための期日において意見を陳述することができる。 

 

 

第４４２条（売却の許可又は不許可） 

１ 執行裁判所は，第２項に定める場合を除き，売却許可決定をしなければならない。 

２ 次に掲げる事由があると認めるときは，執行裁判所は，売却不許可決定をしなければならない。 

一 強制売却の手続の開始又は続行をすべきでないこと。 

二 最高価買受申出人が不動産を買い受ける資格若しくは能力を有しないこと又はその代理人がその権限を有しないこと。 

三 第４４５条（不動産が損傷した場合の売却の不許可の申出等）第１項の規定による売却の不許可の申出があること。 

四 最低売却価額の決定の手続に重大な誤りがあること。 

五 売却の手続に重大な誤りがあること。 

 

 

第４４３条（超過売却となる場合の措置） 

１ 数個の不動産を売却した場合において，そのうちの一つ又は複数のものの買受けの申出の額で各債権者の債権及び執行費

用の全部を弁済することができる見込みがあるときは，執行裁判所は，他の不動産についての売却許可決定を留保しなけれ

ばならない。 

２ 第１項の場合において，その買受けの申出の額で各債権者の債権及び執行費用の全部を弁済することができる見込みがあ

る一つの不動産又は複数の不動産の組み合わせが複数あるときは，執行裁判所は，売却の許可をすべき不動産について，

あらかじめ，執行債務者の意見を聴かなければならない。 

３ 第１項の規定により売却許可決定が留保された不動産の最高価買受申出人は，執行裁判所に対し，買受けの申出を取り消

すことができる。 

４ 売却許可決定のあった不動産について代金が納付されたときは，執行裁判所は，第３項の不動産に関する強制売却の手続

を取り消さなければならない。 
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第４４４条（売却の許可又は不許可の決定に対する抗告） 

１ 売却の許可又は不許可の決定に対しては，利害関係人は，その決定により自己の権利が害される場合に限り，抗告をするこ

とができる。 

２ 売却許可決定に対する抗告は，第４４２条（売却の許可又は不許可）第２項各号に掲げる事由があること又は売却許可決定

の手続に重大な誤りがあることを理由としなければならない。 

３ 抗告裁判所は，必要があると認めるときは，抗告人の相手方を定めることができる。 

４ 売却の許可又は不許可の決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４４５条（不動産が損傷した場合の売却の不許可の申出等） 

１ 最高価買受申出人又は買受人は，買受けの申出をした後天災その他自己の責めに帰することができない事由により不動産

が重大な損傷を受けた場合には，執行裁判所に対し，売却許可決定前にあつては売却の不許可の申出をし，売却許可決定

後にあつては代金を納付する時までにその決定の取消しの申立てをすることができる。 

２ 第１項の規定による売却許可決定の取消しの申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

３ 第１項に規定する申立てにより売却許可決定を取り消す決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４４６条（買受けの申出後の強制売却の申立ての取下げ） 

買受けの申出があつた後に，執行債権者が強制売却の申立てを取り下げるには，最高価買受申出人又は買受人の同意を得

なければならない。 

 

 

第四款 売却の効力 

 

第４４７条（代金の納付） 

１ 売却許可決定が確定したときは，買受人は，執行裁判所の定める期限までに代金を執行裁判所に納付しなければならない。

この期限は，売却許可決定が確定した日から１月以内の日としなければならない。 

２ 買受人が買受けの申出の保証として提供した金銭は，代金に充てる。 

３ 買受人は，売却代金から配当を受けるべき債権者であるときは，売却決定期日の終了までに執行裁判所に申し出て，配当を

受けるべき額を差し引いて代金を配当期日に納付することができる。この場合において，買受人の受けるべき配当の額につい

て異議の陳述があったときは，買受人は，直ちに，異議のあった部分に相当する金銭を納付しなければならない。 

４ 買受人は，代金を納付した時に不動産を取得する。 

 

 

第４４８条（代金納付による登記の嘱託） 

１ 買受人が代金を納付したときは，書記官は，次に掲げる登記及び登記の抹消を所管官庁に嘱託しなければならない。 

 一 買受人の取得した権利の移転の登記 

 二 売却により消滅した権利又は売却により効力を失った権利の取得に関する登記の抹消 

 三 売却により効力を失った仮処分に関する登記の抹消 

 四 差押え又は仮差押えの登記の抹消 

２ 第１項の規定による嘱託をするには，書記官は，嘱託書に売却許可決定の正本を添付しなければならない。 

３ 第１項の規定による嘱託に要する費用は，買受人の負担とする。 

 

 

第４４９条（買受人の責任） 

１ 第４３１条（売却後に存続する権利及び消滅する権利）第１項により売却後も存続する担保権について執行債務者がそれらに

よって担保された債権の債務者であるときは，買受人は，その債権を弁済する責めに任ずる。 

２ 第１項に定める場合において，売却後も存続する担保権が確定した根抵当権であるときは，買受人は，その根抵当権によっ

て担保された債権を，極度額の限度において，弁済する責めに任ずる。 

 

 

第４５０条（不動産の引渡を命ずる決定） 

１ 執行裁判所は，代金を納付した買受人の申立てにより，執行債務者又は不動産の占有者に対し，不動産を買受人に引き渡

すべき旨を命ずる決定をすることができる。ただし，事件の記録上買受人に対抗することができる権利により占有していると認

められる者に対しては，この限りでない。 

２ 買受人は，代金を納付した日から６月を経過したときは，第１項の申立てをすることができない。 

３ 執行裁判所は，執行債務者以外の占有者に対し，第１項の規定による決定をする場合には，その者を審尋しなければならな
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い。 

４ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 第１項の規定による決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４５１条（代金不納付の効果） 

１ 買受人が代金を納付しないときは，売却許可決定は，その効力を失う。この場合においては，買受人は，買受けの申出の保

証として提供した金銭の返還を請求することができない。 

２ 第１項の場合においては，執行裁判所は，あらためて強制売却をしなければならない。 

３ 第２項の規定による強制売却においては，第１項の買受人は買受けの申出をすることができない。 

 

 

第４５２条（売却代金） 

１ 配当に充てる売却代金は，次に掲げるものとする。 

 一 不動産の代金 

 二 第４５１条（代金不納付の効果）第１項後段の規定により買受人が返還を請求することができない金銭 

２ 第４３３条（一括売却）の規定により不動産が一括して売却された場合において，各不動産ごとに売却代金の額を定める必要

があるときは，その額は，売却代金の総額を各不動産の最低売却価額に応じて案分して得た額とする。各不動産ごとの執行

費用の負担についても，同様とする。 

 

 

第４５３条（配当を受けるべき債権者の範囲） 

売却代金の配当を受けるべき債権者は，次に掲げる者とする。 

 一 配当要求の終期までに強制売却又は一般の先取特権の実行としての強制売却の申立てをした債権者 

 二 配当要求の終期までに配当要求をした債権者 

 三 最初の強制売却の開始決定の基礎となった差押えの登記前に登記された仮差押えの債権者 

 

 

第五節 船舶に対する強制執行 
 

第４５４条（船舶等の意義） 

１ 本編及び第七編において船舶とは，総トン数２０トン以上の船舶及び総トン数２０トン未満の船舶でカンボジアにおいて登記が

されているものをいう。 

２ 本編及び第七編において船舶国籍証書等とは，船舶の国籍を証する文書その他船舶が適法に航行するために必要な文書を

いう。 

 

 

第４５５条（船舶に対する強制執行の申立て及び方法） 

１ 船舶に対する強制執行は，執行裁判所が強制売却の方法により行う。 

２ 船舶に対する強制執行の申立書には，執行債権者は，第３４９条（強制執行の申立ての方式）第２項各号に定める事項のほ

か，船舶の所在する場所並びに船長の氏名及び現在する場所を記載しなければならない。 

３ 第２項の申立書には，執行債権者は，執行力のある執行名義の正本のほか，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 登記がされたカンボジア船舶については，登記簿の謄本 

二 登記がされていないカンボジア船舶又はカンボジア船舶以外の船舶については，その船舶が第４５４条（船舶等の意義）第

１項の定める船舶であることを証する文書及びその船舶が執行債務者の所有に属することを証する文書 

 

 

第４５６条（執行裁判所） 

 船舶に対する強制執行については，強制売却の開始決定の時における船舶の所在地を管轄する始審裁判所が，執行裁判所

として管轄する。 

 

第４５７条（開始決定等） 

１ 執行裁判所は，強制売却の手続を開始するには，強制売却の開始決定をし，かつ，執行官に対し，船舶国籍証書等を取り上

げて執行裁判所に提出すべきことを命じなければならない。 

２ 第１項の開始決定においては，執行裁判所は執行債権者のために船舶を差し押さえる旨を宣言し，かつ，執行債務者に対し

船舶の出航を禁止しなければならない。 

３ 第１項の開始決定は，執行債務者に送達しなければならない。 
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４ 登記がされたカンボジア船舶について，第１項の開始決定がされたときは，書記官は，直ちに，その開始決定に関わる差押え

の登記を所管官庁に嘱託しなければならない。 

５ 差押えの効力は，第３項の送達がされた時に生ずる。ただし，差押えの登記が強制売却の開始決定の送達前にされたときは，

登記がされた時に生ずる。 

６ 強制売却の開始決定の送達又は差押えの登記前に執行官が船舶国籍証書等を取り上げたときは，差押えの効力は，その取

上げの時に生ずる。 

７ 強制売却の申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第４５８条（配当要求の終期及びその変更） 

１ 強制売却の開始決定に基づく差押えの効力が生じた場合においては，執行裁判所は，配当要求の終期を定めなければなら

ない。 

２ 配当要求の終期から，３月以内に売却許可決定がされないときは，執行裁判所は，配当要求の終期を変更することができる。 

 

 

第４５９条（申立て前の船舶国籍証書等の引渡しを命ずる決定） 

１ 船舶に対する強制執行の申立て前に船舶国籍証書等を取り上げなければ船舶に対する強制執行が著しく困難となるおそれ

があるときは，その船舶の登記がされた地を管轄する始審裁判所は，申立てにより，執行債務者に対し，船舶国籍証書等を執

行官に引き渡すべき旨を決定により命ずることができる。船舶に登記がされていないとき，又は，急迫の事情があるときは，船

舶の所在地を管轄する始審裁判所が，この決定をすることができる。 

２ 第１項の申立てをするには，執行力のある執行名義の正本を提示し，かつ，同項に規定する事由を疎明しなければならない。 

３ 第１項の決定は，執行債務者に送達しなければならない。 

４ 第１項の規定による決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 第１項の規定による決定は，執行債務者に送達される前であっても，執行することができる。執行に要した費用は，強制売却

の手続きにおいては，共益費用とする。 

６ 第１項の規定による船舶国籍証書等を執行官に引き渡すべき旨を命ずる決定は，執行債権者が告知を受けた日から２週間

を経過したときは，執行してはならない。 

７ 執行官は，船舶国籍証書等の引渡しを受けた日から５日以内に執行債権者が船舶に対する強制執行の申立てをしたことを

証する文書を提出しないときは，その船舶国籍証書等を執行債務者に返還しなければならない。 

 

 

第４６０条（保管人の選任等） 

１ 執行裁判所は，執行債権者の申立てにより，必要があると認めるときは，強制売却の開始決定がされた船舶について，保管

人を選任し，保管させることができる。 

２ 執行裁判所は保管人を監督する。保管人は善良な管理者の注意をもってその職務を行わなければならない。保管人は任務

を終了した場合，遅滞なく執行裁判所に計算の報告をしなければならない。 

３ 保管人は，執行裁判所が決定により定める保管に必要な費用の前払い及び報酬を受け取ることができる。保管人が船舶の

保管のために要した費用及び報酬は，手続費用とする。 

４ 第１項の申立てについての決定及び第３項の規定による決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第４６１条（保証金の提供による強制売却の手続の取消し） 

１ 執行債権者の債権について，第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第２項各号に掲げる文書が提出されている場合におい

て，執行債務者が執行債権者及び配当要求をした債権者の債権並びに執行費用の総額に相当する保証金を買受けの申出前

に提供したときは，執行裁判所は，申立てにより，配当の手続を除き，強制売却の手続を取り消さなければならない。配当要求

の終期前に保証金の提供をするときは，執行債務者が提供する金額は，執行債権者及びその時までに配当要求をした債権者

の債権並びに執行費用の総額に相当する金額とする。 

２ 第１項に規定する文書の提出による執行停止がその効力を失ったときは，執行裁判所は，同項の規定により提供された保証

金について，同項の債権者のために配当を実施しなければならない。 

３ 第１項の申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

４ 第７１条（担保の提供方法及び担保の変換）及び第７２条（担保の提供を受けた者の権利）の規定は第１項の保証金の提供に

ついて準用する。 

 

 

第４６２条（航行許可） 

１ 執行裁判所は，営業上の必要その他相当の事由があると認める場合において，各債権者及び最高価買受申出人又は買受

人の同意があるときは，執行債務者の申立てにより，船舶の航行を許可することができる。 



 

- 66 - 

２ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

３ 第１項の規定による決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４６３条（事件の移送） 

 執行裁判所は，強制売却の開始決定がされた船舶が管轄区域外の地に所在することとなった場合には，船舶の所在地を管轄

する始審裁判所に事件を移送することができる。 

 

 

第４６４条（船舶国籍証書等の取上げができない場合の強制売却の手続の取消し） 

 強制売却の開始決定がされた日から２週間以内に執行官が船舶国籍証書等を取り上げることができないときは，執行裁判所

は，強制売却の手続を取り消さなければならない。 

 

 

第４６５条（船舶の滅失等による強制売却の手続の取消し） 

 船舶の滅失その他売却による船舶の移転を妨げる事情が明らかとなつたときは，執行裁判所は，強制売却の手続を取り消さな

ければならない。 

 

 

第４６６条（差押えの登記の抹消の嘱託） 

１ 強制売却の申立てが取り下げられたとき，又は強制売却の手続を取り消す決定が効力を生じたときは，書記官は，その開始

決定に関する差押えの登記の抹消を所管官庁に嘱託しなければならない。 

２ 第１項の規定による嘱託に要する費用は，その取下げをした執行債権者又は取消決定を受けた執行債権者の負担とする。 

 

 

第４６７条（評価） 

１ 執行裁判所は，評価人を選任し，船舶の評価を命じることができる。 

２ 評価人は，第３３８条（執行官等の職務の執行の確保）第２項の規定により執行官に対し援助を求めるには，執行裁判所の許

可を受けなければならない。 

３ 評価人は，評価のための調査をするに際し，船舶に立ち入り，又は執行債務者若しくはその船舶を占有する第三者に対し，質

問をし，若しくは文書の提示を求めることができる。 

４ 評価人から第３３８条（執行官等の職務の執行の確保）第２項の規定により援助を求められた執行官は，評価人が第３項の規

定により船舶に立ち入る場合において，必要があるときは，閉鎖した戸を開くため必要な処分をすることができる。 

 

 

第４６８条（最低売却価額の決定等） 

１ 執行裁判所は，評価人の評価があるときは，その評価に基づいて最低売却価額を定めなければならない。 

２ 執行裁判所は，必要があると認めるときは，最低売却価額を変更することができる。 

３ 第４３５条（無剰余のおそれがある場合の措置）の規定は，船舶執行に準用する。 

 

 

第４６９条（売却の方法等） 

１ 船舶の売却は，入札又は競り売りのほか，執行裁判所の定める方法により行う。 

２ 入札又は競り売りの方法により売却をするときは，執行裁判所は売却の日時及び場所を定め，執行官に売却を実施させなけ

ればならない。 

３ 第２項の場合においては，書記官は，売却すべき船舶の表示，最低売却価額並びに売却の日時及び場所を公告しなければ

ならない。 

４ 第２項の場合においては，第３９６条（売却場所の秩序の維持）を準用する。 

 

 

第４７０条（買受けの申出の保証） 

１ 船舶の買受けの申出をしようとする者は，最低売却価額の１０分の１に相当する額の保証金を提供しなければならない。ただ

し，執行裁判所は，相当と認めるときは，この額を超える保証金の額を定めることができる。 

２ 執行裁判所は，最高価買受申出人以外の者から申出があったときは，第４６９条（売却の方法等）に基づいて行われる売却の

終了後，速やかに，第１項の規定により提供された保証金を返還しなければならない。 
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第４７１条（執行債務者の買受けの申出の禁止） 

 執行債務者は，買受けの申出をすることができない。 

 

 

第４７２条（売却決定のための期日） 

１ 執行裁判所は，売却決定のための期日を開き，売却の許可又は不許可を言い渡さなければならない。 

２ 執行裁判所は，売却決定のための期日を定めたときは，利害関係人に対し，その旨を通知しなければならない。 

 

 

第４７３条（売却の許可又は不許可に関する意見の陳述） 

 船舶の売却の許可又は不許可に関し利害関係を有する者は，第４７４条（売却の許可又は不許可）第２項各号に掲げる事由で

自己の権利に影響のあるものについて，売却決定期日において意見を陳述することができる。 

 

 

第４７４条（売却の許可又は不許可） 

１ 執行裁判所は，第２項に定める場合を除き，売却許可決定をしなければならない。 

２ 次に掲げる事由があると認めるときは，執行裁判所は，売却不許可決定をしなければならない。 

一 強制売却の手続の開始又は続行をすべきでないこと。 

二 最高価買受申出人が船舶を買い受ける資格若しくは能力を有しないこと又はその代理人がその権限を有しないこと。 

三 第４７６条（船舶が損傷した場合の売却の不許可の申出等）第１項の規定による売却の不許可の申出があること。 

四 最低売却価額の決定の手続に重大な誤りがあること。 

五 売却の手続に重大な誤りがあること。 

 

 

第４７５条（売却の許可又は不許可の決定に対する抗告） 

１ 売却の許可又は不許可の決定に対しては，利害関係人は，その決定により自己の権利が害される場合に限り，抗告をするこ

とができる。 

２ 売却許可決定に対する抗告は，第４７４条（売却の許可又は不許可）第２項各号に掲げる事由があること又は売却許可決定

の手続に重大な誤りがあることを理由としなければならない。 

３ 抗告裁判所は，必要があると認めるときは，抗告人の相手方を定めることができる。 

４ 売却の許可又は不許可の決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４７６条（船舶が損傷した場合の売却の不許可の申出等） 

１ 最高価買受申出人又は買受人は，買受けの申出をした後天災その他自己の責めに帰することができない事由により船舶が

重大な損傷を受けた場合には，執行裁判所に対し，売却許可決定前にあっては売却の不許可の申出をし，売却許可決定後に

あっては代金を納付する時までにその決定の取消しの申立てをすることができる。 

２ 第１項の規定による売却許可決定の取消しの申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

３ 第１項に規定する申立てにより売却許可決定を取り消す決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４７７条（買受けの申出後の強制売却の申立ての取下げ） 

 買受けの申出があった後に，執行債権者が強制売却の申立てを取り下げるには，最高価買受申出人又は買受人の同意を得

なければならない。 

 

 

第４７８条（代金の納付期限） 

 執行裁判所は，売却許可決定が確定したときは，速やかに代金の納付期限を定め，買受人に対し，これを通知しなければなら

ない。 

 

第４７９条（代金の納付） 

１ 買受人は，第４７８条（代金の納付期限）の規定により執行裁判所が定める期限までに代金を執行裁判所に納付しなければな

らない。 

２ 買受人が買受けの申出の保証として提供した金銭は，代金に充てる。 
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第４８０条（船舶の所有権の取得時期） 

 買受人は，代金を納付した時に船舶の所有権を取得する。 

 

 

第４８１条（代金不納付の効果） 

１ 買受人が代金を納付しないときは，売却許可決定は，その効力を失う。この場合においては，買受人は，第４７０条（買受けの

申出の保証）の規定により提供した金銭の返還を請求することができない。 

２ 第１項の場合において，執行裁判所は，あらためて強制売却をしなければならない。 

３ 第２項の規定による強制売却において，第１項の買受人は買受けの申出をすることができない。 

 

 

第４８２条（代金納付による登記の嘱託） 

１ 買受人が代金を納付したときは，書記官は，次に掲げる登記及び登記の抹消を所管官庁に嘱託しなければならない。 

一 買受人の取得した所有権の移転の登記 

二 差押え又は仮差押えの登記の抹消 

２ 第１項の規定による嘱託をするには，書記官は嘱託書に売却許可決定の正本を添付しなければならない。 

３ 第１項の規定による嘱託に要する費用は，買受人の負担とする。 

 

 

第４８３条（船舶の引渡しを命ずる決定） 

１ 執行裁判所は，代金を納付した買受人の申立てにより，執行債務者又は船舶の占有者に対し，船舶を買受人に引き渡すべき

旨を命ずる決定をすることができる。ただし，事件の記録上買受人に対抗することができる権原により占有していると認められ

る者に対しては，この限りでない。 

２ 買受人は，代金を納付した日から６月を経過したときは，第１項の申立てをすることができない。 

３ 執行裁判所は，執行債務者以外の占有者に対し第１項の規定による決定をする場合には，その者を審尋しなければならな

い。 

４ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 第１項の規定による決定は，確定しなければその効力を生じない。 

 

 

第４８４条（売却代金） 

 配当に充てる売却代金は，次に掲げるものとする。 

一 船舶の代金 

二 第４８１条（代金不納付の効果）第１項後段の規定により買受人が返還を請求することができない金銭 

 

 

第４８５条（配当要求） 

１ 次に掲げる者は，配当要求をすることができる。 

一 第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第１項の規定により強制執行を実施することができる執行名義の正本を有する

債権者 

二 強制売却の開始決定に基づく差押えの登記後に仮差押えの登記をした債権者 

三 船舶国籍証書等を取り上げる方法により仮差押えの執行をした債権者 

四 文書により一般の先取特権又は船舶先取特権を証する者 

２ 配当要求を却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

第４８６条（配当を受けるべき債権者の範囲） 

 売却代金の配当を受けるべき債権者は，次に掲げる者とする。 

一 執行債権者 

二 配当要求の終期までに配当要求をした債権者 

三 強制売却の開始決定に基づく差押えの登記前に仮差押えの登記をした債権者 

 

第六節 裁判所による配当手続 
 

第４８７条（配当を実施すべき裁判所） 

 配当を実施すべき裁判所は，動産に対する強制執行においては，執行官の所属する始審裁判所，その他の場合においては，

執行裁判所である。 
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第４８８条（配当の準備） 

１ 配当を実施すべき裁判所は，次の各号に掲げる事由が生じたときは，配当期日を定め，配当を受けるべき債権者及び執行債

務者に対し，その日時及び場所を通知しなければならない。 

一 動産に対する強制執行の場合において，第４００条（執行官による裁判所への寄託）第１項による届出があった場合で寄託

の事由が消滅したとき，又は第４０１条（始審裁判所への届出）による届出があったとき 

二 債権及びその他の財産権に対する強制執行の場合において，第４１２条（取立訴訟）による寄託がなされたとき，第４１３条

（売却を命ずる決定）による売却を命ずる決定による売却がなされたとき，又は第４１４条（動産の引渡請求権の差押決定の

執行）第２項により売得金が提出されたとき 

三 不動産に対する強制執行の場合において，第４４７条（代金の納付）第１項による売却代金の納付があったとき，又は第４４

７条（代金の納付）第３項第１文の規定による申出があった場合において，売却許可決定が確定したとき 

四 船舶に対する強制執行の場合において，第４７９条（代金の納付）による売却代金の納付があったとき 

２ 配当期日が定められたときは，書記官は，各債権者に対し，債権の元本，配当期日までの利息，及び執行費用の額を計算し

た計算書を，１週間以内に配当を実施すべき裁判所に提出するよう催告しなければならない。 

 

 

第４８９条（配当の実施） 

１ 配当を実施すべき裁判所は，第４８８条（配当の準備）第１項に規定する場合には，配当表に基づいて配当を実施しなければ

ならない。但し，第２項に規定する場合は，配当表に基づくことを要しない。 

２ 債権者が１人である場合，又は債権者が２人以上であって配当に充てるべき金銭で各債権者の債権及び執行費用の全部を

弁済することができる場合には，配当を実施すべき裁判所は，債権者に配当し，剰余金を執行債務者に交付する。 

３ 配当を実施すべきこととなった後に第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第１項第一号から第七号までに掲げる文書の提

出があった場合において，執行債権者以外に配当を受けるべき債権者があるときは，配当を実施すべき裁判所は，その債権

者のために配当を実施しなければならない。 

４ 配当を実施すべきこととなった後に第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第２項第一号又は第二号に掲げる文書の提出が

あった場合においても，配当を実施すべき裁判所は，配当を実施しなければならない。 

 

 

第４９０条（配当表の作成） 

１ 配当を実施すべき裁判所は，第４８９条（配当の実施）第２項に規定する場合を除き，配当期日において，配当表を作成する。 

２ 裁判所は，配当期日には，次に掲げる債権者，及び執行債務者を呼び出さなければならない。 

一 動産に対する強制執行の場合 第３９８条（金銭の配当を受けるべき債権者の範囲）に定める債権者 

二 債権及びその他の財産権に対する

強制執行の場合 

第４１５条（配当を受けるべき債権者の範囲）に定める債権者 

三 不動産に対する強制執行の場合 第４５３条（配当を受けるべき債権者の範囲）に定める債権者 

四 船舶に対する強制執行の場合 第４８６条（配当を受けるべき債権者の範囲）に定める債権者 

３ 裁判所は，配当期日において，配当表の作成に関し，出頭した債権者及び執行債務者を審尋し，並びに即時に取り調べるこ

とのできる書証の取調べをすることができる。 

４ 配当表には，次の額とならんで，各債権者について，債権の元本，利息その他の附帯の債権，執行費用の額並びに配当の順

位及び額を記載しなければならない。 

一 動産に対する強制執行の場合 差押物の売得金及び差押金銭の額 

二 債権及びその他の財産権に対する強制執行の場合 配当を実施すべき額 

三 不動産に対する強制執行の場合 売却代金の額 

四 船舶に対する強制執行の場合 売却代金の額 

５ 第４項に規定する配当の順位及び額は，配当期日においてすべての債権者間に合意が成立した場合にはその合意により，

その他の場合には民法，商事関連法その他の法律の定めるところにより記載しなければならない。 

６ 確定期限の到来していない債権は，配当については，弁済期が到来したものとみなす。 

 

 

第４９１条（配当表の記載に対する異議） 

１ 配当表に記載された各債権者の債権又は配当の額について不服のある債権者及び執行債務者は，配当期日において，異

議を述べることができる。 

２ 配当を実施すべき裁判所は，配当表の記載に対する異議のない部分に限り，配当を実施しなければならない。 

３ 配当の実施の結果，執行債権者又は執行力ある執行名義の正本により配当要求をした債権者が債権の全額について配当を

受けたときは，執行債務者は，書記官に対し，当該債権者の提出した執行力のある執行名義の正本の交付を求めることがで

きる。 

４ 第３項に規定する場合を除き，事件が終了したときは，同項の債権者は，書記官に対し，執行力のある執行名義の正本の交
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付を求めることができる。ただし，その債権者が債権の一部について配当を受けた者であるときは，書記官は，当該執行名義

の正本に配当を受けた額を記載して，これを交付しなければならない。 

 

 

第４９２条（配当表の記載に対して異議を述べた債権者による異議の訴え） 

１ 配当表の記載に対して異議を述べた債権者は，異議の申出の相手方である債権者を被告として，配当表の記載に対する異

議の訴えを提起しなければならない。 

２ 第１項の訴えは，配当を実施すべき裁判所が管轄する。 

３ 配当表の記載に対して異議を述べた債権者が，配当期日から１週間以内に，裁判所に対し，第１項の訴えを提起したことの

証明をしないときは，配当表の記載に対する異議は，取り下げたものとみなす。 

４ 第１項の訴えの判決においては，裁判所は，異議が正当であると認めるときは，配当表を変更し，又は新たな配当表の作成

のために，配当表を取り消さなければならない。 

 

 

第４９３条（配当表の記載に対し異議を述べた執行債務者による異議の訴え） 

１ 執行力のある執行名義の正本を有する債権者に対し配当表の記載に対する異議を述べた執行債務者は，異議の申出の相

手方である債権者を被告として，請求異議の訴えを提起しなければならない。 

２ 執行力のある執行名義の正本を有しない債権者に対し，配当表の記載に対する異議を述べた執行債務者は，異議の申出の

相手方である債権者を被告として，配当表の記載に対する異議の訴えを提起しなければならない。 

３ 第２項の訴えは，配当を実施すべき裁判所が管轄する。 

４ 配当表の記載に対し異議を述べた執行債務者が，配当期日から１週間以内に，裁判所に対し，第１項の訴えを提起したこと

の証明及びその訴えに係る執行停止の裁判の正本の提出をしないとき，又は第２項の訴えを提起したことの証明をしないとき

は，配当表の記載に対する異議は，取り下げたものとみなす。 

５ 第２項の訴えの判決においては，配当を実施すべき裁判所は，異議が正当であると認めるときは，配当表を変更し，又は新た

な配当表を作成するために，配当表を取り消さなければならない。 

 

 

第４９４条（配当の額の保留） 

１ 配当を受けるべき債権者の債権について次に掲げる事由があるときは，配当を実施すべき裁判所は，その配当の額に当たる

金銭を保留しなければならない。 

 一 その債権が停止条件付又は不確定期限付であるとき。 

 二 その債権が仮差押債権者の債権であるとき。 

 三 第３７０条（強制執行の停止及び取消し）第２項第一号に掲げる文書が提出されているとき。 

 四 その債権に関する先取特権，質権又は抵当権の実行を一時禁止する裁判の正本が提出されているとき。 

 五 第４９２条（配当表の記載に対して異議を述べた債権者による異議の訴え）第１項又は第４９３条（配当表の記載に対し異議

を述べた執行債務者による異議の訴え）第２項による配当表の記載に対する異議の訴えが提起されたとき。 

２ 配当を実施すべき裁判所は，配当の受領のために裁判所に出頭しなかった債権者に対する配当の額に当たる金銭を保留し

なければならない。 

 

 

第４９５条（権利確定等に伴う配当の実施） 

１ 第４９４条（配当の額の保留）第１項の規定による保留がなされた場合において，その保留の事由が消滅したときは，配当を実

施すべき裁判所は，保留金について配当を実施しなければならない。 

２ 第１項の規定により配当を実施すべき場合において，次のいずれかに該当するときは，配当を実施すべき裁判所は，配当表

の記載に対して異議を述べなかった債権者のためにも配当表を変更しなければならない。 

一 第４９４条（配当の額の保留）第１項第一号から第四号までに掲げる事由により保留がなされた債権者に対して配当を実施

することができなくなったとき。 

二 第４９４条（配当の額の保留）第１項第五号に掲げる事由により保留がなされた債権者が，第４９３条（配当表の記載に対し

異議を述べた執行債務者による異議の訴え）第２項により執行債務者の提起した配当表の記載に対する異議の訴えにおい

て敗訴したとき。 

 

第三章 担保権の実行の特則 

第一節 通則 
 

第４９６条（担保権実行のための執行名義） 

 担保権の実行は，第３５０条（執行名義）の規定にもかかわらず，次の執行名義により行う。 

 一 担保権の存在を証する確定判決又はこれと同一の効力を有するもの 
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 二 担保権の存在を証する公証人が作成した公正証書 

 

 

第４９７条（担保権実行のための執行名義に関する請求異議の訴え及び執行文の付与に対する異議の訴えの管轄の特則） 

１ 第３６３条（請求異議の訴え）の規定にもかかわらず，担保権の実行のための執行名義に関する請求異議の訴えは，次の各

号に掲げる執行名義の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める裁判所が管轄する。 

一 第４９６条（担保権実行のための執行名義）第

一号に掲げる執行名義 

当該裁判手続の始審裁判所 

二 第４９６条（担保権実行のための執行名義）第

二号に掲げる執行名義 

被告の第８条（住所等によって定まる管轄）所定の地を管轄す

る裁判所。同条による管轄裁判所がないときは，その担保権

の目的物の所在地を管轄する始審裁判所。担保権の目的物

が債権であるときは，第三債務者の第８条（住所等によって定

まる管轄）所定の地を管轄する裁判所 

２ 第１項の規定は，執行文付与に対する異議の訴えに準用する。 

 

 

第４９８条（担保権実行の停止及び取消し） 

１ 次に掲げる文書の提出があったときは，執行裁判所又は執行官は，担保権実行の手続を停止し，かつ既にした執行処分を取

り消さなければならない。 

 一 第４９６条（担保権実行のための執行名義）第一号に掲げる執行名義を取り消す旨を記載した裁判の正本 

 二 担保権実行を許さない旨を記載した裁判の正本 

 三 第４９６条（担保権実行のための執行名義）に掲げる執行名義に係る和解又は認諾の効力がないことを宣言する確定判決

の正本 

 四 担保権実行をしない旨又はその申立てを取り下げる旨を記載した裁判上の和解の正本 

 五 担保権実行の停止及び執行処分の取消しを命ずる旨を記載した裁判の正本 

２ 次に掲げる文書の提出があったときは，執行裁判所又は執行官は，担保権実行の手続を停止しなければならない。ただし，

第二号の場合には停止の効力は，２か月に限る。 

 一 担保権実行の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判の正本 

 二 債権者が，第４９６条（担保権実行のための執行名義）に掲げる執行名義の成立後に，担保権によって担保される債権の弁

済を受け，若しくはその債権の弁済の猶予を承諾した旨を記載した文書 

３ 第３７０条（強制執行の停止及び取消し）は，担保権の実行には適用しない。 

４ 第３４５条（取消決定等に対する抗告）の規定は，第１項の規定により執行処分を取り消す場合については適用しない。 

 

 

第４９９条（留置権による強制売却及び換価のための強制売却） 

 留置権による強制売却及び民法その他の法律の規定による換価のための強制売却は，担保権の実行としての強制売却につ

いて本法が定める規定により行う。 

 

 

第二節 動産に対する担保権の実行 
 

第５００条（動産に対する担保権実行の要件） 

 動産に対する担保権の実行は，執行債権者が，執行官に対し，第４９６条（担保権実行のための執行名義）に定める執行名義

を提出しない場合でも，担保の目的たる動産を提出したとき，又は動産の占有者が差押えを承諾したことを証する文書を提出し

たときには，開始することができる。 

 

 

第５０１条（動産の差押えに対する執行異議） 

 第５００条（動産に対する担保権実行の要件）により動産に対する担保権の実行が開始されたときは，その差押えに対する執行

異議の申立てにおいて，動産の所有者又は被担保債権の債務者は，担保権の不存在又は消滅を理由とすることができる。 

 

第５０２条（動産に対する担保権実行の申立書の記載事項） 

 動産に対する担保権実行の申立書には，申立人は，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 執行債権者，執行債務者である当該動産の所有者，被担保債権の債務者及び代理人の表示 

 二 担保権及び被担保債権の表示 

 三 担保権実行の対象となる動産及びその所在場所の表示 

 四 被担保債権の一部について担保権の実行をするときは，その旨及びその範囲 
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第５０３条（動産執行に関する規定の適用除外） 

 第３８０条（差押禁止動産），第３８１条（差押禁止動産の範囲の変更）及び第３９１条（超過差押えの禁止）の規定は，動産に対

する担保権実行の手続には適用しない。 

 

 

第５０４条（簡易な質権実行の手続） 

１ 動産質権者は，民法の簡易な質権実行に関する規定に基づき，債務の履行地を管轄する始審裁判所に，質物をもって直ちに

債権の弁済に充てることを許可する旨の決定を申し立てることができる。 

２ 第１項の申立てについて決定をするにあたっては，裁判所は，質権者，質物の所有者及び被担保債権の債務者を審尋しなけ

ればならない。 

３ 第１項に定める許可の決定をするときは，裁判所は，民法の簡易な質権実行に関する規定に基づき，あらかじめ評価人を選

任し，質物の評価をさせなければならない。但し，質権者がみずから質物の評価額を定めて第１項の申立てをし，質物の所有

者がその額に同意したときは，この限りではない。 

４ 裁判所が第１項の規定により許可の決定をするときは，その手続費用は質物の所有者の負担とする。 

５ 第１項に定める許可の決定においては，裁判所は，評価人の評価額をもって質物を直ちに弁済に充てることを許可する旨を

宣言するとともに，評価人の評価額が弁済すべき債務及び手続費用の合計額を超えるときは，その差額を質物の所有者に返

還すべきことを命じなければならない。 

６ 第１項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

７ 第５項の決定は，確定しなければ効力を生じない。 

 

 

第三節 債権及びその他の財産権に対する担保権の実行 
 

第５０５条（債権に対する担保権実行の申立書の記載事項等） 

１ 第４０２条（債権執行の意義・執行裁判所）第１項に規定する債権に対する担保権の実行の申立書には，第４０３条（差押決

定）第２項及び第３項の規定にかかわらず，執行債権者は，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 執行債権者，執行債務者，被担保債権の債務者，第三債務者及び代理人の表示 

二 担保権及び被担保債権の表示 

三 担保権の実行の対象となる債権の表示 

四 被担保債権の一部について担保権の実行をするときは，その旨及びその範囲 

２ 第１項の申立書には，第４９６条（担保権実行のための執行名義）に掲げる執行名義の正本を添付しなければならない。 

 

 

第５０６条（物上代位に基づく債権の差押え） 

１ 担保権を有する者が，目的物の売却，賃貸，滅失若しくは損傷又は目的物に対する物権の設定により執行債務者が受けるべ

き金銭その他の物に対して，民法その他の法律の規定によってするその権利の行使については，本条に定めるほか，第５０５

条（債権に対する担保権実行の申立書の記載事項等）の規定による。 

２ 第１項による権利の行使については，申立書に，第５０５条（債権に対する担保権実行の申立書の記載事項等）第１項各号に

掲げる事項のほか，担保される債権と差し押さえるべき債権との関連性を記載しなければならない。 

３ 動産について担保権を有する者が，第１項によってするその権利の行使については，執行債権者は，第５０５条（債権に対す

る担保権実行の申立書の記載事項等）第２項の規定にかかわらず，第４９６条（担保権実行のための執行名義）に定める執行

名義の正本に代えて，担保権の存在を証する文書の正本を添付することができる。 

 

 

第５０７条（その他の財産権に対する担保権の実行） 

 第４１６条（その他の財産権に対する強制執行）に規定する財産権を目的とする担保権の実行については，特別の定めがある

もののほか，第六編第二章第三節（債権及びその他の財産権に対する執行）に定める債権執行の例による。 

 

 

第５０８条（適用除外） 

 第３８２条（差押禁止債権），第３８３条（差押禁止債権の範囲の変更）及び第４０４条（差押えの範囲）第２項は，本節に適用しな

い。 
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第四節 不動産に対する担保権の実行 
 

第５０９条（不動産に対する担保権実行の申立書の記載事項等） 

１ 不動産に対する担保権の実行の申立書には，申立人は，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 執行債権者，執行債務者である当該不動産の所有者，被担保債権の債務者及び代理人の表示 

 二 担保権及び被担保債権の表示 

 三 担保権の実行の対象となる不動産の表示 

 四 被担保債権の一部について担保権の実行をするときは，その旨及びその範囲 

２ 担保権の実行の申立書には，第４９６条（担保権実行のための執行名義）に掲げる執行名義の正本のほか，次に掲げる書類

を添付しなければならない。 

一 一般の先取特権以外の担保権の実行

の場合 

登記簿の謄本 

二 一般の先取特権の実行の場合 登記がされた不動産については，登記簿の謄本及び，登記簿に執行債

務者以外の者が所有者として記載されている場合にあっては，執行債務

者の所有に属することを証する文書。登記がされていない土地について

は，執行債務者の所有に属することを証する文書 

 

 

第５１０条（担保権の実行としての強制売却後に存続する権利及び消滅する権利） 

１ 不動産の上の担保物権，用益物権及び賃借権で執行債権者の担保権に対抗できるものは，担保権の実行としての強制売却

の後も存続する。 

２ 不動産の上の権利は，第１項に定めるもの以外は，売却により消滅する。 

３ 不動産に係る差押え，仮差押えの執行及び執行債権者又は仮差押えをした債権者に対抗することのできない仮処分の執行

は，売却によりその効力を失う。 

４ 利害関係を有する者が最低売却価額が定められる時までに第１項及び第２項の規定と異なる合意をした旨の届出をしたとき

は，売却による不動産の上の権利の変動は，その合意に従う。 

 

 

第５１１条（不動産執行と担保権実行との二重開始決定） 

１ 第４１９条（開始決定等）により強制売却の開始決定がされた不動産について担保権の実行の申立てがあり，これを認容する

ときは，執行裁判所は，更に強制売却の開始決定をするものとする。この場合においては，先の開始決定に関する執行債権

者に対し，その旨を通知しなければならない。 

２ 先の開始決定に係る強制売却の申立てが取り下げられたとき，又は先の開始決定に基づく強制売却の手続が取り消されたと

きは，執行裁判所は，後の強制売却の開始決定に基づいて手続を続行しなければならない。 

３ 第２項の場合において，後の強制売却の開始決定が配当要求の終期後の申立てに基づくものであるときは，執行裁判所は，

新たに配当要求の終期を定めなければならない。既に第４２３条（催告を受けた者の債権の届出義務）第１項の届出をした者

に対しては，第４２２条（配当要求の終期及びその変更）第２項の規定による催告は，要しない。 

４ 先の開始決定に基づく強制売却の手続が停止されたときは，後の開始決定に係る執行債権者に対し，その旨を通知しなけれ

ばならない。この場合において，その執行債権者の有する担保権が先の執行債権者の差押えに対抗できるものであるときは，

執行裁判所は，申立てにより，後の強制売却の開始決定に基づいて手続を続行する旨の決定をすることができる。 

５ 第４項に定める決定があったときは，執行裁判所は，執行債務者に対し，その旨を通知しなければならない。 

６ 第４項の申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第５１２条（担保権実行と担保権実行との二重開始決定） 

１ 担保権の実行の開始決定がされた不動産について更に担保権の実行の申立てがあり，これを認容するときは，執行裁判所

は，更に強制売却の開始決定をするものとする。この場合においては，先の開始決定に関する執行債権者に対し，その旨を通

知しなければならない。 

２ 先の開始決定に係る強制売却の申立てが取り下げられたとき，又は先の開始決定に基づく強制売却の手続が取り消されたと

きは，執行裁判所は，後の強制売却の開始決定に基づいて手続を続行しなければならない。 

３ 第２項の場合において，後の強制売却の開始決定が配当要求の終期後の申立てに基づくものであるときは，執行裁判所は，

新たに配当要求の終期を定めなければならない。既に第４２３条（催告を受けた者の債権の届出義務）第１項の届出をした者

に対しては，第４２２条（配当要求の終期及びその変更）第２項の規定による催告は，要しない。 

４ 先の開始決定に基づく強制売却の手続が停止されたときは，後の開始決定に係る執行債権者に対し，その旨を通知しなけれ

ばならない。この場合において，後の開始決定の申立てをする執行債権者の担保権が先の執行債権者の担保権に対抗でき

るものであるときは，執行裁判所は，申立てにより，後の強制売却の開始決定に基づいて手続を続行する旨の決定をすること

ができる。 
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５ 第４項に定める決定があったときは，執行裁判所は，執行債務者に対し，その旨を通知しなければならない。 

６ 第４項の申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第５１３条（先行する不動産執行又は担保権実行としての強制売却後に消滅する権利） 

１ 第５１１条（不動産執行と担保権実行との二重開始決定）第１項の場合において，後の担保権の実行としての強制売却の申立

てが，先の執行債権者の差押えに対抗できる担保権に基づくときは，売却により，後の申立てをした執行債権者の担保権並び

にそれに対抗できない他の担保権，用益物権及び賃借権は消滅する。 

２ 第５１２条（担保権実行と担保権実行との二重開始決定）第１項の場合において，後の強制売却の申立てが，先の執行債権

者の担保権に対抗できる担保権に基づくときは，売却により，後の申立てをした執行債権者の担保権並びにそれに対抗できな

い他の担保権，用益物権及び賃借権は消滅する。 

３ 第１項及び第２項の規定は，後の申立てが先の申立てに基づく手続の入札又は競り売りの期日の開始後にされたときは，適

用しない。 

 

 

第５１４条（二重開始決定がある場合の物件明細書の作成等） 

１ 第５１３条（先行する不動産執行又は担保権実行としての強制売却後に消滅する権利）第１項又は第２項に定める場合には，

執行裁判所は，最低売却価額の決定及び物件明細書の作成に際し，後の申立てをした執行債権者の担保権並びにそれに対

抗できない他の担保権，用益物権及び賃借権が売却により消滅することを考慮しなければならない。 

２ 執行裁判所は，第１項の場合において必要があるときは，最低売却価額の決定又は物件明細書の作成をやり直さなければ

ならない。 

 

 

第５１５条（不動産の強制売却手続の入札又は競り売り期日の開始後に担保権実行の申立てがなされた場合の取扱い） 

１ 第５１１条（不動産執行と担保権実行との二重開始決定）第１項の定める場合において，担保権の実行としての強制売却の申

立てが，先の強制売却の手続の入札又は競り売りの期日の開始後になされたときは，執行裁判所は，その強制売却の開始決

定をなすと同時に，後の強制売却の手続を停止する。ただし，その担保権が先の執行債権者の差押えに対抗できない場合は，

その限りではない。 

２ 第５１２条（担保権実行と担保権実行との二重開始決定）第１項の定めのある場合において，担保権の実行としての強制売却

の申立てが，先の強制売却の手続の入札又は競り売りの期日の開始後になされたときは，執行裁判所は，その強制売却の開

始決定をなすと同時に，後の強制売却の手続を停止する。ただし，後の強制売却の申立てをした執行債権者の担保権が先の

執行債権者の担保権に対抗できない場合は，その限りではない。 

３ 第１項又は第２項により後の強制売却の手続が停止されたのち，先の強制売却の手続において代金納付があったときは，執

行裁判所は，後の強制売却の手続に関する開始決定を取り消す。 

 

 

第５１６条（不動産の賃料債権の差押え） 

１ 強制売却の開始決定により不動産に対し差押えの効力が生じた場合において，執行債権者が，その不動産の賃料の支払い

を目的とする債権について差押えの申立てをしたときは，執行裁判所は，その旨の決定をすることができる。この決定は，執行

債務者及び賃料の支払義務を負う者を審尋しないで発しなければならない。 

２ 執行裁判所は，第１項の決定において，執行債務者に対して賃料の支払いを目的とする債権の取立てその他の処分を禁止し，

賃料の支払義務を負う者に対して執行債務者への弁済を禁止し，かつ差し押さえられた債権の全額に相当する金銭を執行裁

判所に寄託することを命じなければならない。 

３ 第１項の決定は，執行債務者及び賃料の支払義務を負う者に送達しなければならない。 

４ 差押えの効力は，第１項の決定が賃料の支払義務を負う者に送達された時に生ずる。 

 

 

第５１７条（賃料債権の差押えの効力） 

１ 第５１６条（不動産の賃料債権の差押え）第１項の規定により不動産の賃料の支払いを目的とする債権を差し押さえた執行債

権者は，執行債務者に対して同項の決定が送達された日から１週間を経過したときは，賃料の支払義務を負う者に対して，差

し押さえられた債権の全額に相当する金銭を裁判所に寄託することを請求することができる。 

２ 第５１６条（不動産の賃料債権の差押え）第１項による差押えの効力は，買受人がその不動産の代金を納付するまでの間，執

行債務者が差押えの後に受けるべき賃料に及ぶ。 

３ 賃料の支払いを目的とする債権の債務者が裁判所に寄託した賃料は，売却代金とする。 
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第５１８条（不動産の賃料債権の差押えと債権執行手続との関係） 

１ 第５１６条（不動産の賃料債権の差押え）第１項の差押決定が効力を生ずる前に，不動産の賃料の支払いを目的とする債権

について，第４０３条（差押決定）の差押決定が不動産の賃借人に送達されたときは，その差押決定の送達前に第５１６条（不

動産の賃料債権の差押え）第１項の差押決定を得た執行債権者の担保権の登記がなされている場合を除き，第５１６条（不動

産の賃料債権の差押え）第１項の差押決定は効力を生じない。 

２ 不動産の賃料の支払いを目的とする債権について，第５１６条（不動産の賃料債権の差押え）第１項の差押決定が効力を生じ

た後は，その債権につき第４０３条（差押決定）の規定により差押えをすることができない。 

 

 

第５１９条（配当を受けるべき債権者の範囲） 

 担保権の実行としての強制売却の売却代金の配当を受けるべき債権者は，第４５３条（配当を受けるべき債権者の範囲）に定

めるもののほか，売却により消滅する担保権を有する債権者とする。ただし，差押えの効力が生じた後に登記された担保権を有

する債権者は，このかぎりでない。 

 

 

第５２０条（不動産執行に関する規定の適用除外） 

 不動産に対する担保権の実行には，第３４９条（強制執行の申立ての方式）第２項及び第３項，第４１７条（不動産に対する強制

執行の対象・方法）第３項，第４３１条（売却後に存続する権利及び消滅する権利）第１項並びに第４５３条（配当を受けるべき債

権者の範囲）は適用しない。 

 

 

第五節 船舶に対する担保権の実行 
 

第５２１条（船舶に対する担保権実行の申立書の記載事項等） 

１ 第４５５条（船舶に対する強制執行の申立て及び方法）第２項の規定にかかわらず，船舶に対する担保権実行の申立書には，

執行債権者は，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 執行債権者，執行債務者である当該船舶の所有者，被担保債権の債務者及び代理人の表示 

 二 担保権及び被担保債権の表示 

 三 担保権の実行の対象となる船舶の表示 

 四 船舶の所在する場所並びに船長の氏名及び現在する場所 

 五 被担保債権の一部について担保権の実行をするときは，その旨及びその範囲 

２ 第４５５条（船舶に対する強制執行の申立て及び方法）第３項の規定にかかわらず，担保権実行の申立書には，第４９６条（担

保権実行のための執行名義）に掲げる執行名義の正本のほか，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 一般の先取特権以外の担保権の実行

の場合 

登記簿の謄本 

二 一般の先取特権の実行の場合 登記がされた船舶については，登記簿の謄本及び，登記簿に執行債務者

以外の者が所有者として記載されている場合にあっては，執行債務者の所

有に属することを証する文書，登記がされていない船舶については，執行

債務者の所有に属することを証する文書 

３ 執行裁判所は，執行債権者の申立てにより，船舶の占有者に対し，船舶国籍証書等を執行官に引き渡すべき旨を決定により

命ずることができる。ただし，執行債権者に対抗することができる権原により占有していると認められる者に対しては，この限り

でない。 

４ 第３項の申立てについての決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 第３項の規定による決定は，相手方に送達される前であっても，執行することができる。 

 

 

第５２２条（不動産に対する担保権の実行に関する規定の準用） 

 船舶を目的とする担保権の実行としての強制売却については，特別の定めがあるもののほか，第六編第三章第四節（不動産

に対する担保権の実行）の規定を準用する。 

 

 

第５２３条（読み替え規定） 

 第４５９条（申立て前の船舶国籍証書等の引渡しを命ずる決定）第２項中「執行力のある執行名義の正本」とあるは，「第４９６条

（担保権実行のための執行名義）に規定する文書」と読み替えるものとする。 
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第四章 金銭の支払を目的としない請求権についての強制執行 
 

第５２４条（不動産等の引渡しの強制執行） 

１ 不動産又は人の居住する船舶その他の物の引渡しの強制執行は，目的物の所在地を管轄する始審裁判所に所属する執行

官が執行債務者の目的物に対する占有を解いて執行債権者にその占有を取得させる方法により行う。 

２ 第１項の強制執行は，執行債権者又はその代理人が執行の場所に出頭したときに限り，することができる。 

３ 執行官は，第１項の強制執行をするに際し，執行債務者の占有する不動産又は船舶その他の物に立ち入り，必要があるとき

は，閉鎖した戸を開くため必要な処分をすることができる。 

４ 執行官は，第１項の強制執行においては，その目的物でない動産を取り除いて，執行債務者，その代理人又は同居の親族若

しくは使用人その他の従業者で相当のわきまえのあるものに引き渡さなければならない。この場合において，その動産をこれ

らの者に引き渡すことができないときは，執行官は，これを保管しなければならない。 

５ 第４項の規定による保管の費用は，執行費用とする。 

６ 第４項に規定する者に同項の動産を引き渡すことができないときは，執行官は，動産執行の売却の手続によりこれを売却する

ことができる。 

７ 第６項の規定により動産を売却したときは，執行官は，その売得金から売却及び保管に要した費用を控除し，その残余をその

所属する始審裁判所に寄託しなければならない。 

８ 第１項及び第４項の強制執行が終了したときは，執行官は，執行債務者に対し，その旨を通知しなければならない。 

 

 

第５２５条（動産の引渡しの強制執行） 

１ 第５２４条（不動産等の引渡しの強制執行）第１項に規定する動産以外の動産の引渡しの強制執行は，その動産の所在地を

管轄する始審裁判所に所属する執行官が執行債務者からこれを取り上げて執行債権者に引き渡す方法により行う。 

２ 第１項の強制執行をする場所に執行債権者又はその代理人が出頭しない場合において，当該動産の種類，数量等を考慮し

てやむを得ないと認めるときは，執行官は，強制執行の実施を留保することができる。 

３ 執行官は，動産の引渡しの強制執行の場所に執行債権者又はその代理人が出頭しなかった場合において，執行債務者から

動産を取り上げたときは，これを保管しなければならない。 

４ 第３８４条（動産執行の開始）第６項，第３８５条（執行債務者の占有する動産の差押え）第２項及び第５２４条（不動産等の引

渡しの強制執行）第４項から第８項までの規定は，第１項の強制執行について準用する。 

 

 

第５２６条（目的物を第三者が占有する場合の引渡しの強制執行） 

１ 第三者が強制執行の目的物を占有している場合においてその物を執行債務者に引き渡すべき義務を負っているときは，物の

引渡しの強制執行は，執行裁判所が，執行債務者の第三者に対する引渡請求権を差し押さえ，請求権の行使を執行債権者

に許す旨の決定をする方法により行う。 

２ 第４０２条（債権執行の意義・執行裁判所）第３項及び第４項，第４０３条（差押決定），第４０５条（第三債務者の陳述の催告），

第４０６条（債権証書の引渡し）並びに第４１０条（金銭の支払を目的とする債権の取立て）第１項，第２項及び第４項の規定は，

第１項の強制執行について準用する。 

 

 

第５２７条（代替執行） 

１ 債務が作為を内容とする場合で，これを債務者に代って第三者にさせることができるときは，その強制執行は，執行債権者の

申立てにより，執行裁判所が，執行債務者の費用でその行為を第三者に代りにさせることを執行債権者に許可する旨の決定

をする方法により行う。 

２ 第１項の執行裁判所は，第３６３条（請求異議の訴え）第３項第１号又は第３号に掲げる執行名義の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める裁判所とする。 

３ 執行裁判所は，第１項の決定をする場合には，執行債務者を審尋しなければならない。 

４ 執行裁判所は，第１項の決定をする場合には，申立てにより，執行債務者に対し，その決定に掲げる行為をするために必要

な費用をあらかじめ執行債権者に支払うべき旨を命ずることができる。 

５ 第１項の強制執行の申立て又は第４項の申立てについての裁判に対しては，抗告をすることができる。 

６ 第３３８条（執行官等の職務の執行の確保）第２項の規定は，第１項の決定を執行する場合について準用する。 

７ 第１項から第６項までの規定は，債務が不作為を内容とする場合において，執行債権者が，執行債務者の費用で，不作為義

務違反行為の結果の除去，不作為義務違反行為の防止のための物的施設の設置その他適当な措置を求めるときに，これを

準用する。 
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第５２８条（間接強制） 

１ 作為又は不作為を目的とする債務についての強制執行は，執行裁判所が，執行債務者に対し，遅延の期間に応じ，又は相

当と認める一定の期間内に履行しないときは直ちに，債務の履行を確保するために相当と認める一定の額の金銭を執行債権

者に支払うべき旨を命ずる決定をする方法によっても行うことができる。 

２ 第１項の執行裁判所は，第３６３条（請求異議の訴え）第３項第１号又は第３号に掲げる執行名義の区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める裁判所とする。 

３ 事情の変更があったときは，執行裁判所は，執行債権者又は執行債務者の申立てにより，第１項の規定による決定を変更す

ることができる。 

４ 執行裁判所は，第１項又は第３項の規定による決定をする場合には，申立ての相手方を審尋しなければならない。 

５ 第１項の規定により命じられた金銭の支払があった場合において，債務不履行により生じた損害の額が支払額を超えるとき

は，執行債権者は，その超える額について損害賠償の請求をすることができる。 

６ 第１項の強制執行の申立て又は第３項の申立てについての裁判に対しては，抗告をすることができる。 

 

 

第５２９条（意思表示の擬制） 

１ 意思表示をすべきことを執行債務者に命ずる判決若しくは決定が確定し，又は執行債務者が意思表示をすべき旨の和解若し

くは認諾に基づく執行名義が成立したときは，執行債務者は，その確定又は成立の時に意思表示をしたものとみなす。ただし，

意思表示を求める請求権が，停止条件付又は不確定期限付であるときは，第３５６条（特別執行文）第１項の規定により執行

文が付与された時に意思表示をしたものとみなす。執行債務者の意思表示が執行債権者の反対給付と引換えになすべきとき

は，本条第２項又は第３項の規定により執行文が付与された時に意思表示をしたものとみなす。 

２ 執行債務者の意思表示が執行債権者の反対給付と引換えになすべき場合においては，執行文は，執行債権者が反対給付

又はその提供のあったことを証する文書を提出したときに限り，付与することができる。 

 

 

第七編 保全処分 

第一章 通則 
 

第５３０条（趣旨） 

 執行債務者の財産の現状が変更されることによって，強制執行ができなくなり若しくは著しく困難になるおそれがあるとき，又は

権利関係につき争いがあることによって，当事者の一方の地位に著しい損害若しくは急迫な危険を生ずるおそれがあるときは，

自己の権利を保全しようと思う者は，他の法律に特別の定めがある場合のほか，本編の定めるところに従い，保全処分を求める

ことができる。 

 

 

第５３１条（保全処分の種類） 

保全処分とは次の各号に定めるものをいい，その内容はそれぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 仮差押え 金銭の支払を目的とする債権の強制執行を保全するために債務者の財産の処分を

制限する処分 

二 係争物に関する仮処分 係争物の現状の変更により，債権者が権利を実行することができなくなるおそれがあ

るとき，又は権利を実行するのに著しい困難を生ずるおそれがあるときにその係争物

の現状を維持させる処分 

三 仮の地位を定める仮処分 争いがある法律関係について債権者に生ずる著しい損害又は急迫の危険を避ける

ために必要があるときに判決の確定までの仮の状態を定める処分 

 

 

第５３２条（保全処分の機関） 

１ 保全処分における決定は，申立てにより，裁判所が行う。 

２ 保全処分の執行は，申立てにより，裁判所又は執行官が行う。 

３ 本編の規定により保全処分の執行を行うべき裁判所を保全執行裁判所とする。 

４ 第３３６条（執行機関）第４項の規定は，執行官が行う保全処分の執行に準用する。 

 

第５３３条（専属管轄） 

本編に規定する裁判所の管轄は，専属とする。 
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第５３４条（申立ての方式） 

次に掲げる申立ては，書面でしなければならない。 

一 保全決定の申立て 

二 保全決定の申立てを却下する決定に対する抗告 

三 保全異議の申立て 

四 保全決定の取消しの申立て 

五 第５６１条（抗告）に定める抗告 

六 保全執行の申立て 

 

 

第５３５条（保全処分の手続に関する裁判等） 

１ 保全決定に関する手続又は保全執行に関し裁判所の行う手続に関する裁判は，決定でする。 

２ 保全執行裁判所は，執行処分をするに際し，必要があると認めるときは，利害関係を有する者その他参考人を審尋すること

ができる。 

３ 執行官が行う執行処分に対する不服申立てについての裁判を始審裁判所がする場合も，第１項及び第２項と同様とする。 

 

 

第５３６条（担保の提供） 

この編の規定により担保を立てるには，当事者は，担保を立てるべきことを命じた裁判所又は保全執行裁判所に，金銭又は裁

判所が相当と認める有価証券を寄託する方法によらなければならない。 

 

 

第５３７条（保全処分の費用等） 

１ 保全決定を申し立てる場合には，申立人は，５０００リエルの手数料を裁判所に納めなければならない。 

２ 保全執行裁判所に対し保全執行の申立てをするときは，申立人は，保全執行の手続に必要な費用として保全執行裁判所の

定める金額を予納しなければならない。 

３ 申立人が費用を予納しないときは，保全執行裁判所は，保全執行の申立てを却下し，又は保全執行の手続を取り消すことが

できる。 

４ 第３項の規定により申立てを却下する決定に対しては，抗告をすることができる。 

５ 執行官に対して保全執行の申立てを行う場合には，申立人は，別に定めるところにより，手数料を納めなければならない。 

 

 

第５３８条（保全処分の事件の記録の閲覧等） 

１ 保全決定に関する手続又は保全執行に関し裁判所の行う手続について，利害関係を疎明した者は，裁判所に対し，手数料を

納付して事件の記録の閲覧若しくは謄写，その正本，謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求

することができる。 

２ 執行官の行う保全執行について，利害関係を疎明した者は，執行官に対し，手数料を納付して事件の記録の閲覧若しくは謄

写，その正本，謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。 

 

 

第５３９条（第二編から第四編の規定の準用） 

特別の定めのある場合を除き，保全処分の手続に関しては，第二編から第四編の規定を準用する。 

 

 

第二章 保全決定 

第一節 通則 
 

第５４０条（管轄裁判所） 

１ 保全決定事件は，本案の管轄裁判所又は仮に差し押さえるべき物若しくは係争物の所在地を管轄する始審裁判所が管轄す

る。 

２ 本案の管轄裁判所は，第一審裁判所とする。ただし，本案が控訴審に係属するときは，控訴裁判所とする。 

３ 仮に差し押さえるべき物又は係争物が債権であるときは，その債権は，第三債務者の第８条（住所等によって定まる管轄）所

定の地にあるものとする。ただし，船舶又は動産の引渡しを目的とする債権は，その物の所在地にあるものとする。 

４ 第３項本文の規定は，仮に差し押さえるべき物又は係争物が第４１６条（その他の財産権に対する強制執行）所定の財産権で

第三債務者又はこれに準ずる者がある場合について準用する。 
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第５４１条（申立書の記載事項及び疎明） 

１ 保全決定の申立書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

二 求める保全決定の内容 

三 保全すべき権利又は法律関係 

四 保全の必要性 

２ 第１項第三号及び第四号については，これを具体的に記載し，かつ，立証を要する事由ごとに証拠を記載するよう努めなけれ

ばならない。 

３ 第１項第三号及び第四号については，これを疎明しなければならない。 

 

 

第５４２条（保全決定の担保） 

 保全決定は，担保を立てさせて，又は担保を立てさせないですることができる。 

 

 

第５４３条（送達） 

 裁判所は保全決定を当事者に送達しなければならない。 

 

 

第５４４条（却下の裁判に対する抗告） 

１ 保全決定の申立てを却下する裁判に対しては，債権者は，告知を受けた日から２週間の期間内に，抗告をすることができる。 

２ 第１項の期間は，伸長することができない。 

 

 

第二節 仮差押決定 
 

第５４５条（仮差押決定の必要性） 

１ 仮差押決定は，金銭の支払を目的とする債権について，強制執行をすることができなくなるおそれがあるとき，又は強制執行

をするのに著しい困難を生ずるおそれがあるときに発することができる。 

２ 仮差押決定は，第１項の債権が条件付又は期限付である場合においても，これを発することができる。 

 

 

第５４６条（仮差押決定の対象） 

 裁判所は目的物を特定して仮差押決定を発しなければならない。ただし，動産の仮差押決定は，目的物を特定しないで発する

ことができる。 

 

 

第５４７条（仮差押解放金） 

１ 仮差押決定においては，裁判所は，仮差押えの執行の取消しを得るために債務者が寄託すべき金銭の額を定めなければな

らない。 

２ 第１項の金銭の寄託は，仮差押決定を発した裁判所又は保全執行裁判所にしなければならない。 

 

 

第三節 仮処分決定 
 

第５４８条（仮処分決定の必要性等） 

１ 裁判所は，係争物の現状の変更により，債権者が権利を実行することができなくなるおそれがあるとき，又は権利を実行する

のに著しい困難を生ずるおそれがあるときに，係争物に関する仮処分決定を発することができる。 

２ 裁判所は，争いがある法律関係について債権者に生ずる著しい損害又は急迫の危険を避けるためこれを必要とするときに，

仮の地位を定める仮処分決定を発することができる。 

３ 第５４５条（仮差押決定の必要性）第２項の規定は，仮処分決定について準用する。 

４ 第２項の仮処分決定については，裁判所は，口頭弁論又は債務者が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ，発する

ことができない。ただし，その期日を経ることにより仮処分決定の申立ての目的を達することができない特別の事情があるとき

は，この限りでない。 
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第５４９条（仮処分の方法） 

 裁判所は，仮処分決定の申立ての目的を達するために必要な限度で，債務者に対し一定の行為を命じ，若しくは禁止し，若しく

は給付を命じ，又は保管人に目的物を保管させる処分その他の処分をすることができる。 

 

 

第四節 保全決定に対する異議 
 

第５５０条（保全決定に対する異議の申立て） 

 保全決定に対しては，債務者は，その決定をした裁判所に異議を申し立てることができる。 

 

 

第５５１条（保全執行の停止の裁判等） 

１ 保全決定に対する異議の申立てがあった場合において，保全決定の取消しの原因となることが明らかな事情及び保全執行

により償うことができない損害を生ずるおそれがあることにつき疎明があったときに限り，裁判所は，申立てにより，保全決定に

対する異議の申立てについての決定において第３項の規定による裁判をするまでの間，担保を立てさせて，保全執行の停止

又は執行処分の取消しを命ずることができる。 

２ 抗告裁判所が保全決定をした場合において，事件の記録が原裁判所に存するときは，その裁判所も，第１項の規定による裁

判をすることができる。 

３ 裁判所は，保全決定に対する異議の申立てについての決定において，既にした第１項の規定による裁判を取り消し，変更し，

又は認可しなければならない。 

 

 

第５５２条（保全決定に対する異議の審理） 

 裁判所は，口頭弁論又は当事者双方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ，保全決定に対する異議の申立てにつ

いての決定をすることができない。 

 

 

第５５３条（審理の終結） 

 裁判所は，保全決定に対する異議の審理を終結するには，相当の猶予期間を置いて，審理を終結する日を決定しなければな

らない。ただし，口頭弁論又は当事者双方が立ち会うことができる審尋の期日においては，直ちに審理を終結する旨を宣言する

ことができる。 

 

 

第５５４条（保全決定に対する異議の申立てに関する決定） 

１ 裁判所は，保全決定に対する異議の申立てについての決定においては，保全決定を認可し，変更し，又は取り消さなければ

ならない。 

２ 裁判所は，第１項の規定による保全決定を取り消す決定について，債務者が担保を立てることを条件とすることができる。 

３ 第５４３条（送達）の規定は，第１項の決定について準用する。 

 

 

第５５５条（原状回復を命ずる決定） 

 仮処分決定に基づき，債権者が物の引渡し若しくは金銭の支払いを受け，又は物の使用若しくは保管をしているときは，裁判

所は，債務者の申立てにより，第５５４条（保全決定に対する異議の申立てに関する決定）第１項の規定により仮処分決定を取り

消す決定において，債権者に対し，債務者が引き渡した物の返還，債務者が支払った金銭の返還又は債権者が使用若しくは保

管をしている物の返還を命ずることができる。 

 

 

第５５６条（保全決定を取り消す決定の効力） 

 第５５４条（保全決定に対する異議の申立てに関する決定）第１項の規定により保全決定を取り消す決定は，確定をしなければ

その効力を生じない。ただし，裁判所は，特に必要があると認めるときは，その効力を直ちに生じさせる旨を宣言することができ

る。 

 

 

第五節 保全決定の取消し 
 

第５５７条（本案の訴えの不提起等による保全決定の取消し） 

１ 保全決定をした裁判所は，債務者の申立てにより，債権者に対し，相当と認める一定の期間内に，本案の訴えを提起するとと
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もにその提起を証する書面を提出すべきことを命じなければならない。 

２ 第１項の期間は，２週間以上でなければならない。 

３ 債権者が第１項の規定により定められた期間内に同項の書面を提出しなかったときは，裁判所は，債務者の申立てにより，保

全決定を取り消さなければならない。 

４ 第１項の書面が提出された後に，同項の本案の訴えが取り下げられ，又は却下された場合には，その書面を提出しなかった

ものとみなす。 

５ 第１項及び第３項の規定の適用については，本案に関し仲裁契約があるときは仲裁手続の開始の手続を本案の訴えの提起

とみなす。 

６ 第５項の仲裁手続が仲裁判断によらないで終了したときは，債権者は，その終了の日から第１項の規定により定められた期

間と同一の期間内に本案の訴えを提起しなければならない。 

７ 第３項の規定は債権者が第６項の規定による本案の訴えの提起をしなかった場合について，第４項の規定は第６項の本案の

訴えが提起された後にその訴えが取り下げられ，又は却下された場合について準用する。 

８ 第５４３条（送達）の規定は，第３項及び第７項の規定による決定について準用する。 

 

 

第５５８条（事情の変更による保全決定の取消し） 

１ 保全すべき権利若しくは法律関係又は保全の必要性の消滅その他の事情の変更があるときは，保全決定を発した裁判所又

は本案の裁判所は，債務者の申立てにより，保全決定を取り消すことができる。 

２ 第１項の事情の変更は，債務者が疎明しなければならない。 

３ 第５４３条（送達）及び第５５４条（保全決定に対する異議の申立てに関する決定）第２項の規定は，第１項の申立てについての

決定について準用する。 

 

 

第５５９条（特別の事情による仮処分決定の取消し） 

１ 仮処分決定により償うことができない損害を生ずるおそれがあるときその他の特別の事情があるときは，仮処分決定をした裁

判所又は本案の裁判所は，債務者の申立てにより，担保を立てることを条件として仮処分決定を取り消すことができる。 

２ 第１項の特別の事情は，疎明しなければならない。 

３ 第５４３条（送達）の規定は，第１項の申立てについての決定について準用する。 

 

 

第５６０条（保全決定に対する異議の規定の準用等） 

１ 第５５１条（保全執行の停止の裁判等）から第５５３条（審理の終結）まで，第５５５条（原状回復を命ずる決定），第５５６条（保

全決定を取り消す決定の効力）の規定は，保全決定の取消しに関する裁判について準用する。ただし，第５５７条（本案の訴え

の不提起等による保全決定の取消し）第１項の規定による裁判については，この限りでない。 

２ 第１項において準用する第５５１条（保全執行の停止の裁判等）第１項の規定による裁判は，保全決定の取消しの申立てが保

全決定を発した裁判所以外の本案の裁判所にされた場合において，事件の記録が保全決定を発した裁判所に存するときは，

その裁判所も，これをすることができる。 

 

 

第六節 抗告 
 

第５６１条（抗告） 

１ 次の各号に定める決定に対しては，その送達を受けた日から２週間の期間内に，抗告をすることができる。ただし，抗告裁判

所がした保全決定に対する異議の申立てについての裁判に対しては，この限りでない。 

一 保全決定に対する異議又は保全決定の取消しの申立てについての決定 

二 第５５５条（原状回復を命ずる決定）の規定による決定 

三 第５６０条（保全決定に対する異議の規定の準用等）第１項において準用する第５５５条（原状回復を命ずる決定）の規定に

よる決定 

２ 第１項の期間は，伸長することができない。 

３ 第５４３条（送達）並びに第５５４条（保全決定に対する異議の申立てに関する決定）第２項の規定は抗告についての決定につ

いて，第５５１条（保全執行の停止の裁判等）第１項，第５５２条（保全決定に対する異議の審理），第５５３条（審理の終結）並び

に第５５５条（原状回復を命ずる決定）の規定は抗告に関する決定について，第３１７条（決定に対する再審の申立て）の規定

は抗告をすることができる裁判が確定した場合について準用する。 

４ 第３項において準用する第５５１条（保全執行の停止の裁判等）第１項の規定による裁判は，事件の記録が原裁判所に存する

ときは，その原裁判所も，これをすることができる。 
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第三章 保全執行 
 

第５６２条（保全執行の要件） 

１ 保全執行は，保全決定の正本に基づいて実施する。ただし，保全決定に表示された当事者以外の者に対し，又はその者のた

めにする保全執行は，執行文の付された保全決定の正本に基づいて実施する。 

２ 保全執行は，債権者に対して保全決定が送達された日から２週間を経過したときは，これをしてはならない。 

３ 保全執行は，保全決定が債務者に送達される前であっても，これをすることができる。 

 

 

第５６３条（第三者異議の訴えの管轄裁判所の特例） 

 控訴裁判所が保全執行裁判所としてした保全執行に対する第三者異議の訴えは，第３６５条（第三者異議の訴え）第２項の規

定にかかわらず，仮に差し押さえるべき物又は係争物の所在地を管轄する始審裁判所が管轄する。 

 

 

第５６４条（第六編の規定の準用） 

 この章に特別の定めがある場合を除き，第３３８条（執行官等の職務の執行の確保）から第３４５条（取消決定等に対する抗告）

まで，第３４８条（強制執行に関する手続における任意代理人），第３４９条（強制執行の申立ての方式）第２項及び第３項，第３５

１条（強制執行をすることができる者の範囲）第１項，第３５４条（執行文の必要性及び付与機関）第２項，第３５５条（執行文付与

の申立て）第１項及び第３項，第３５６条（特別執行文）第２項から第４項まで，第３５７条（執行文の記載事項）から第３５９条（執行

名義の原本への記入）まで，第３６２条（執行文の付与等に関する異議の申立て），第３６４条（執行文付与に対する異議の訴え）

及び第３６５条（第三者異議の訴え），並びに第３６７条（請求異議の訴え等の提起に伴う執行停止の裁判）から第３７０条（強制執

行の停止及び取消し）までの規定は，保全執行について準用する。 

 

 

第５６５条（動産に対する仮差押えの執行） 

１ 動産に対する仮差押えの執行は，目的物の所在地を管轄する始審裁判所に所属する執行官が目的物を占有する方法により

行う。 

２ 執行官は，仮差押えの執行がされた金銭を執行官の所属する裁判所に寄託しなければならない。 

３ 仮差押えの執行がされた動産について著しい価額の減少を生ずるおそれがあるとき，又はその保管のために不相応に高額

な費用を要するときは，執行官は，仮差押債権者又は債務者の申立てにより，第六編第二章第二節に規定する動産執行の売

却の手続によりこれを売却し，その売得金を執行官の所属する裁判所に寄託しなければならない。 

４ 第３８４条（動産執行の開始）第２項，第３８５条（執行債務者の占有する動産の差押え）から第３９２条（剰余を生ずる見込み

のない場合の差押えの禁止）までの規定は，動産に対する仮差押えの執行について準用する。 

 

 

第５６６条（債権及びその他の財産権に対する仮差押えの執行） 

１ 第４０２条（債権執行の意義・執行裁判所）に規定する債権に対する仮差押えの執行は，保全執行裁判所が第三債務者に対

し債務者への弁済を禁止する決定をする方法により行う。 

２ 第１項の仮差押えの執行は，仮差押決定を発した裁判所が，保全執行裁判所として管轄する。 

３ 金銭の支払を目的とする債権に対し仮差押えの執行がされた場合において，第三債務者がその債権の額に相当する金銭を

裁判所に寄託したときは，債務者が第５４７条（仮差押解放金）の規定により定められた金銭の額に相当する金銭を裁判所に

寄託したものとみなす。ただし，その金銭の額を超える部分については，この限りでない。 

４ 第１項及び第２項の規定は，その他の財産権に対する仮差押えの執行について準用する。 

５ 第４０３条（差押決定）第２項，第３項，第６項，第７項，第８項，第１０項及び第１１項，第４０４条（差押えの範囲）から第４０８条

（申立ての取下げ等の通知）まで，第４１１条（第三債務者の寄託）並びに第４１６条（その他の財産権に対する強制執行）の規

定は，第１項の債権及びその他の財産権に対する仮差押えの執行について準用する。 

 

 

第５６７条（不動産に対する仮差押えの執行） 

１ 第４１７条（不動産に対する強制執行の対象・方法）第１項に規定する不動産に対する仮差押えの執行は，仮差押えの登記を

する方法により行う。 

２ 仮差押えの執行については，仮差押命令を発した裁判所が保全執行裁判所として管轄する。 

３ 仮差押えの登記は，書記官が嘱託する。 

４ 第４２０条（差押えの登記の嘱託等）第２項，第４２１条（差押えの効力）第３項本文，第４２４条（二重開始決定）第１項，第４２５

条（担保権実行と不動産執行との二重開始決定），第４２７条（不動産の滅失等による強制売却の手続の取消し）及び第４２８

条（差押えの登記の抹消の嘱託）の規定は，不動産に対する仮差押えの執行について準用する。 
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第５６８条（船舶に対する仮差押えの執行） 

１ 船舶に対する仮差押えの執行は，仮差押えの登記をする方法又は執行官に対し船舶国籍証書等を取り上げて保全執行裁判

所に提出すべきことを命ずる方法により行う。これらの方法は，併用することができる。 

２ 仮差押えの登記をする方法による仮差押えの執行は，仮差押決定をした裁判所が，船舶国籍証書等の取上げを命ずる方法

による仮差押えの執行は，船舶の所在地を管轄する始審裁判所が，保全執行裁判所として管轄する。 

３ 仮差押えの登記は，書記官が所管官庁に嘱託する。 

４ 第４５５条（船舶に対する強制執行の申立て及び方法）第２項及び第３項，第４６５条（船舶の滅失等による強制売却の手続の

取消し）並びに第４６６条（差押えの登記の抹消の嘱託）の規定は仮差押えの登記をする方法による仮差押えの執行について，

第４５５条（船舶に対する強制執行の申立て及び方法）第３項，第４５７条（開始決定等）第７項，第４６０条（保管人の選任等），

第４６２条（航行許可）の規定は船舶国籍証書等の取上げを命ずる方法による仮差押えの執行について準用する。 

 

 

第５６９条（仮差押解放金の寄託による仮差押執行の取消し） 

１ 債務者が第５４７条（仮差押解放金）の規定により定められた金銭の額に相当する金銭を裁判所に寄託したときは，保全執行

裁判所又は執行官の所属する始審裁判所は，仮差押えの執行を取り消さなければならない。 

２ 第１項の規定による決定は，第５６４条（第六編の規定の準用）の準用する第３４５条（取消決定等に対する抗告）第２項の規

定にかかわらず，即時にその効力を生ずる。 

 

 

第５７０条（仮処分の執行） 

 仮処分の執行は，仮差押えの執行又は強制執行に準じて行う。 

 

 

第５７１条（占有移転禁止の仮処分の効力） 

１ 物の引渡しの請求権を保全するため，債務者に対し，その物の占有の移転を禁止し，及びその占有を解いて執行官に引き渡

すべきことを命ずるとともに，執行官にその物の保管をさせることを内容とする仮処分決定がされたときは，執行官は，債務者

がその物の占有の移転を禁止されている旨及び執行官がその物を保管している旨を，剥離しにくい方法による公示書の掲示

その他相当の方法により公示しなければならない。 

２ 第１項の仮処分の執行がされたときは，債権者は，本案の執行名義に基づき，その物の引渡しの強制執行をすることができ

る。ただし，その執行がされたことを知ってその物を占有した者に対する場合に限る。 

３ 第１項の仮処分の執行後に当該物を占有した者は，その仮処分の執行がされたことを知って占有したものと推定する。 

 

 

第八編 経過規定 

第一章 経過規定 
 

第５７２条（経過措置の原則） 

この法律の適用前に提起された訴訟のこの法律の適用後における手続は，本第八編（経過規定）に特別の定めがある場合を

除き，この法律によって完結する。この場合において，この法律の適用前の手続において生じた効力を妨げない。 

 

 

第５７３条（管轄に関する経過措置） 

この法律の適用の際に現に係属している訴訟の管轄及び移送については，なお従前の例による。 

 

 

第５７４条（事件の分配に関する経過措置） 

１ 訴えが提起された後，調査又は和解の手続を担当する裁判官（以下「調査等担当裁判官」という。）が指名される前にこの法

律が適用されたときは，この法律の適用の時に訴えの提起がされたものとみなして第２６条（事件の分配）の規定を適用する。 

２ 調査等担当裁判官が指名された後本審の裁判長又は裁判官が指名される前にこの法律が適用されたときは，調査等担当裁

判官が第２６条（事件の分配）の規定による事件の分配を受けたものとみなす。 

３ 第２項の場合において，その事件が第２３条（第一審における単独制と合議制）第２項に規定する事件であるときは，本条第２

項の規定にかかわらず，この法律の適用の時に訴えの提起がされたものとみなして第２６条（事件の分配）の規定を適用す

る。 

４ 控訴審において事件が受理された後本審の裁判官が指名される前にこの法律が適用されたときは，この法律の適用の時に

事件の受理がされたものとみなして第２６条（事件の分配）の規定を適用する。 

５ 第４項の規定は，上告審における事件の分配について準用する。 
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第５７５条（除斥又は忌避の裁判に関する経過措置） 

第３０条（除斥又は忌避の裁判）第１項の規定は，忌避又は除斥の申立てについて合議体で審理及び裁判をするのに足りる員

数の裁判官が配置されていない始審裁判所においては，当分の間，同項に「その裁判官の所属する裁判所の合議体」とあるの

を「その裁判官の所属する裁判所の他の裁判官」と読み替えて適用する。 

 

 

第５７６条（調査手続及びその後の手続に関する経過措置） 

１ 調査手続の実施中にこの法律が適用された場合には，裁判所は，直ちに調査手続を打ち切り，速やかに弁論準備手続の期

日を指定し，当事者を呼び出さなければならない。 

２ 調査手続の完結後，本審の期日が開かれる前にこの法律が適用された場合には，速やかに弁論準備手続の期日を指定し，

当事者を呼び出さなければならない。ただし，第５７８条（本審の期日に関する経過措置）第２項の規定により，弁論準備手続を

行う場合は，この限りではない。 

３ 第１項及び第２項の場合においては，調査手続においてされた訴訟行為は，第１０６条（弁論準備手続における訴訟行為等）

に規定する裁判所の権限の範囲内で弁論準備手続においてされたものとみなす。 

４ 裁判所は，本審の期日が開かれた後にこの法律が適用された場合において当事者が調査手続において尋問した証人又は当

事者本人で本審でその尋問をしなかったものについて当事者が口頭弁論において尋問の申出をしたときは，その尋問をしなけ

ればならない。 

 

 

第５７７条（訴訟費用に関する経過措置） 

１ この法律の適用前に提起された事件に係る当事者又は事件の関係人が負担すべき手数料その他民事訴訟の費用について

は，なお従前の例による。 

２ 訴訟費用の担保に関する規定は，この法律の適用前に提起された事件については，適用しない。 

 

 

第５７８条（本審の期日に関する経過措置） 

１ この法律の適用の時に指定されている本審の期日は，この法律の規定による口頭弁論の期日として指定されたものとみな

す。 

２ 第１項の場合において，その本審の期日が調査手続の完結後初めての期日であるときは，口頭弁論期日の開始に先立ち，

弁論準備手続を行うことができる。 

３ 第２項の場合において，弁論準備手続を終結することができなかったときは，更に弁論準備手続の期日を指定するとともに，

口頭弁論期日を取り消し，又は延期しなければならない。 

 

 

第５７９条（証拠調べにおける制裁に関する経過措置） 

１ 第二編第三章（証拠）の過料の規定は，この法律の規定により証拠として取り調べることが決定された場合又はこの法律の適

用後に当事者又はその代理人が文書の作成の真成を争った場合について適用する。 

２ 第２７３条（第一審の訴訟手続の規定の準用）及び第２８６条（控訴の規定の準用）において準用する第二編第三章（証拠）の

過料の規定の適用についても，前項と同様とする。 

 

 

第５８０条（欠席判決に関する経過措置） 

原告又は被告がこの法律の適用前に呼出しの手続がされた期日に欠席した場合の手続については，なお従前の例による。 

 

 

第５８１条（上訴の可否及び上訴期間に関する経過措置） 

１ この法律の適用前に終結した審理に基づいてされた判決に対する上訴の可否及び上訴の期間については，なお従前の例に

よる。 

２ この法律の適用前に最高裁判所から差戻しを受けた事件について控訴裁判所がした新たな判決に対する上告の可否及び上

告の期間については，なお従前の例による。 

３ 控訴裁判所がこの法律の適用前に終結した審理に基づいてした判決を破棄し，事件を控訴裁判所に差し戻す旨の最高裁判

所の判決がされた事件について控訴裁判所がした新たな判決に対する上告の可否及び上告の期間については，なお従前の

例による。 

４ 判決以外の裁判でこの法律の適用前に告知されたものに対する上訴の可否及び上訴の期間については，なお従前の例によ

る。 
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第５８２条（上告及び上告審の訴訟手続に関する経過措置） 

１ この法律の適用前に終結した審理に基づいてされた控訴裁判所の判決に対して上告があった場合の上告及び上告審の訴訟

手続については，なお従前の例による。 

２ 控訴裁判所がこの法律の適用前に最高裁判所から差戻しを受けた事件についてした新たな判決に対して上告があった場合

の上告及び上告審の訴訟手続については，なお従前の例による。 

３ 控訴裁判所がこの法律の適用前に終結した審理に基づいてした判決を破棄し，事件を控訴裁判所に差し戻す旨の最高裁判

所の判決がされた事件について控訴裁判所がした新たな判決に対して上告があった場合の上告及び上告審の訴訟手続につ

いては，なお従前の例による。 

 

 

第５８３条（破棄判決の拘束力に関する経過措置） 

第５８２条（上告及び上告審の訴訟手続に関する経過措置）の規定により上告及び上告審の訴訟手続がなお従前の例による

こととされる場合において，最高裁判所が原判決を破棄し，事件を控訴裁判所に差し戻す旨又は他の裁判所に移送する旨の判

決をしたときは，その判決については，第２９９条（破棄差戻し等）第２項の規定は，適用しない。 

 

 

第５８４条（再審に関する経過措置） 

第四編（再審）の規定は，この法律の適用後に確定した裁判に限り適用する。 

 

 

第５８５条（強制執行に関する経過措置） 

１ この法律の適用前に申し立てられた強制執行の事件については，なお従前の例による。ただし，民事判決執行手続に関する

法律第３章（禁固刑による身柄拘束）の規定については，この限りではない。 

２ この法律の適用前の訴訟手続においてされた民事判決執行手続に関する法律第３章（禁固刑による身柄拘束）の規定による

身柄拘束を命ずる裁判は，この法律の適用の日から効力を失う。 

３ この法律の適用の時において民事判決執行手続に関する法律第３章（禁固刑による身柄拘束）の規定による身柄拘束がされ

ているときは，これを命じた裁判長又は裁判所長は，直ちに債務者の釈放を命じなければならない。 

 

 

第５８６条（保全処分に関する経過措置） 

１ この法律の適用前に申し立てられた保全処分の事件について保全処分の申立てについての裁判がされる前にこの法律が適

用されたときは，その後の手続は，この法律により完結する。この場合において，この法律の適用前の手続において生じた効

力を妨げない。 

２ 前項に規定する事件について保全処分の申立てについての裁判がされた後にこの法律が適用されたときは，その手続につ

いては，なお従前の例による。 

 

 

第九編 最終条項 

第一章 最終条項 
 

第５８７条（本法の適用） 

 この法律は，施行の日から１年の期間普及した後に適用する。 

 

 

第５８８条（他の法律の廃止等） 

１ 次に掲げる法律は，この法律の適用の日から効力を失う。 

 一 １９９２年５月２日付けディクリー第５１ＫＲにより公布された民事判決執行手続に関する法律 

 二 １９９３年２月８日付けディクリー第０７ＫＲにより公布された訴訟費用に関する法律 

２ この法律の適用の際に現に効力を有する他の法律の規定中，この法律の規定に抵触するものは，この法律の適用の日から，

その抵触する限度で効力を有しないものとする。 
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